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概 要 

最終更新日 2023 年 6 月 29 日 

プロジェクト名 
カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／ 
④次世代火力発電基盤技術開発／ 
6）石炭火力の負荷変動対応技術開発 

プロジェクト番号 P16002 

担当推進部/ 
ＰＭまたは担当者 
及び METI 担当課 

＜担当推進部/PM＞ 

環境部 野原正寛（2021 年 4 月～現在） 

環境部 井原公生（2020 年 7 月～2021 年 3 月） 

環境部 中元崇（2017 年 4 月～2020 年 6 月） 

＜METI 担当課＞ 

資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

０．事業の概要 
負荷変動対応に伴う火力発電設備の故障リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命

予測等の保守技術、および火力発電設備における最低負荷引き下げ・負荷変化率の拡大

によって系統安定に貢献する蓄熱システムなど先進的な技術開発を実施する。 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.1 本事業の位置

付け・意義 

再生可能エネルギーの大量導入に伴い、再エネの瞬時的・継続的な発電電力量の低下への

対応が火力発電に求められており、調整力の確保と設備信頼性の向上に資する技術開発が

不可欠である。本 PJ では、既存の石炭火力発電設備への適用を念頭に、負荷変動対応能

力の向上及び機械的負荷に耐える設備信頼性確保に関する研究開発に取り組んだ。 

1.2 アウトカム達
成までの道筋 

本 PJ では十分な成果が得られたため、事業化に向けた実用化研究を各事業者にて進める。

事業化は市場動向や実用化研究の進捗等を見ながら可能な限り前倒しを狙う。なお、

NEDO は負荷変動対応技術の実用化に関する公募を実施予定である。 

1.3 知的財産・
標準化戦略 

知的財産権はすべて発明等をなした機関に帰属することとした。 

標準化戦略は実用化・事業化を見据えた上でクローズ領域とオープン領域を適切に設定し

た。 

２．目標及び達成状況 

2.1 アウトカム目
標及び達成見込
み 

【アウトカム目標】 

石炭火力発電所に対して、電力系統安定化に資する故障予知・余寿命診断サービス等を

提供する。これにより、サービス等の売上および石炭火力発電所のメンテナンス費削減により経

済効果：288 億円以上を目指す。 

【アウトカム目標達成の見込み】 

本 PJ の 4 事業について、アウトプット目標は十分に達成しており、アウトカム達成までの具体

的な戦略が練られていることから、アウトカム目標達成の見込みは十分にある。 
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2.2 アウトプット目
標及び達成状況 

事業名称 アウトプット目標 
達成状況 

（見込み含む） 

①火力発電設備保全用高解

像度フェーズドアレイシステムの

開発 

・既存のどの方法を用いても評価が不

可能だった内部クリープボイド密集の有

無を判別できる評価法の提案 

○ 

②石炭火力発電システムの運

用性向上技術開発 

・極低負荷運転を実現する蓄熱システ

ムの詳細設計が完了する。 

・燃料費および CO2 排出量削減への

効果を定量的に明らかにする。 

○ 

③タービン発電設備次世代保

守技術開発 

・低圧タービン最終段羽根のエロージョ

ン進展予測技術の開発 

・異常事象要因分析による運転支援

技術の開発 

○ 

④ボイラクリープ疲労損傷の高

精度余寿命診断技術開発 

・高温曲げねじりクリープ疲労試験デー

タの取得と組織観察、ならびに溶接部

損傷メカニズムを解明する。 

○ 

３．マネジメント 

3.1 実施体制 

経済産業省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

プロジェクトリーダー 

国立大学法人東北大学 三原毅 
三菱重工業（株） 山下登敏 
東芝エネルギーシステムズ（株） 竹内司 
中国電力（株） 西田秀高 

プロジェクトマネージャー 環境部 野原正寛 

委託先 

国立大学法人東北大学、東北発電工業（株） 
三菱重工業（株）、（一財） 電力中央研究所 
東芝エネルギーシステムズ（株） 
中国電力（株）、学校法人東京理科大学、国立大学
法人熊本大学、公立大学法人大阪、学校法人近畿大
学、非破壊検査（株） 
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3.2 受益者負担
の考え方 
 
 
事業費推移 
(単位:百万円)  

本プロジェクトで実施しした事業 2020 2021 2022 2023  

①火力発電設備保全用高解
像度フェーズドアレイシステムの
開発 

     

②石炭火力発電システムの運
用性向上技術開発 

     

③タービン発電設備次世代保
守技術開発 

     

④ボイラクリープ疲労損傷の高
精度余寿命診断技術開発 

     

会計・勘定 2020 2021 2022 2023 総額 

一般会計 － － － － － 

特別会計 
（電源・需給の別） 

956 671 469 5 2,101 

開発成果促進財源 － － － － － 

総 NEDO 負担額 － － － － － 

委託 956 671 469 5 2,101 

3.3 研究開発計画  

情勢変化への 
対応 

2022 年夏の電力需給逼迫を踏まえ、石炭火力発電所で実施予定の実機試験の一部を
取り止めて 2023 年度に繰り延べする事とし、実施計画の見直しを柔軟・迅速に実施した。 
 

中間評価結果
への対応 

2020 年度に実施した中間評価での「実用化・事業化に直結した成果を期待」などの指摘事
項に対し、「実機での実証試験」や「電力会社を委員とする外部委員会の設置」などを実施
し、現場のニーズを技術開発へ反映させ、早期の実用化・事業化を達成するようマネジメント
した。 
 

評価に関する 
事項 

中間評価 2020 年度 中間評価実施 担当部 環境部 

終了時評価 2023 年度 終了時評価実施 担当部 環境部 

別添  

投稿論文 7 件 

特 許 40 件 

その他の外部発表

（プレス発表等） 
38 件 
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基本計画に関する

事項 

作成時期 2016 年 1 月 作成 

変更履歴 

2017 年 2 月 改訂（本プロジェクトに関する記載を新規追加） 
2018 年 7 月 改訂（ＰＬの記載変更） 
2019 年 7 月 改訂（ＰＬの変更） 
2020 年 2 月 改訂（プロジェクト名称の変更、実施期間の変更、中間目
標の策定、最終目標年度の変更、研究開発スケジュール表の修正） 
2020 年 9 月 改訂（ＰＬの変更） 
2021 年 5 月 改訂（ＰＬの変更） 
2023 年 1 月 改訂（期間変更） 
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プロジェクト用語集 
①火力発電設備保全用高解像度フェーズドアレイシステムの開発 

専門用語・略語 定義・解説 
TypeⅣクリープボ
イド 

高温クリープ損傷のうち、溶接継手部の熱影響部の結晶粒径が細粒になる表面下
やや深めを含む位置に、溶接開先形状の影響などで応力が集中する場所で優先的に
クリープボイドが発生し、ボイド密集を経て巨視的き裂に進展して破断する事象。火力
発電機器溶接部で顕著に発生することが知られるようになり、表面下 10mm～数十
mm の位置に発生し、精密な非破壊検査法が適用できないことが顕在化したため、現
状検査手法がない欠陥と考えられてきた。 

USC と A-USC 現在、火力発電は主力石炭火力プラントの超々臨界圧条件（USC）で運用され
てきており、さらに温度・圧力条件の高い A-USC 条件を利用することで、発電効率の
向上や CO2 排出低減などが模索されている。既存の石炭火力プラントでは、主に 9％
Cr 鋼が使われるが、A-USC 条件では高温高圧に耐える Ni 基合金が使われる。Ni 基
合金は発電利用の実績が無いので、長期運用時にはクリープ損傷の可能性が指摘され
ているものの、損傷の程度と発生のメカニズムについて、学術的検討が始まっている段階
である。 

クリープ損傷 高温下で応力を受ける金属材料が、静的に引っ張られることによって塑性変形を生じ、
結晶粒界等にダメージが蓄積し、使用時間と共に微視的なクリープボイドなどが発生して
部材の強度が低下し、最後には破断に至る損傷形態。 

散乱波 通常の超音波計測は、探傷法を含め入射した超音波の界面での音響インピーダンス差
に基づく反射エコーや回折エコーを利用して行われる。これらの計測では、計測分解能は
用いる超音波の波長で決まると考えられており、波長以下の組織は分離して認識するこ
とができず、計測分解能が無いとされる。一方、波長の 1/10 以下程度の組織でも、入
射超音波は微視組織で散乱することが知られ、散乱波は例えば結晶粒界界面などで
無数の散乱波として受信される。従って散乱波は、無数の散乱波の積算により干渉波
として受信されると考えられており、干渉波故に振幅は不安定であると認識されている。 

水浸音響映像法 現在工業的に利用されている音響映像法の中で、最も計測分解能が高く信頼性のあ
る方法と考えられている手法。水槽中に試料を置き、基本的に水を介して音響レンズあ
るいは集束探触子で送信音場を集束しながら、音響レンズなどを XY に試料表面に平
行に機械走査（スキャン）する。この時得られる受信波形（音響レンズに反射して戻っ
た超音波波形）の集束深さ位置に対応する受信時間部に電子ゲートを掛け、XY のス
キャン位置に対し、焦点付近の振幅をプロットして音響映像を得ることで、分解能の高い
音響映像を得ることができる。計測分解能は、用いた音響レンズの集束特性、XY ス
キャンのピッチ、用いる超音波の周波数（波長が短い高周波数超音波程、高分解
能）で決まると考えられる。 

超音波伝搬の
FEM 解析 

超音波伝搬挙動のシミュレーションは、工業的に応用の進む医療超音波と原子力発電
施設の探傷用途で強く求められ、特に高い解析精度が求められる原子力発電用途で
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は、解析精度の高信頼性と解析時間の短縮が求められる中、多くの市販ソフトウェアが
しのぎを削って発展してきた。工業応用では、長らく短時間で手軽に伝搬音場の解析が
可能な、簡易なレイモデル法等が先行し、その対極に精度の高い有限要素解析
（FEM）法が学術的に多く報告されて発展する中、これらの中間的な解析時間が短く
実用上信頼性があるとされる方法が広く用いられてきた。しかし、近年の計算機の進歩と
低コスト化で、FEM を用いたフルスペックの解析手法は、ブラックボックスの部分が無く、か
つ最も信頼性のある手法として工業用途でも広範に使われるようになってきた。しかし本
研究の様に、大型機器の探傷模擬の問題や 3 次元モデルの解析等では、適用の限界
がある。 

マトリックスフェーズ
ドアレイ 

リニアアレイでは多数の圧電素子を例えば 1mm 程度のピッチで直線状に並べるが、奥
行き方向に圧電素子は数ⅿⅿ程度の寸法を持つことで十分な送信波振幅を得てい
る。しかし奥行き方向に位相整合処理はできないので、奥行き方向の計測分解能は 1
探触子による通常の計測同様、分解能は低いままである。マトリックスフェーズドアレイ
は、微小な圧電素子を 2 次元に配置し、これらの素子を位相整合することで、例えば
送信時には 3 次元的に送信方向や集束特性を制御することが可能である。本プロジェ
クトのように、3 次元的に分布する微小ボイドを評価する等の場合、威力を発揮すると
思われる。しかし、市販されている 64ch マトリックスフェーズドアレイは、3 次元の開口合
成処理により 8×8 の画素の音響像を得るが、分解能は悪く工業的に実用できる分野
は限られている。多くの素子を励振できる多点マトリックスフェーズドアレイが期待される
が、多点素子を制御励振させるパルサーシステムを考えると、リニア、マトリックスを問わ
ず、1024ch システムが工業的にはほぼ最大であり、1024ch システムも市販はされて
いるものの、アレイを含め極めて高価なシステムになるので研究目的以外、ほとんど使わ
れていない。また 1024ch 励振システムを使っても通常のアルゴリズムで得られる音響像
の画素は、32×32ch 程度で必ずしも十分な計測分解能を持つわけでは無い。さらに、
汎用の 1024ch フェーズドアレイは市販されていないので、これらを使いたい場合は、
ユーザーが送受信のプログラムを作成することになるが、多くのメーカーはフェーズドアレイ装
置の情報を開示しないので、マトリックスアレイで特殊な計測を希望する場合、そのハード
ルは高い。 

リニアフェーズドアレ
イ 

数 mm 程度のピッチで規則正しくｎ個の圧電素子を線状に並べた音響素子。それぞ
れの素子の励振を各素子に制御して遅延させることのできるパルサーとセットで、フェーズ
ドアレイシステムを構成する。送信時は、例えば右側素子を先に励振し、順次左側ほど
遅延時間を制御して励振すると、各素子から点音源的に伝搬する超音波位相が揃う
面の超音波の振幅が大きくなるので、法線方向に対し左側に超音波を送信することがで
きる。遅延時間を制御すれば、任意の方向に入射方向を制御できる。一方、素子両側
を励振し、中央部ほど遅延時間を制御して励振すると、集束波を伝搬させることもでき
る。また、受信時は、任意の計測位置に欠陥があると仮想し、その仮想欠陥から各受信
素子（送受信を兼ねる）への伝搬時間を幾何的に計算して全素子の受信波形の位
相が揃うように、各素子の受信波を遅延させて積算すると、そこに欠陥があれば全ての反
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射波の位相が揃うので、受信波振幅は大きくなりＳＮ比の大きな振幅が得られる。もし
そこに欠陥が無ければ、反射波は存在しないので、それら受信波形をずらして積算しても
何の影響もない。フェーズドアレイの計測位置の全てでこれらの処理を行うと、欠陥のある
位置でのみＳＮ比が大きくなり鮮明な音響画像を得ることができる。この処理のことを開
口合成処理※と呼ぶ。 
※医療超音波や原子力発電機器での探傷では、64ch 程度の素子数のアレイを直線
状に並べるリニアアレイを用いた計測が標準的に行われる。これらの用途で計測が期待さ
れる欠陥や組織のサイズは、いずれも数ⅿⅿ程度なので、30mm 四方程度の計測で
500 画素程度の粗い音響像を得るが、素子が荒い音響像取得までの時間は短く、極
めて汎用性の高い計測法として広く用いられている。 
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②石炭火力発電システムの運用性向上技術開発 
専門用語・略語 定義・解説 

調整電源 負荷変動への対応や、地震等に起因する電力系統の需給バランスを調整するための電
源。 

負荷変化率 発電機出力を増減させるスピードのことであり、単位には 1 分間に定格出力の何%にあ
たる負荷を変化させられるかという意味で「%/min」が用いられる。 

最低負荷 発電所の安定連続運転が可能な下限値（最低出力）のこと。 
余剰電力 太陽光発電により発電された電気の内、電力系統の需給バランスの結果として、使い切

れずに余った電力のこと。 
FS Feasibility study の略。プロジェクトの実現可能性を事前に評価すること。 
CFD Computational fluid dynamics の略。数値流体力学をコンピュータで解くことによっ

て、流体の動きを観察する数値解析・シミュレーションのこと。 
Dry-Wet 制御 要求負荷に対応した燃料投入量に対して、給水流量は特定の負荷まで下がると過大と

なり、Wet 運転域では気水分離器入口流体は湿り蒸気となる。その後、その湿り蒸気
は気水分離器で分離され、乾き蒸気は過熱器へ、飽和水は復水器へ回収される。Dry
運転域では気水分離器入口にて乾き蒸気の貫流運転（乾き蒸気は全量が過熱器
へ）となる。この Wet 運転域と Dry 運転域を特定の負荷で切り替える制御を Dry-
Wet 制御とよぶ。 

金属 PCM Phase change material の略。物質の相変化の潜熱を利用する相変化材料のこ
と。その中でも金属ベースの相変化材料を金属 PCM とよぶ。 

対向燃焼方式 ボイラに設置される燃焼バーナを火炉前後壁又は両側壁に設け、対向して行うことを特
徴とする燃焼方式。 

旋回燃焼方式 ボイラに設置される燃焼バーナが４隅（コーナー）の位置に配置され、火炉中央の仮想
円に対して接線方向にバーナを向け燃焼を行うことを特徴とする燃焼方式。 

火炉壁フィン 火炉壁には水管とよばれる長尺の小径管が多数設置されており。この水管と水管の間を
つなぐ長尺の板材をフィンとよぶ。 

並列無送電対応
型蓄熱システム 

ボイラ・タービンからなる汽力発電プラントにおける余剰蒸気を熱源とするシステムである。
一般に汽力発電プラントの最低負荷はボイラ最低負荷が制約となっているが、再エネ由
来受入のためにさらなる低負荷運転を目論む場合はボイラ発生蒸気の一部が余剰とな
るため、これを水蓄熱システムへ貯留しランキンサイクルへ回収する。このシステムを導入
することにより、電力系統に並列されたままた最低送電負荷 0MW（無送電）を実現
できる。 

タービンバイパス弁 主蒸気ラインから蒸気タービンをバイパスさせて復水器へ接続するラインをタービンバイパス
とよび、そのライン上に設置される制御弁のこと。 

ガバナ弁 蒸気タービン入口に設置され、蒸気タービンへの蒸気量を調整する（タービンの回転数
を調整する）ための加減弁のこと。 
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同期発電機 交流電力を発電する発電機のことで、回転子の持つ慣性力により負荷の急変に対応可
能、位相ズレが発生した際には位相ズレを無くそうとする同期化力を持つなど、需給バラ
ンスの安定化に向いた性質がある。 

オリフィス 面積を減少した管路のことで、流量の調整等に使用される。 
ヒート・マスバランス 1 つの系に流入してくる物体の質量の合計と熱量の合計は出て行く物体のそれらと釣り

合うという考えのもと、その収支の整合をとること。 
肉盛材 基板材料の上に異なる金属を盛り上げる技術を肉盛溶接とよび、その時使用される材

料を肉盛材とよぶ。 
非定常伝熱解析
モデル 

定常解析が最終的な状態のみを求める計算であるのに対し、非定常解析には時間の
概念が有って、変化している過渡状態を求める計算である。固体から液体の潜熱を利
用する金属 PCM の伝熱解析において使用している。 
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③タービン発電設備次世代保守技術開発 
専門用語・略語 定義・解説 

エロージョン 浸食の意味であり、タービンの羽根が水滴やボイラからの微小な飛来物によって、徐々に
摩耗していくこと。 

応 力 腐 食 割 れ
（SCC） 

腐食環境下かつ静的応力環境下で発生する金属素材の割れを意味する。腐食環境
下では、より低い静的応力で金属素材に割れが生じる。ただし、腐食しない素材では発
生しない。 

クリープ変形 高温高圧下（高温静的応力下）で金属素材が徐々に変形する現象を意味する。 
高温部品 蒸気タービンの機器において、熱による金属の脆化やクリープ変形が生じてくる温度域を

指す。高圧タービンや中圧タービンが概ねこの環境に該当する。 
発電機コレクタリン
グ 

発電機回転子（ロータ）を励磁する為に電流を流す摺動部のことを意味する。 

腐食疲労(CF) 腐食環境下かつ動的応力（繰り返し応力）環境下で発生する金属素材の割れを意
味する。腐食環境下では、金属の疲労限が低下し、より低い動的応力で金属素材に
割れが生じる。 

レアショート 発電機ロータの絶縁層が破壊され、短絡が生じる現象 
PD パーシャルディスチャージの略で発電機固定子の絶縁部が破壊され、部分放電が生じる

ことを意味する。 
 

UI ユーザーインターフェースの略で、ユーザーとシステム（製品やサービス）をつなぐ部分とな
る。システムやソフトウェア画面を指す場合もあるが、エッジデバイス（PC やタブレット）を
指す場合もある。 

UX ユーザーエクスペリエンスの略で、ある製品やサービスをユーザーが使用するにあたり、その
使い易さや印象、体験などの総称を意味する。 
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④ボイラクリープ疲労損傷の高精度余寿命診断技術開発 
専門用語・略語 定義・解説 

HTS-SQUID 高感度で耐磁場特性に優れたセンサー 
PZT チタン酸鉛とジルコン酸鉛を主成分とする圧電素子 
ジャイロスコープ 方位や角速度の測定や維持に使用される、高速で回転する車輪や循環する光のビーム

を備えた機器 
デジタルツイン技術 現実空間にある情報を IoT などで集め、送信されたデータを元にデジタル空間で現実空

間を再現する技術 
熱時効 熱によって金属の材料特性が時間の経過とともに変化すること 
分解能 器械装置などで物理量を測定・識別できる能力 
ボイド 物体に含まれる微小な空洞 
マスターカーブ HTS-SQUID の基準電圧に対する出力電圧比と寿命比の関係を示す寿命予測グラフ 
理 想 化 陽 解 法
FEM 

動的陽解法 FEM の高速・省メモリを維持しつつ、静的陰解法 FEM と同程度に高精度
な解を導出可能な手法 
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1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.1. 事業の位置づけ・意義 

1.1.1. 研究開発の必要性 

日本の石炭火力発電所は、長年の技術開発の成果により、高い発電効率や排出ガス対策で、世

界的に最高レベルの技術を有している。しかしながら、日本の技術を採用したプラント価格は、他の国の

プラントに比べて高価であるため、国際市場に於いて必ずしも高い競争力を有しておらず、海外での導

入事例も限られているのが現状である。日本の石炭火力発電所が受注に至った地域では、厳しい技術

要件が定められており、日本の高効率発電技術が入札時に評価されている一方、他国製の石炭火力

発電所を導入した諸外国のユーザーの多くが、稼働率の低下をはじめとしたオペレーション上の様々な課

題を抱えている。 

また、２０１９年７月に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」において、石炭は「現状に

おいて安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として評価されているが、再生可

能エネルギーの導入拡大に伴い、適切に出力調整を行う必要性が高まると見込まれる」とされている。さ

らに、２０２１年１０月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」において、今後、石炭火力

は、電源構成における比率は、安定供給の確保を大前提に低減とされている一方で、「再生可能エネ

ルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待される」とされている。 

今後とりわけ自然変動電源（太陽光・風力）の導入が拡大する中で、電力の需給バランスを維持

し周波数を安定化するために、火力発電等による調整力の一層の確保と信頼性・運用性の向上が求

められている。 

そこで本事業では、石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための

先進的な技術開発を実施する。そのことにより、日本の石炭火力発電プラントの競争力向上にも寄与

する。 
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1.1.2. 本プロジェクトの背景・目的・将来像 

＜背景＞ 

・再生可能エネルギー大量導入による、再エネの瞬時的・継続的な発電電力の低下への対応が急

務 

・高い負荷変動対応能力、負荷変動による大きな機械的負荷に耐える、高い設備信頼性を具備

する石炭火力発電設備のニーズ大 

＜目的＞ 

・設備信頼性向上に資する、先進的な故障予知・余寿命診断要素技術の開発の完了 

・高い負荷変化率・最低負荷引き下げを実現する運用性向上技術の開発の完了 

＜将来像＞ 

・石炭火力発電所に対して、本 PJ の成果を反映した故障予知・余寿命診断サービス等を提供し系

統安定化に資する。 

 

以上を踏まえ、本プロジェクトでは以下の事業を実施した。 

事業名称 
2020 
年度 

2021 
年度 

2022 
年度 

2023 
年度 

①火力発電設備保全用高解像度フェーズドアレイ
システムの開発 

  
 

 

②石炭火力発電システムの運用性向上技術開発     

③タービン発電設備次世代保守技術開発     

④ボイラクリープ疲労損傷の高精度余寿命診断 
技術開発 
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1.1.3. 政策・施策・技術戦略上の位置づけ 

「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」および「第 6 次エネルギー基本計画」において、石炭火

力発電の負荷変動対応能力は系統安定化に貢献する重要な技術と位置づけられている。 

 

＜事業開始時＞：2016 年 6月「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」 

【石炭、LNG 火力に関する方針】 

負荷追従性を重視した系統安定化対応に貢献する技術の向上も課題であり、今後必要な技術の開

発に向けて検討を進めていく。 
（出典：経済産業省 「次世代火力発電に係る技術ロードマップ（2016 年 6月）

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment.html#jisedai_karyoku） 

 

＜事業終了時＞：2021 年 10 月「第 6 次エネルギー基本計画」 

【火力発電の今後の在り方】 

ＡＩ・ＩｏＴを活用した火力発電の運用の最適化・自動化や負荷変動対応や機動性に優れた火力

技術開発等の取組を促進する。 

【エネルギー源の位置付け（石炭）】 

石炭火力は、再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待されるが、電

源構成における比率は、安定供給の確保を大前提に低減させる。 
（出典：経済産業省 第 6 次エネルギー基本計画（令和 3 年 10 月）ttps://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan ） 
 

  



 

１-4 
 

1.1.4. 国内外の動向 

石炭火力に関する各国方針としては、二酸化炭素排出削減対策が講じられていない石炭火力は

段階的に削減・廃止される見込みである。一方で、石炭火力の負荷変動対応技術として、アメリカエネ

ルギー省（DOE）の支援により、負荷変動によって生じる脆弱性部位の特定を支援するプラントの状

態評価ツールの開発が行われた。出典：https://netl.doe.gov/flextool 

国名 石炭火力に関する方針 

フランス 2022 年までに全廃 

ドイツ 石炭火力の段階的廃止完了時期を 2038 年から 2030 年に前倒しする計画 

オランダ 2030 年までに全廃 

アメリカ 
「パリ協定」に復帰。2035 年までの発電部門の CO2 排出ゼロ、及び 2050 年までの GHG 実質ゼ
ロを国家目標に設定。炭素集中型の化石燃料ベースのエネルギープロジェクトに対する国際的な投
資及び支援の停止に向け努力する方針（2021 年 4 月） 

韓国 
 石炭火力の電源比率（現在約 3 割）を 2030 年頃までに約 23%に低下させる方針。 新規の
海外石炭火力発電に対する公的金融支援の停止を宣言（2021 年 4 月） 

オーストラリア 
 エネルギー消費量の約 1/3 が石炭火力。近年では高経年化した石炭火力発電所の閉鎖が進ん
でいる。 他方、石炭の産出と輸出を 2030 年以降も継続する方針 

中国 
国外での石炭火力新設停止を表明（2021 年 9 月）。国内でも脱石炭を進めていたが、今夏の
電力不足を受けて国内石炭を増産 

ベトナム 
石炭火力より、電力系統と自然エネルギー開発を優先する方向を示す。火力発電の中では、天然
ガス火力を石炭火力より優先 

インドネシア 
20年以上経過した石炭火力を自然エネに建て替え。石炭火力の新設は2020年がピーク、2028
年以降は新設せず。 

出典：経済産業省 第 59 回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 2023 年 3 月 1 日資料を基に

NEDO 作成 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/059.html 

出典：環境省 第 2 回石炭火力発電輸出への公的支援に関する有識者ファクト検討会 2020 年 4 月 21 日資料 3-4 を基に NEDO 作成 

https://www.env.go.jp/earth/post_72.html 
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以下に、経済産業省 電力・ガス基本政策小委員会にて議論されている、2050 年に向けた火力

発電のロードマップ（案）を示す。第 6 次エネルギー基本計画にも示されているとおり、非効率石炭火

力のフェードアウト等により、2030 年度時点の電源構成比率は、石炭火力 19％程度まで減少する

見込みである。また、2050 年に向けては、再エネ導入量の拡大に伴い、供給力（kWh）としての役

割が減少し、調整力/慣性力（ΔkW）電源として、アンモニア・水素・CCUS の活用により火力発電

の脱炭素化が進む見込みである。 

 
出典：経済産業省 第 46 回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 2022 年 3 月 25 日資料を基に

NEDO 作成。なお、本ロードマップはイメージ案であり、委員会の今後の議論を踏まえ修正されていく見込み 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/046.html 

 

なお、エリアを越えた広域的な調整力の調達・運用と、市場原理による競争活性化・透明化による

調整力コスト低減を図るため、2021 年 4 月より需給調整市場が開設され取引を開始されている。再

エネの変動性を補う調整力として、火力発電設備の負荷変動対応能力が正当に評価される電力シス

テム改革が進行中である。 
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出典：経済産業省 第 73 回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 2022 年 12

月 21 日資料４を基に NEDO 作成 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/073.html 
 

1.1.5. 他事業との関係 

火力発電を対象とした設備信頼性向上・運用性向上に関する事業としては以下の表とおり複数存

在するものの、本 PJ とは狙い・対象設備が明確に異なる。 

実施 
機関 

プロジェクト名称 狙い 対象設備 

NEDO 
A-USC（700℃超級の次
世代超々臨界圧プラント）
の信頼性向上技術開発 

A-USC 材適用による熱効率向上に伴う
CO2 排出量の抑制 

火力発電設備の内、高
温蒸気（700℃以上）
を扱う大径管等の設備 

NEDO 
機動性に優れる広負荷帯高
効率ガスタービン複合発電の
要素研究 

最低出力の引き下げ、出力変化速度向
上、起動時間短縮などに必要な要素技術
を開発 

GTCC 設備全般 

経済産
業省 

IoT/AI を活用した巡視点
検自動化システム実証事業 

発電設備の日常巡視作業における人的リ
ソース省力化 

火力発電設備全般 

NEDO 
石炭火力の負荷変動対応
技術開発【本 PJ】 

故障予知・余寿命診断サービス等を提供
による電力系統安定化 

石炭火力発電 
設備全般 

出典：経済産業省 電気保安分野 スマート保安アクションプラン 2021 年 4 月 30 日資料

https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/smart_hoan/denryoku_anzen/20210430_action_plan.html 
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NEDO の別事業で技術開発を行った A-USC 材※について、 事業①にて高解像度非破壊検査シ

ステムの適用可能性検討と課題抽出を実施する様、マネジメントを実施した。 

※ 高温蒸気（700℃以上）用ボイラ・タービン材料 

 
 

1.2. アウトカム達成までの道筋 

本 PJ では十分な成果が得られたため、事業化に向けた実用化研究を各事業者にて進める。事業

者による取り組み例は以下のとおりである（各事業の詳細については、「４．目標及び達成状況の詳

細」に記載）。 

・プロトタイプ機等を用いた実機による実証試験 

・余寿命評価手法の系統的な確立、国内・国際標準化を目指すための取り組み 

 

事業化は市場動向や実用化研究の進捗等を見ながら可能な限り前倒しを狙う。なお、NEDO は

事業者による実用化研究をサポートするため、負荷変動対応技術の実用化に関する公募を実施予定

である。 
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1.3. 知的財産・標準化戦略 

＜知的財産権の帰属＞ 

知的財産権はすべて発明等をなした機関に帰属する。 

 

＜標準化戦略＞ 

実用化・事業化を見据えた上でクローズ領域とオープン領域を適切に設定した。 
（一例）②石炭火力発電システムの運用性向上技術開発 

  非競争域 競争域 

公 

開 

＜学術的価値があるので広く一般に公開＞ 
金属 PCM 熱物性値データ 

＜積極的に公開し材料メーカーの価格競争によ
り低コスト化を狙う（標準化を推進）＞ 

金属ＰＣＭの材料組成 

非
公
開 

＜制御や解析などは特許を取得しても 
顕現性が低いためノウハウとして秘匿＞ 

ボイラ CFD 解析 

＜基本特許を出願し知財化＞ 
Dry-Wet 制御、蓄熱システム関係の 

構成・構造・運用 

 

＜知財マネジメント基本方針（「NEDO 知財方針」）に関する事項＞ 

NEDO 知財方針に記載された「全実施機関で構成する知財委員会（又は同機能）」を整備し、

「知財の取扱いに関する合意書」を作成した。 

 

＜データマネジメントに係る基本方針（NEDO データ方針）に関する事項＞ 

NEDO データ方針に記載された「全実施機関で構成する知財委員会（又は同機能）を整備し、

「データの取扱いに関する合意書」を作成した。 
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2. 目標及び達成状況 

2.2. アウトカム目標及び達成見込み 

2.2.1. アウトカム目標の設定及び根拠・「実用化・事業化」の考え方 

アウトカム目標は以下のとおり設定した。なお、外部環境の変化（2030 年に向けた非効率石炭火

力のフェードアウト等）を踏まえ、経済効果の見直しを適時実施している。 

 

＜アウトカム目標＞ 

石炭火力発電所に対して、電力系統安定化に資する故障予知・余寿命診断サービス等を提供する。

これにより、サービス等の売上および石炭火力発電所のメンテナンス費削減により経済効果：288 億

円以上を目指す。 

 

「実用化・事業化」の考え方は以下のとおりである。 

＜実用化＞ 

石炭火力発電所に対して、その一部に試験的に故障予知・余寿命診断サービス等の提供が行われる

こと。 

＜事業化＞ 

石炭火力発電所に対して、広く一般に故障予知・余寿命診断サービス等の提供が行われること。 

 

2.2.2. 費用対効果 

PJ 総額：21 億円に対し、ベンダー売上、ユーザーのメンテナンス費削減として経済効果：288 億

円以上（下表内※印の項目の合計）を見込む。なお、「国内高効率石炭火力のメンテナンス費削減

効果」については、現状、使用時間から余寿命が十分に残っていると思われる（安全側で）段階で

TBM 等を活用した予防保全を実施しているが、高解像化したシステムを開発・実機適用することで、

初期から中期の損傷を探傷する事が可能となり、適切な大径管取替タイミングを予測する事ができる。

これにより、従前の予防保全よりも、適切に寿命管理する事で寿命末期まで大径管を使用でき、結果

として取り替え回数を削減できる見込みである。 
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PJ 総額 ベンダーの経済効果 ユーザー（発電事業者側）の経済効果 

＜PJ 総額：21.0 億円＞ 
①火力発電設備保全用高
解像度フェーズドアレイシステ
ムの開発 
②石炭火力発電システムの
運用性向上技術開発 
③タービン発電設備次世代
保守技術開発 
④ボイラクリープ疲労損傷の
高精度余寿命診断技術開
発 

＜売上：8.6 億円
※

＞ 
事業①④について、国内石
炭火力発電所の検査・寿命
消費率診断業務（数千万
円/件）を年間複数受託す
る想定 
＜売上：50 億円＞ 
事業②について、700MW
級石炭焚き火力発電所 1
基に負荷変化率向上技
術、最低負荷引き下げ技
術、水蓄熱システムの適用を
想定 

＜国内高効率石炭火力のメンテナンス費削減効果：280 億円以

上
※

＞ 
事業①について、ボイラ寿命（50 年）に対し、大径管取替回数が
2 回/基から 1 回/基に削減※１。10 億円/（回・基）×1 回×28
基（国内高効率石炭火力）※2 
＜火力発電 1 基に技術を導入した時の燃料費削減効果：11 億
円/（年）＞ 
事業②について、700MW 級石炭火力に負荷変化率向上技術を
導入し、これらがベースロードを外れ負荷調整運用となる日数が年間
で 5 か月に達するとして試算。標準(中規模)エリアを対象として計算 
＜火力発電 1 基に技術導入した時の CO2 削減効果：14 万トン
/（年）＞ 
事業②について、700MW の超々臨界圧石炭火力の 1 ユニットに
送電端出力ゼロ MW の運用技術 （水蓄熱等）を導入し、余剰
再エネの約 8%を有効に電力系統に取り込んだとして試算した。同じ
く標準（中規模）エリアを対象として計算 
＜火力発電 1 基に技術導入した時の省エネルギー効果：4.3 万
KL/（年）＞ 
事業②について、蓄熱技術の導入により最低負荷を送電端出力ゼ
ロ MW まで引き下げられた場合の石炭火力の燃料費削減分を省エ
ネルギー効果（石油換算）として試算した。同じく標準（中規模）
エリアを対象として計算 

※１ 現状、使用時間から余寿命が十分に残っていると思われる（安全側で）段階で TBM 等を活用した予防保全を実施。高解像化したシステムを開

発・実機適用することで、初期から中期の損傷を探傷する事が可能となり、適切な大径管取替タイミングを予測する事ができる。これにより、従前の予防保

全よりも、適切に寿命管理する事で寿命末期まで大径管を使用でき、結果として取り替え回数を削減できる見込みである。 

※２ 外部環境の変化（2030 年に向けた非効率石炭火力のフェードアウト等）を踏まえ、国内高効率石炭火力（USC）の基数（「×28 基」）とし

た（下記リンク P7 表）。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/sekitan_karyoku_wg/pdf/20210423_1.pdf 

2.2.3. アウトカム目標の達成見込み 

本 PJ の 4 事業について、アウトカム目標は十分に達成しており、アウトカム達成までの具体的な戦

略が練られていることから、アウトカム目標達成の見込みは十分にある。 
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2.2.4. アウトカムの波及効果 

本 PJ では、石炭火力への適用を念頭に開発を進めてきたが、開発技術の大半は、脱炭素型の火

力発電（アンモニア混焼・専焼、水素混焼・専焼（GTCC）、CCS 付火力等）にも適用可能であ

る。石炭火力発電を取り巻く政策環境がめまぐるしく変わる中、開発技術の適用先について、石炭専

焼に限定することなく、脱炭素型の火力発電への適用も視野に入れて柔軟に検討を進めていきたい。 

 

 
※GTCC：ガスタービンコンバインドサイクル発電。はじめに燃焼によりガスを発生させ、そのガス圧でガスタービンを回して発電すると同時にガスの持つ余熱を

利用して水を熱し水蒸気によって蒸気タービンを回して発電する。（出典：weblio） 

 

2.3. アウトプット目標及び達成状況 

2.3.1. アウトプット目標の設定・根拠・達成状況 

石炭火力発電所に対して、本 PJ の成果を反映した故障予知・余寿命診断サービス等を提供する

ことで、サービス等の売上および石炭火力発電所のメンテナンス費削減により経済効果：288 億円以

上を目指すと言うアウトカム目標を踏まえ、アウトプット目標は、「設備信頼性向上に資する、先進的な

故障予知・余寿命診断要素技術の開発の完了」および「高い負荷変化率・最低負荷引き下げを実

現する運用性向上技術の開発の完了」とした。 
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上記のアウトプット目標を踏まえ、上述のとおり本 PJ では以下の 4 つの事業を実施した。  
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これら 4 事業は、計画通りの成果を上げ、全ての事業でアウトプット目標を達成する見込みである。

特に、事業③の大半の成果は社会実装が非常に近いレベルまで到達している。 
※各事業の詳細については、「４．目標及び達成状況の詳細」に記載 

 

事業名称 
アウトプット目標 

（根拠は「４．目標及び達
成状況の詳細」に記載） 

成果（実績） 
（終了時評価時） 

達成度 達成見込みの根拠 

①火力発電
設備保全用
高解像度
フェーズドアレ
イシステムの
開発 

・既存のどの方法を用いても
評価が不可能だった内部ク
リープボイド密集の有無を判
別できる評価法の提案 

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ解析法を完成させ
た。 
・大型損傷試験体の系統的
作製に成功した。 
・高精度フェーズドアレイのプ
ロトタイプ機を開発した。 

○ ー 

②石炭火力
発電システム
の運用性向
上技術開発 

・極低負荷運転を実現する
蓄熱システムの詳細設計が
完了する。 
・燃料費および CO2 排出量
削減への効果を定量的に明
らかにする。 

・並列無送電対応型蓄熱シ
ステム（水蓄熱システム）は
概念設計とコスト試算完了 
・再エネ導入拡大への効果、
CO2 削減への効果、電力系
統運用に必要な火力燃料削
減効果を定量化 

○ 
※一部項

目は
2023 年
11 月に達
成見込み 

実機での Dry 最
低負荷低減試験
（25%負荷にて
各種警報に抵触し
ないことを確認）を
実施予定。試験要
領の取り纏めが完
了し、実機運転計
画にも織り込み済
であることから計画
通り達成の見込み 

③タービン発
電設備次世
代保守技術
開発 

・低圧タービン最終段羽根の
エロージョン進展予測技術 
・異常事象要因分析による
運転支援技術 

・低圧タービン最終段羽根の
エロージョン進展予測技術の
開発完了 
・異常事象要因分析による運
転支援技術の開発完了 

○ ー 

④ボイラクリー
プ疲労損傷の
高精度余寿
命診断技術
開発 

・高温曲げねじりクリープ疲
労試験データの取得と組織
観察、ならびに溶接部損傷
メカニズムの解明する。 

・高温曲げねじりクリープ疲労
試験データの取得と組織観
察、ならびに溶接部損傷メカ
ニズムを解明した。 

○ ー 

◎大きく上回って達成、○達成、△一部未達、×未達  

  



 

２-6 
 

2.3.2. アウトプット（研究開発成果）の波及効果・副次的成果 

＜波及効果＞ 

・高解像度フェーズドアレイ（事業①）・高温曲げねじりクリープ（事業④）に関する研究開発は、

様々な分野に適用が可能であり、波及効果が期待できる。 

事業名称 本事業の研究開発内容 期待される副次的成果・波及効果 

①火力発電設備保
全用高解像度フェー
ズドアレイシステムの
開発 

・高精度フェーズドアレイのプロトタイプ機の開発
に成功した。 
・これにより、これまで既存のどの方法を用いても
評価が不可能だった内部欠陥密集有無の判
別が可能となった。 

航空宇宙産業、自動車産業などの機械産業にお
ける微視欠陥の評価、医療用超音波検査機器と
して微視組織の観察に適用できる可能性がある。 

④ボイラクリープ疲労
損傷の高精度余寿
命診断技術開発 

・高温曲げねじりクリープ疲労試験データの取得
と組織観察ならびに溶接部損傷メカニズムの解
明を実施した。 

高温クリープ環境で内圧・曲げ・ねじりが加わるよう
な、化学プラント構造物等の高温・高応力機器
の設計に適用できる可能性がある。 

 

＜副次的効果＞ 

・事業②で得られた金属 PCM 候補材の物性値については、学術的価値が高いことから、これを広く

一般に公開することで、金属 PCM の研究開発加速への足掛かりになる。 

・大学における学会発表・論文のテーマとしても扱われ、当該分野の人材育成にも貢献した。 

2.3.3. 特許出願及び論文発表 

オープン・クローズ戦略や実用化・事業化の計画を踏まえて、必要な論文発表・特許出願等を実施

している。なお、ボイラ・タービンメーカが委託事業者に含まれる事業②③は、製品に直結する技術開発

が大半を占め、特許出願や対外講演の件数は相対的に多い。 
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3. マネジメント 

3.1. 実施体制 

3.1.1. NEDO が実施する意義 

以下をふまえ、NEDO が推進すべき事業と判断した。 

・本 PJ 成果が需給バランスの維持・系統安定化という社会的な利益に繋がる。 

・研究開発の難易度が高く投資規模も大きいため、民間企業だけではリスクが高い。 

・NEDO がこれまでに培ってきた知見、成果、およびネットワークを活用し、中長期的な技術開発

を行うことが可能である。 

 

3.1.2. 実施体制 

本 PJ の実施体制は以下のとおりである。技術検討委員会を設置し、外部有識者から得られた助

言・提言を事業計画に速やかに反映して、研究開発の更なる推進を可能とする体制を構築した。 
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3.1.3. 個別事業の採択プロセス 

外部有識者による採択審査委員会での審査結果を踏まえ、4 件すべてに対し条件付き採択とし

た。また、NEDO によるマネジメントとして、採択条件や中間評価の指摘事項を満足する様に仕様書の

作成や実施計画書の作成サポートを実施した。 

 

＜公募＞ 

公募予告： 2020 年 1 月 28 日 

公募開始： 2020 年 3 月 25 日 

公募〆切： 5 月 28 日（64 日間） 

＜採択＞ 

採択審査委員会：  2020 年 6 月 17 日（リモート開催） 

採択決定通知の施行日： 2020 年 7 月 7 日 

＜採択審査委員＞ 
区分 氏名 所属（当時） 役職（当時） 専門分野 

委員長 成瀬 一郎 名古屋大学 教授 化学工学、ｴﾈﾙｷﾞｰ学 
委員 中澤 治久 火力原子力発電技術協会 専務理事 発電技術 
委員 藤原 尚樹 出光興産株式会社 総括マネージャー 石炭技術 
委員 村岡 元司 NTT データ経営研究所 本部長 社会基盤 
委員 山崎 晃 千葉工業大学 教授 社会ｼｽﾃﾑ 

 

3.2. 受益者負担の考え方 

本 PJ で対象とする技術開発は、事業化のために長期間の研究開発が必要、かつ事業性の予測が

困難であることから、委託事業（NEDO 負担率：100%）として実施した。 
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3.3. 研究開発計画 

3.3.1. 研究開発計画の概要 

本 PJ では、既存の石炭火力発電設備への適用を念頭に、以下の図内①から④の４事業を実施

し、負荷変動対応能力の向上及び機械的負荷に耐える設備信頼性確保に関する研究開発に取り

組んだ。なお、本 PJ は、４つの事業を以て、発電設備全体を研究開発対象として網羅的にカバーして

いる。 

 
 

3.3.2. 目標達成に必要な要素技術 

目標達成に必要な要素技術は、以下のとおりである。従前の手法・技術を凌駕する先進的な保守

技術および信頼性・運用性向上技術を本 PJ の研究開発対象とした。 
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3.3.3. 研究開発のスケジュール（概要） 

研究開発のスケジュール（概要）については、以下のとおりである。NEDO のマネジメントの一環とし

て、NEDO 主催の技術検討委員会や電気事業者向け成果報告会を開催し、アウトプット目標達成

に必要な技術開発が適切に実施されていることを適時確認した。 

併せて、外的要因への対応として、②については、他事業と同様の当初 2022 年 3 月末に完了予

定であったが、電力需給逼迫の影響で実機試験の一部を 2023 年度に繰り延べる必要が生じたた

め、2023 年 11 月まで委託期間を延長した。 

 
 

電気事業者の開発部門、および特にユーザー的な側面を持つ火力部門、保守部門を対象に、電

力事業連合会殿の協力を得て、電気事業者向け成果報告会を開催した。本報告会では実用化・事

業化の戦略を明確化し、早期の社会実装を促進するため、ユーザーニーズのヒアリングを行った。本報

告会後、電気事業者の希望により、発表事業者と電気事業者で、詳細な意見交換会を個別に実施

した（実績：５案件）。 

 
※対面・WEB 併用開催 
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 2019 年度 2021 年度 2022 年度 備考 

発表事業数 
（本 PJ 以外も含む） 

10 事業 10 事業 15 事業 
全 28 事業 

（重複カウントなし） 

電気事業者等の 
聴講団体数 

（聴講人数） 

11 団体 
（50 名） 

11 団体 
（178 名） 

12 団体 
（67 名） 

延べ 
295 名参加 

※2020 年度は新型コロナの影響を踏まえ開催見送り 

 

本報告会後に聴講者（電気事業者）に対してアンケートを実施した。報告会をきっかけに実機実

証に結びついた案件は現時点で無いものの、前向きな回答を多数受けた。 
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3.3.4. 進捗管理 

進捗管理については、以下表のとおり実施した。進捗状況を常に関係者が把握、遅れが生じた場

合、適切に対応しているか確認するため、外部有識者が参加する委員会（事業者主催）や書面によ

り進捗管理を実施した。 
 参加者 目的 頻度 

外部評価委員会
（事業者主催） 

委託事業者選定の外部有識
者、委託事業者、委託事業者、
経済産業省原課、NEDO 

各事業の進捗状況の確認、及び
今後の実施に内容に対する助言 

年２回程度 

技術検討委員会
（NEDO 主催） 

NEDO 選定の外部有識者、 
委託事業者、METI 原課、
NEDO 

各事業の進捗状況の確認、及び
今後の実施に内容に対する助言 

年１回程度 

定期進捗状況確認
（中間検査等に同
調して実施） 

委託事業者、NEDO 
研究開発の進捗状況確認、年度
限度額の執行状況確認 

上期 1 回・下期
２回程度 

月次進捗状況確認 委託事業者、NEDO 
研究開発の進捗状況確認、年度
限度額の執行状況確認 

月１回 

 

3.3.5. 中間評価結果への対応 

中間評価結果への対応は以下の表のとおりである。2020 年度に実施した中間評価での「実用化・

事業化に直結した成果を期待」などの指摘事項に対し、「実機での実証試験」や「電力会社を委員と

する外部委員会の設置」などを実施し、現場のニーズを技術開発へ反映させ、早期の実用化・事業化

を達成するようマネジメントした。 
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主な指摘事項 
（2020 年度中間評価） 

主な対応 

・NEDO のマネジメントの工夫をはかり、過去の研究
開発プロジェクトとは一線を画すような実用化・事業化
に直結した成果を期待したい。 

・複数の電力会社を委員とした外部委員会を設置し、技術
開発に現場のニーズを反映させるよう採択条件に盛り込み、
仕様書や実施計画書に反映した。 
・実用化・事業化を見据えた、実機での実証試験を実施計
画書に盛り込んだ。 
・電気事業者向け成果報告会を開催した。 

・高精度・高信頼性のクリープ損傷計測システムの完
成とそれに基づく高精度な定量的余寿命評価手法の
構築を早期に実現し、その実機への適用と検証を実
施してほしい。 

・汎用的で対象範囲が広く実機適用が容易となる高解像度
フェーズドアレイシステムの開発事業を採択した。 

 

参考までに、実機での実証試験・実機を用いた技術開発の事例は以下のとおりである。 

 

3.3.6. 動向・情勢変化への対応 

2022 年夏の電力需給逼迫を踏まえ、石炭火力発電所で実施予定の実機試験の一部を取り止め

て 2023 年度に繰り延べする事とし、実施計画の見直しを柔軟・迅速に実施した。 

＜新型コロナによる半導体供給不足等への対応＞ 

・発注検討、引合い等を前倒しして、納期予定情報を早めに得るように指示した。 

・長納期品の早期情報収集を行い実施計画書の変更手続きを早めに実施するように指示した。 

＜電力需給逼迫への対応＞ 

・電力需給逼迫の影響により、やむを得ず「 ②石炭火力発電システムの運用性向上技術開発」

の実機試験の一部（実機での Dry 最低負荷低減試験（25%負荷にて各種警報に抵触しな

いことを確認する試験））を 2023 年度に繰り延べた（委託期間は 2023 年 3 月から 2023

年 11 月まで延長した）  
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4. 目標及び達成状況の詳細 

4.1. 火力発電設備保全用高解像度フェーズドアレイシステムの開発 

4.1.1. 実施者名・実施体制 

 実施者名・実施体制は以下のとおりである。 
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4.1.2. 実施期間・研究開発スケジュール 

期間：2020 年 7 月 7 日 ～ 2023 年 3 月 31 日 
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4.1.3. 実用化・事業化への道筋（アウトカム目標及び達成見込み） 

原子力発電が停止して以来、火力発電所の多くでクリープ損傷が顕在化しているが、実機でのクリー

プ損傷進行の定量評価は、既存の非破壊検査法では困難で、施工からの使用時間で極めて安全側

に運用されてきた。今後、自然再生エネルギーが拡大する中、天候による発電量の不安定を補えるの

は火力発電しかない現状で、頻繁な稼働停止などでクリープ損傷が加速し、従来の保守体制は限界

を迎えている。この状況の中、本プロジェクトで開発した高精度フェーズドアレイシステムを使えば、現在の

一律の部材交換の代わりに、非破壊検査法で損傷部材のみを交換し、健全部材はこれまでの限界を

超えても使う合理的な運用が可能となるので、電力業界のニーズと事業化を実現できる可能性が高

い。 

 

アウトカム目標 根拠 

開発プロトタイプ機 

定期点検適用開始 

プロジェクトで実機模擬大型配管試験体は、電力会社の一定時間使用後の交換部

材を使ったため、既に基本的には、実機火力発電施設で定期点検時の利用できるシス

テムが実現できていると考えている。 

電力各社の状況に合わせた

計測・評価技術の確立 

安定した事業化へ 

各社が適用を始める段階は、お試し期間でありかつ各社の現場のニーズに応えることで

初めて、計測技術の汎用化が確立できるので、後継の NEDO 事業で、計測技術の汎

用化と損傷評価の定量的を確認する段階を支援頂ければ、電力各社がそれぞれの発電

サイトで定期点検時の共同計測に参加頂けると期待できる。 

 

 
本事業における「実用化・事業化」の考え方（赤枠：実用化、青枠：事業化） 

 

  

開発プロトタイプ機
定期点検適用開始

実機火力発電機器実証
⇒評価有用性確認と継続

・電力各社の状況に合わせた計測・評価技術の確立
・安定した事業化へ

電力A,電力B,電力C・・・
高クリープ損傷DBの構築⇒完成

国際標準化
⇒採択

関連法
改正

汎用計測法の実現
（航空宇宙、自動車、接合部）

電力A

国→国際機関 国

2023 2028 2033

精密PA
プロトタイプ機

クリープ損傷評価手法系統的確立

標準化の基盤技術
（外部プロジェクト）

アウトプット目
標

アウトカム目標

開発プロトタイプ機
定期点検適用開始

電力B

開発プロトタイプ機
定期点検適用開始

電力c

実機計測採用各社に合わせた機器の改良と計測サービス（事業化模索）

状況に応じて
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4.1.4. 研究開発項目の詳細（研究内容、アウトプット目標、達成状況） 

負荷変動に伴う火力発電プラントの事故リスクと保守費を共に低減し、かつ保守技術の信頼性・運

用性の向上も期待できる先進的な非破壊計測技術として、工業利用を想定した高解像フェーズドアレ

イシステムを世界に先駆けて開発し、定期検査においてクリープ損傷の早期発見とモニタリングを可能に

する。さらにこの技術の A-USC 材料への適用性についても、基礎的な検証を行う。 

以下に研究開発テーマ毎に研究テーマの内容を示す。 

4.1.4.1. 研究開発項目① 高解像度フェーズドアレイ(PA)の開発 

市販 PA をベースに送受信アルゴリズムを抜本的に改良することで、既存 PA の 10～50 倍の高解

像度を有する 1024ch の PA 実験機を開発する。また、実験での最適化検証を補うため、クリープ損

傷と PA アルゴリズムを有限要素法でモデル化した PA 音響画像シミュレータを開発する。実験とシミュ

レータ解析の併用によって音響画像の高解像化の基礎的知見を得る。さらにこの知見をベースに、火力

発電設備の φ800mm 程度の大径管周溶接部全周を 20 分 程度で計測できる実用 PA システム

を試作・開発する。ク リープ寿命比 50～90%のクリープ損傷模擬試験体を試作し、作製した模擬試

験体の損傷度の差異の検出検証、および費用対効果を検討する。加えて、フェーズドアレイの解像度

向上に最適なアレイ設計を検証し実機クリープボイドの計測・評価のための最適システムを提案する。 

 

＜目標＞ 

・実験とシミュレータ解析併用で高解像化の基礎的知見を得る 

・実機計測システムの試作 

・大型クリープ試験体（模擬損傷材）作製 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・高分解能化についての基礎的な知見を得た 

・分解能に与える影響を解析し、マトリックスアレイ設計絞込みに用いた 

・実験機、解析結果を反映した実機計測システムを設計、試作した 

・模擬損傷材を作製した 
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4.1.4.2. 研究開発項目② A-USC 対応のための基礎検討 

A-USC 材料への適用性検証について、SN 比の推定や音響ノイズ評価を取り纏めることで、今後本

研究で開発した高解像超音波音響画像計測を同材のクリープ損傷評価に応用できる可能性を検討

すると共に、解決すべき課題を抽出する。具体的には、A-USC 材の微小欠陥試験体を作製し、開発

する実機計測用フェーズドアレイを用いて、微小欠陥の計測データを取得することで、A-USC 材におけ

る、フェーズドアレイシステムの適用性を明らかにする。 

＜目標＞ 

・A-USC 対応のための基礎検討 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・A-USC 材に応用する可能性と課題抽出のための基礎検討を実施した 

4.1.5. 成果の意義 

項目 成果と意義 

フェーズドアレイプロトタイプ

機開発 

フェーズドアレイ音響像の高分解能化についての基礎的な知見を得るために、

1024chPA 実験機を開発し開口合成アルゴリズムの検証を実施。その結果、映像化ア

ルゴリズムの要素技術の有効性を検証し、実機計測システム設計に反映した。 

実験とシミュレータ解析併

用で高解像化の基礎的

知見を得る 

マトリックスアレイの分解能に与える影響を検証するシミュレータを開発した。解析では、周

波数と微視欠陥の計測分解能の関係、音響画素数の増加（開口合成アルゴリズム）

と計測分解能の関係等の系統的見通しを解析実験で得た。その結果を実機計測システ

ム設計に反映した。 

実機計測システムの試作 

フェーズドアレイプロトタイプ機およびシミュレータ解析結果を反映し、マトリックスアレイ ch

数の選定、開口合成アルゴリズムを実機計測システムに移植した設計を行い、実機計測

システムを試作した。 

大型クリープ試験体（模

擬損傷材）作製 

フェーズドアレイ計測システムの有効性検証に用いる模擬損傷材を損傷度の異なる複数

の試験体を系統的に作製した。その結果を、フェーズドアレイ実験機、開口合成アルゴリズ

ム検証、実機計測システムの有効性検証に用いた。 

A-USC 対応のための基

礎検討 

開発する超音波音響画像計測を A-USC 材に応用する可能性と課題抽出のための基

礎検討を実施した。その結果、高クロム鋼と同程度の SN 比を得るための計測周波数の

指針および分解能悪化可能性の知見を得た。 
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4.2. 石炭火力発電システムの運用性向上技術開発 

4.2.1. 実施者名・実施体制 

本事業における実施体制を纏めたものであり、研究開発責任者の三菱重工業（株）は研究開発

項目①～③を、共同実施者の（一財）電力中央研究所は研究開発項目③を、再委託先の東京

大学、東北大学、北海道大学は研究開発項目②を実施する。 

 
 

 

 

 

                           

委託 

 

 

 

 

【委託先】                【委託先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再委託先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

NEDO 研究開発責任者 
三菱重工業株式会社 

三菱重工業株式会社：2021.10.1 付け三菱 

パワー株式会社から事業承継 
・研究実施場所：長崎工場（長崎） 
・研究開発項目 
①「負荷変化速度向上技術開発」 
②「負荷変化幅増加技術開発」 

 ③「石炭火力の調整力向上に関する研究」 
・研究実施場所：呉工場（呉） 
・研究開発項目 
 ①「負荷変動速度向上技術開発」 
・研究実施場所：（横浜） 
・研究開発項目 
 ③「石炭火力の調整力向上に関する研究」 

一般財団法人電力中央研究所 
・研究実施場所：横須賀地区（横須賀） 
・研究開発項目 
③「石炭火力の調整力向上に関する研究」 

三菱重工業株式会社(再委託～2021.9.30) 
研究開発項目①「負荷変化速度向上技術開発」 
研究開発項目②「負荷変化幅増加技術開発」 

国立大学法人東京大学 
 研究開発項目②「金属 PCM 熱交換器の蓄・放熱特性解析技術開発」 
研究開発項目②「350～600℃級および 250℃級の PCM の開発」 

国立大学法人東北大学 
研究開発項目②「耐 PCM 侵食材料・材質制御方法の開発、物性計測」 

国立大学法人北海道大学 
 研究開発項目②「600～650℃級の合金潜熱蓄熱材の開発」 

指示・協議 

技術評価委員会 
技術課題対応に関する助言/進言 
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4.2.2. 実施期間及び研究開発スケジュール 

期間：2020 年 7 月 7 日から 2023 年 11 月 30 日 

 
 

4.2.3. 実用化・事業化への道筋（アウトカム目標及び達成見込み） 

アウトカム目標には、負荷変化率向上と最低負荷引き下げ（蓄熱システムは具備せず）による再エ

ネ受入量の拡大と、極低負荷運転（蓄熱システムを具備）による更なる再エネ受入量の拡大の２つ

を設定しており、いずれの目標も初号機プロジェクトが完遂した時点でアウトカム目標が達成した（系統

への再エネ受入量が拡大できた）と判断できる。 

 

アウトカム目標 根拠 

負荷変化率向上と最低負荷引

き下げによる再エネ受入量の拡

大 

最低負荷を引き下げることができた分だけ、再エネ受入量を拡大できたものと判断す

る。 

極低負荷運転による更なる再エ

ネ受入量の拡大 

蓄熱システムの導入により、上記よりも、さらに最低負荷を引き下げることができた分

だけ、再エネ受入量を拡大できたものと判断する。 

 

以下の図は本事業における「実用化・事業化」の考え方を示したものである。当該 PJ における実用

化とは、当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提案等)が開始されることで

あり、事業化とは、前提とする全ての条件が成立し、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販

売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。すなわち、プロジェクト終了時の 2023

年度中には要素技術開発が全て完了し、顧客への改造提案ができる状態となることから実用化の

2023年度2022年度2021年度2020年度

研究開発項目１
負荷変化速度向上

技術開発

研究開発項目２
負荷変動幅

増加技術開発

研究開発項目３
石炭火力の
調整力向上
に関する研究

0.0
0.0
0.05

0.9
0.0
0.3

0.9
1.1
0.4

4.5
0.9
0.3

項目１
項目２
項目３

予算
(億円）

最
終
目
標

対向燃焼ボイラ
実缶計測/CFD 旋回燃焼ボイラ

実缶計測/CFD解析モデルの一部を流用

並列無送電対応型蓄熱ｼｽﾃﾑ(水蓄熱)

余剰再ｴﾈ蓄熱ｼｽﾃﾑ(溶融塩)

金属PCM開発/材料腐食試験

概略仕様と
運用方法

余剰再ｴﾈ利用石炭火力の活用

Dry-Wet
制御法実機適用

中
間
目
標

評価結果

最
終
目
標

概算コスト
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フェーズとなり、その後、2025 年以降に初号機プロジェクトが受注できれば事業化のフェーズに以降され

たものと判断できる。なお、現時点においては、前述した NEDO 主催の電気事業者向け成果報告会

や各種学会発表（日本機械学会動力エネルギー技術シンポジウム等）の実施後に、発電事業者複

数社から追加説明のご要望をいただいており、特に再エネ導入量の多い（多くなると予想される）エリア

の発電事業者から最低負荷下げニーズが有るとのコメントを入手していることから、需給調整市場の制

度設計次第な部分があるが、アウトカム目標達成の見込みはあるものと考えている。 

 

 
本事業における「実用化・事業化」の考え方（赤枠：実用化、青枠：事業化） 

 

費用対効果については、プロジェクト費用の総額 9.3 億円に対し、2030 年迄に 700MW 級石炭

焚き火力発電所 1 基に負荷変化率向上技術、最低負荷引き下げ技術、並列無送電対応型蓄熱

システム（水蓄熱システム）の適用改造により累計売上予測 50 億円を見込んでいる。また、初号機

プロジェクト以降も本技術が適用可能な国内・海外ユニットへの拡販が期待でき、市場規模や事業の

成長性が見込めることから、費用対効果としては効率的且つ効果的と考える。なお、競合技術に原子

力機による調整力供給や系統用大規模蓄電池が考えられるが、以下の図に示すとおり火力機はすべ

ての系統セキュリティを有しており、且つ、系統の主要地点（位置）に立地しているというメリットがある。

また、再生可能エネルギーが大量に発電する時間帯でも火力機を電力系統に並列し続けることは、電

力系統の安定運用に大きな役割を果たす（発電出力の正負、大小とは無関係に慣性、無効電力等

の供給が可能であり電力系統の安定運用に大きく貢献する）。 
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大容量発電機の貢献する系統セキュリティ 

（北内義弘,「電力系統安定運用のために 再生可能エネルギー大量導入時の基幹系統への影響」日本原子力学会

誌,Vol.61,No.7 p.535-539(2019)より） 

 

その他、研究開発項目③の導入効果の評価において、石炭火力の調整力の向上により、電力系

統の需給調整における燃料費が削減できる分を市場創生効果として試算した。標準的な電源構成に

て 700MW 級の石炭火力 1 ユニットに負荷変化率向上技術を導入した場合、石炭火力が負荷調

整運用となる日数が年間で 5 か月に達すると仮定した場合に、全火力発電の燃料費を 11 億円程度

削減できる見通しを得ている。 

また、蓄熱技術の導入により最低負荷を送電端出力ゼロ MW まで引き下げられた場合の石炭火力

の燃料費削減分を省エネルギー効果として試算した。標準的な電源構成において、700MW 級の

超々臨界圧石炭火力 1 ユニットにて送電端出力ゼロ MW の運用を行った場合、4.3 万 kL/年（石

油換算、年間 5 か月のうち 2/3 の日に再エネの出力制御が行われることを想定）の燃料費削減によ

る省エネルギー効果が得られる見通しを得ている。また、この場合に、得られる CO2 削減効果を試算す

ると、標準的な電源構成において、余剰再エネの約 8%を有効に電力系統に取り込むことが可能とな

るため、この結果、約 14 万トン/年（標準的なエリアで年間 5 か月のうち 2/3 の日に再エネの出力制

御が行われた場合）の CO2 削減効果が得られる見通しを得ている。 

 

その他、研究開発項目③の導入効果の評価において、石炭火力の調整力の向上により、電力系

統の需給調整における燃料費が削減できる分を市場創生効果として試算した。標準的な電源構成に

て 700MW 級の石炭火力 1 ユニットに負荷変化率向上技術を導入した場合、石炭火力が負荷調

整運用となる日数が年間で 5 か月に達すると仮定した場合に、全火力発電の燃料費を 11 億円程度

削減できる見通しを得ている。 

大容量発電機が持つ能力
貢献する

系統セキュリティ

火

力

機

原

子

力

機

蓄

電

池

周波数に応じて出力調整が可能 周波数 〇 △ 〇

同じ速度で回ろうとする力
（同期化力）がある

周波数
系統安定度

〇 〇 ×

慣性を持っている
（慣性定数が等価的に10秒程度）

周波数
系統安定度

〇 〇 ×

系統事故時の瞬時電圧低下時
（瞬低時）に停止しない

電圧
系統安定度

〇 〇 △

基幹系統の電圧調整（無効電力の
供給）が可能

電圧
系統安定度

〇 〇 △
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また、蓄熱技術の導入により最低負荷を送電端出力ゼロ MW まで引き下げられた場合の石炭火力

の燃料費削減分を省エネルギー効果として試算した。標準的な電源構成において、700MW 級の

超々臨界圧石炭火力 1 ユニットにて送電端出力ゼロ MW の運用を行った場合、4.3 万 kL/年（石

油換算、年間 5 か月のうち 2/3 の日に再エネの出力制御が行われることを想定）の燃料費削減によ

る省エネルギー効果が得られる見通しを得ている。また、この場合に、得られる CO2 削減効果を試算す

ると、標準的な電源構成において、余剰再エネの約 8%を有効に電力系統に取り込むことが可能とな

るため、この結果、約 14 万トン/年（1 ユニットのみの効果、標準的なエリアで年間 5 か月のうち 2/3

の日に再エネの出力制御が行われた場合）の CO2 削減効果が得られる見通しを得ている。 

 

4.2.4. 研究開発項目の詳細（研究内容、アウトプット目標、達成状況） 

以下に研究開発テーマ毎に研究テーマの内容を示す。 

4.2.4.1. 研究開発項目① 負荷変化率向上技術開発(三菱重工業（株）) 

4.2.4.1.1. 事業内における位置づけ 

実缶の計測結果を基に負荷変化速度を大幅に引き上げる際に障壁となるボイラの熱応力的弱点

部位を、メタル温度推定技術によって同定する技術を開発する。 

4.2.4.1.2. 目標 

2017～2019 年度 NEDO 委託研究で開発したボイラ CFD の解析範囲をボイラ全体に拡張する

と共に、実機運転データでチューニングして予測精度を高める。更に、発電プラント動特性の解析と組合

せて負荷変化時の熱応力分布を予測し、構造的弱点部位を明確にする。燃焼形式の異なるボイラ対

するチューニングしたボイラ CFD の適用については、既設設備より得られる実機運転データを用いた再

現解析により、予測精度を確認する。 

4.2.4.1.3. 研究内容 

ボイラのメタル温度変化率増加によって疲労寿命消費の増加が懸念されるため、伝熱管温度予測

向上技術を発展させ、ボイラ CFD を実機ボイラのメタル温度計測結果で検証し、この技術を用いて高

負荷変動時の疲労寿命消費を推定する。また、負荷変化率を 10%/min 程度に向上させることは、

制御法改善、系統運用方法を変更すれば可能であることを動特性シミュレーションで検討済ではある

が、構造的な課題はボイラ CFD 等によるメタル温度解析ならびに応力解析で抽出する。 
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ボイラ CFD で伝熱管温度を予測するためには、バーナに投入される空気量、微粉炭流量が必要で

あり、空気流量は風箱差圧とノズル面積から予測可能であるが、微粉炭流量はバーナ毎に計測する必

要がある。そこで、マイクロ波を用いた微粉炭流量計を対向燃焼ボイラの各バーナに設置して微粉炭流

量を計測する。 

ボイラ CFD では燃焼計算と吊り下げ伝熱管の蒸気流量からメタル温度を計算しているが、今回、炉

壁のメタル温度計算も行う。このため計算結果の妥当性検証のため、吊り下げ伝熱管以外に炉壁の温

度も計測する。 

燃焼計算の検証は、ボイラ各部の収熱量と O2、NOx 濃度、灰中未燃分を計算と運転実績とで比

較する事で行う。O2、NOx は連続計測設備が設置されているが、灰中未燃分は連続計測していない

ので、火炎画像から未燃分を診断する装置を導入する。この装置は火炎の輝度画像を炉内監視カメ

ラの画像から得て、機械学習を用いて灰中未燃分を予測するもので、リアルタイムで未燃分の増減が計

測できる。尚、予測精度検証のため、排ガス中のフライアッシュを採取した灰中未燃分の計測も実施す

る。 

ボイラ火炉の熱吸収量や、吊り下げ伝熱管の伝熱量は付着する灰の影響を受ける。灰はスーツブロ

アやデスラッガーで定期的に除去するが、炉内のどの部分にどの程度の灰が付着しているかを知ることは

ボイラ CFD の精度向上には重要な情報である。今回、吊り下げ伝熱管と炉壁に付着した灰を中赤外

線カメラで観察することで、灰の付着状況を観測してボイラ CFD の計算に反映する。すべての伝熱面の

灰付着状況を観測できるわけではないが、観測可能な主要部分について灰脱離の影響をメタル温度

計測値とボイラ CFD による温度推定値を比較して評価する。 

このようにしてボイラ CFD の精度検証を行った後、ボイラの各負荷の計算を行って、メタル温度を求め

る。このメタル温度を各負荷の静定条件として用い、別途各伝熱面の熱容量を考慮した動特性モデル

を作って、負荷変動率を変化させた場合の、各部の温度分布を評価する。この温度分布から応力を計

算することで負荷変動率を増加させた場合の構造的な弱点部位を推定する。具体的には吊り下げ伝

熱管では、パネル内の各伝熱管のメタル温度差や、パネル間のメタル温度差で生じる応力を、炉壁では

面内温度分布や加熱部と非加熱部の温度差で生じる応力を評価する。これによって負荷変動速度を

上げた場合の応力変動幅から疲労寿命上の弱点部位を推定する技術を確立する。 

一方、ボイラの代表的な形式には対向燃焼ボイラと旋回燃焼ボイラとがあり、燃焼方式や火炉の水

壁管構造が異なる。本事業で扱う両ボイラは、出力は 60 万 kW 以上の事業用の超臨界圧ボイラで

ある。ボイラ各部の温度を推定する技術を対向燃焼ボイラにおける精度検証を通じて確立し、旋回燃

焼ボイラへ開発した技術を適用する。既設火炉壁温度計等のデータを基に推定精度を確認し、火炉
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壁面における熱負荷分布を推定する。推定したデータを、後述の「石炭火力の調整力向上に関する研

究」における火炉蒸発管内の伝熱特性を評価にも活用する。 

4.2.4.1.4. 成果の達成状況と根拠 

＜2020 年度＞ 

対向燃焼方式のボイラ CFD 精度検証のために必要なデータ取得を完了している。 

＜2021 年度＞ 

実機データを基にした実機試験の再現解析により、ボイラ CFD によるメタル温度の予測精度を検証

し、推定誤差が目標の範囲内であることを確認した。また、予測精度が向上したメタル温度推定技術

からボイラ全体の熱応力分布を解析するツールを開発し、高速負荷変化率運転時の弱点部位（ケー

ジ壁と副側壁の取合部等）を明確化している。 

＜2022 年度＞ 

旋回燃焼方式のボイラ CFD 精度検証のために必要なデータ取得を完了している。また、実機データ

を基にした実機試験の再現解析により、ボイラ CFD によるメタル温度の予測精度を検証し、推定誤差

が目標の範囲内であることを確認している。 

なお、オープン/クローズ戦略のとおり、特許出願、論文発表、学会発表等を実施していない。 

4.2.4.1.5. 成果の意義 

実用化するにあたり、ボイラ CFD によるメタル温度の予測精度については、従来のボイラ定検時に 

 抜管して金属組織観察して得られる従来精度と同等の精度であることが必須条件であり、本研 

 究開発により、対向燃焼方式及び旋回燃焼方式で前記した精度の確認がとれている。 

4.2.4.2. 研究開発項目② 負荷変動幅増加技術開発（三菱重工業（株）） 

4.2.4.2.1. 事業内における位置づけ 

最低負荷を大幅に引き下げるため、蓄熱による送電端出力が 0MW 等の極低負荷運転を可能と

する技術を開発する。 

4.2.4.2.2. 目標 
系統への再エネ導入量増大を実現する「最低負荷 0%(外部出力ゼロ)運転が可能な並列無送電

対応型蓄熱システム」を試設計しコストを見積もる。さらに、余剰の再エネ電力を熱として溶融塩に貯蔵

するシステムの仕様検討と概算コスト見積を実施するとともに、同システムのコンパクト化を実現できる可

能性を有する新規蓄熱材（金属 PCM）の開発を目指した基盤研究を実施する。 
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4.2.4.2.3. 研究内容 

再エネ発電量の伸長に対応し、再エネ導入量を増加させることを目標に二種類の蓄熱システムを開

発する。 

ⅰ最低負荷 15%運用時に所内動力分 5%を差し引いた 10%負荷相当の蒸気・飽和水の熱を

蓄熱して送電端出力を 0%とするシステム（並列無送電対応型蓄熱システム(タービンバイパス蒸気

蓄熱システム)） 

ⅱ再エネ余剰電力を蓄熱し送電端出力を 0％以下とするシステム（再エネ余剰電力利用型蓄熱

システム） 

ⅰ、ⅱのシステムに顕熱蓄熱材を適用した場合の設計、コスト評価、経済価値評価を実施し、実現

性を確認する。 

また、金属 PCM で低コスト・省スペ-スを目指す基盤研究を実施する。 

4.2.4.2.4. 成果の達成状況と根拠 

■並列無送電対応型蓄熱システム、余剰再エネ蓄熱システム（三菱重工業（株）） 

＜2020 年度＞ 

システム検討として、700MW 級並列無送電対応型蓄熱システム、亜臨界ユニット向 350MW 級

余剰再エネ蓄熱システム、超臨界ユニット向け 700MW 級余剰再エネ蓄熱システムの設備概要を纏

めている。 

＜2021 年度＞ 

特性評価として前記 3 システムにおいてそれぞれ蓄熱時・放熱時のヒート・マスバランスを構築し、蓄

放熱特性を考慮した系統・運用が成立することを確認している。 

各蓄熱システムの詳細設計に取り組み、700MW 級並列無送電対応型蓄熱システムについては、

そのサイズを既設石炭火力に併設可能な敷地面積内に収める見込を得ると共に、コスト見積の結果、

発電事業者向けにＦＳを売り込めるレベルまで開発を進めている。 

 

■金属 PCM 開発 

（三菱重工業（株）） 

（再委託先：国立大学法人東京大学  生産技術研究所   鹿園研究室） 

（再委託先：国立大学法人東京大学  大学院工学系研究科 森田研究室） 

（再委託先：国立大学法人東北大学  金属材料研究所   千葉研究室） 

（再委託先：国立大学法人東北大学  多元物質科学研究所 福山研究室） 
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（再委託先：国立大学法人北海道大学 工学研究院     能村研究室） 

 

＜2020 年度～2021 年度＞ 

蓄熱体に、高熱伝導（高出力）、高蓄熱密度（大容量）のアルミニウム系金属 PCM の中でも

低コストで調達も容易な ADC12（Aｌ-Si 合金）を採用し、東北大の超高温熱物性計測システム

を活用して、ADC12 の各種熱物性を高精度に測定し新知見を得ている。（東北大学/福山研究

室） 

ADC12 を適用した蓄熱式熱交換器の概念設計に取り組み、製作/運搬/メンテナンス性を考慮し

た二重管モジュ－ル構造を考案し（特許出願中）、熱的成立性検討結果からボイラ敷地内に据付

けの可能性の目途をつけている。（三菱重工業（株）） 

金属 PCM は侵食性が高く、伝熱管/容器/ヒ－タが侵食され減肉するため、低侵食技術の開発・

材料選定に取り組み、Co-Cr-Mo（CCM）合金酸化熱処理材（酸化 Cr 皮膜により PCM 侵食抑

制）に Si を添加して改良した材料を開発し（新知見）、安定な鉄系酸化皮膜を形成する低合金

鋼の酸化熱処理材を選定し、両材料ともに耐 PCM 侵食性を有することを材料侵食試験で確認して

いる（新知見）。（東北大学/千葉研究室、三菱重工業（株）） 

耐金属 PCM 材である低合金鋼の酸化熱処理材及び CCM（1wt%Si 添加）の何れも良好な

肉盛溶接施工性を有することを確認した。設計自由度確保のため金属 PCM の温度ラインナップの拡

充（ADC12 以外の PCM の組成設計）に取り組み、蒸気過熱器・再熱器向けに出力蒸気温度

600℃級に対応する PCM(Aｌ-Si-Fe 系)と、蒸発器向けに 350～500℃PCM(Aｌ-Cu-Mg-Si-

Zn 系)を開発している（新知見）。（東京大学/森田研究室、北海道大学/能村研究室、三菱重

工業（株）） 

蓄・放熱特性を把握するために非定常伝熱解析モデルを作成し、蓄放熱時の蓄熱槽内での金属

PCM の大まかな挙動を解析して、前述の概念設計に反映している。(東京大学/鹿園研究室) 

なお、オープン/クローズ戦略のとおり、蓄熱関係の特許出願を 3 件、論文 4 件、学会発表・講演等

20 件、新聞・雑誌等への掲載 3 件を実施している。学会発表・講演等の内訳としては、金属 PCM

関係 14 件、並列無送電蓄熱システム関係 6 件である。 
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4.2.4.2.5. 成果の意義 

Aｌ-Si 合金は酸化しやすいため物性値の正確な計測が極めて困難であり公開データが少ない。本

基礎データ取得が金属 PCM 研究開発加速への足掛かりになる。また、金属 PCM の侵食防止技術

については、その方向性を明らかにすることで今後の蓄熱装置開発に繋がっている。さらに、蓄熱システム

の運用条件に適した金属 PCM の成分組成を把握し、システムの効率向上について可能性を得てい

る。 

4.2.4.3. 研究開発項目③ 石炭火力の調整力向上に関する研究（三菱重工業（株）、（一

財）電力中央研究所） 

4.2.4.3.1. 事業内における位置づけ 

石炭火力の運用柔軟性の高度化による、再エネ導入量の拡大や電力系統で必要となる燃料費、

及び CO2 排出量削減への効果を定量的に明らかにするとともに、石炭火力の最低負荷運転（送電

端出力ゼロの極低負荷運転を含む）に、再生エネルギー由来の余剰電力（再エネ余剰電力）を活

用する方法を示し、低炭素な負荷調整電源の機能を石炭火力に付加する。 

4.2.4.3.2. 目標 
制御ロジックの新製と、蒸発管内伝熱特性解析、及び実機適用確認により、発電プラント運用幅の

拡大を検討する。併せて、研究開発項目①と②の成果を石炭火力に適用した場合について、需給調

整エリアにおける再エネ導入量の拡大や CO2 削減、燃料費低減など期待される効果を電源運用の分

析により明らかにし、費用対効果を算出する。また、再生可能エネルギー導入の地域偏在を念頭に、電

源構成の違いを考慮したときの CO2 削減や燃料費低減等の効果を明らかにするとともに、余剰再エネ

電力利用の電源運用における課題と効果を示す。 

4.2.4.3.3. 研究内容 

既存石炭火力の最低負荷の引き下げ、負荷変化速度の改善、エネルギーの貯蔵等、電力需給の

調整力向上に向けた各対策技術について、電力需給運用における効果を評価するための条件を検討

する。 

一般に石炭火力では、負荷変動速度は、(i)ボイラ燃料の投入速度と蒸気温度の追従、(ii)蒸気

温度、圧力の変化によって生じるボイラチューブとボイラ火炉壁の温度変化で生じる熱応力による制限、

(iii)ミル運転台数変更の待ち時間、(iv)ボイラ起動時の出力応答の遅れ等がある。 
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これらの内、(i)は蒸気制御方法の改善で対応可能であり、(ii)は本研究の成果で必要な弱点部位

の改善を行うことで対応できる。(iii)はミルモータ容量増加でミルの最大負荷を引き上げミル複数運転で

広い負荷変化幅で運用することで対応できる。(iv)も本研究で開発する蓄熱システムを設置すること

で、起動時の出力応答遅れをなくすことができる。 

一方、負荷変化幅の改善では、蓄熱システムの導入の他に、Dry 運転負荷の領域拡大がある。こ

れは、30％負荷以上が Dry 運転となっていた既設の運用条件を、例えば、25%負荷以上を Dry 運

転とするものである。現状の制御ロジックでは、Dry-Wet 切り替え時の制御モード不安定（Dry-Wet

モードの繰り返し）を避けるために、20%負荷から 30％負荷に負荷保持禁止帯が設けられており、こ

の範囲を、例えば、20%負荷から 25%未満負荷とする必要がある。（最低貫流流量 25%ECR） 

これらの負荷運用幅の拡大には、上記に関わる制御ロジックの変更だけでなく、火炉蒸発管内の伝

熱特性に係る課題があり、火炉最低貫流流量の見直しも必要である。このために、Dry 運転での目標

最低負荷で、メタル温度検討を行い、実機で検証を行う必要がある。 

本項目で、Dry-Wet 切り替え時の制御ロジックの変更、ロジックのシミュレーションによる検証、メタル

温度検討を行って Dry 運転での最低負荷を設計限界まで引き下げる検討を行い、600MW 級旋回

燃焼ボイラで確認試験を行う。 

石炭火力の運用性能の向上が、再エネ導入量の拡大や電力需給運用で必要となる燃料費の削

減等の及ぼす効果を定量的に示す。また、負荷運用性を向上した時の材料寿命への影響要素等を

整理する。さらに、石炭火力を送電端出力が 0MW となるような極低負荷で電力系統に並列し、可能

な限り化石燃料を使用せず需給調整運用を行うための技術調査を行う。 

4.2.4.3.4. 成果の達成状況と根拠 

■Dry-Wet 切替制御技術（三菱重工業（株）） 

＜2021 年度＞ 

机上検討にてロジック検証を完了し(入力に対し想定通りの指示値が出力する)、火炉メタル温度値

が許容値の範囲内であることを確認している。 

＜2022 年度＞ 

2023 年度実機試験の計画として、試験当日の負荷カーブ作成、試験要領書の作成を実施してい

る。 

＜2023 年度＞（見込み） 

実機へのロジック適用・試験要領の検討・運転確認として、実機での Dry 最低負荷低減試験の実

施し、25%負荷にて各種警報に抵触しないことを確認している。 



 

４-17 
 

 

■導入効果の評価（（一財）電力中央研究所） 

＜2020 年度＞ 

 需給調整エリアとエネルギーミックスや再エネ導入量の設定、及び電力需給運用シミュレーションによ

り現状技術における課題を抽出している。また、過熱器や再熱器等の高温部材のクリープ疲労特性

データと寿命評価手法を国内外の文献により調査・整理している。再エネ余剰電力の利用方法として

低圧タービンの安定運用や環境設備等の各機器の温度維持における課題を整理している。 

＜2021 年度＞ 

 運用性向上技術の導入効果の評価では、負荷応答性の改善と負荷変化速度の向上、および負

荷変化幅の拡大効果を、標準的な需給調整エリアを対象とした電力需給運用シミュレーションにより定

量的に評価している。また、石炭火力の運転実績および文献調査により整理した新材のクリープ疲労

データに基づき、負荷追従運転におけるボイラ配管材料の寿命を試算している。さらに、再エネ余剰電

力を送電端出力 0MW で運用する石炭火力に導入する方式を調査し課題を整理するとともに、送電

端出力 0MW の運用に再エネ余剰電力を利用した時の単機における低炭素化の効果を定量化して

いる。 

＜2022 年度＞ 

 再生可能エネルギーの偏在を考慮して複数の需給調整エリアを選定し、石炭火力の負荷運用性

向上の効果を定量的に明確化している。また、ボイラ配管材料（改良 9Cr-1Mo 鋼）材のクリープ疲

労特性に関する文献を調査・整理し、新材と長期使用材でクリープ疲労寿命の低下率に顕著な差異

がないこと、荷重制御型のクリープ疲労損傷における寿命評価の精度向上には、負荷変動の大きさや

周期等の影響を考慮する必要性を課題として抽出している。さらに、送電端出力 0MW の運転状態

から、石炭を燃料とする通常運転状態への切り替えプロセスにおいて、余剰再エネ電力を動力利用と熱

利用に分類して整理するとともに、送電端出力 0MW 運用時の電力系統における再エネ導入量拡大

や燃料費削減等の削減効果を明確化している。 

＜2023 年度＞（見込み） 

 Dry 最低負荷低減試験データを反映して、電力需給運用シミュレーションによる石炭火力の運用

性改善効果の評価を更新している。 

 なお、オープン/クローズ戦略のとおり、制御関係の特許出願を 5 件、論文 1 件、学会発表・講演

等 1 件新聞・雑誌等への掲載 2 件を実施している。 

  



 

４-18 
 

4.2.4.3.5. 成果の意義 

Dry-Wet 切替制御による最低負荷低減実機試験の完遂により、実機適用実績として他ボイラへ

の適用をＰＲできる。また、最低負荷低減後の熱を蓄熱することを想定して開発を進めている並列無

送電対応型蓄熱ｼｽﾃﾑ（水蓄熱）の FS 受注獲得に貢献できる。 

電力の安定供給と低炭素化の視点では、再生可能エネルギー大量導入時に必要となる電力系統

の調整力や慣性を、燃料費が安価な石炭火力を利用して提供できるため、将来の安価で安定した電

力の供給につながる。また、石炭火力は kWh あたりの CO2 排出量が多いが、送電端出力 0MW で

の運用ではより多くの再エネ電力を電力系統に導入できるとともに、石炭火力で使用する石炭の量を削

減できることから、調整力や慣性の維持による電力の安定供給と低炭素化を両立できる。 

慣性や調整力および供給力維持の視点では、調整力を蓄電池等の技術で供給した場合と比較

し、電力系統に必要な慣性を確実に維持できること、安価な調整力を維持できること、再エネが長時

間にわたり出力しないときの確実な供給力として石炭火力を活用できることなどの技術的な優位性が見

込まれる。 

エネルギーセキュリティーの視点では、本技術の導入により、脱炭素燃料への移行も念頭にして石炭

火力をエネルギー利用の選択肢として持ち続けることにより、将来のエネルギーセキュリティーの役割を維

持できるため、我が国の安価なエネルギーの確保に副次的に貢献可能である。 
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4.3. タービン発電設備次世代保守技術開発 

4.3.1. 実施者名・実施体制 

 実施者名・実施体制は以下のとおりである。 
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4.3.2. 実施期間・研究開発スケジュール 

実施期間：2020 年 7 月 7 日から 2023 年 3 月 31 日 

 



 

４-21 
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4.3.3. 実用化・事業化への道筋（アウトカム目標及び達成見込み） 

アウトカム目標 根拠 

2030 年 SDGs 

電力分野では「7 エネルギーをみんなにそしてクリーンに」が特に関連するが、再生可能

エネルギーが普及促進される中、系統安定のための調整力をもった火力発電を高い信

頼性で運用出来る様なロードマップとしている。 

第 6 次エネルギー基本計画 

第 6 次エネルギー基本計画で掲げられている 3E（自給率、環境適合、経済効率

性）達成するにあたり、火力発電は安定供給を大前提としており、調整力としての柔軟

な運転性も必要とされている。AI・IoT 技術を活用して、保守及び運用の両面において

負荷変動対応能力を向上させる取組が促進されている。 

 

 発電事業者向けには IoT サービスの形で提供し、経済産業省スマート保安とも同じ方向性で

ある。 

 従来のタイムベースドメンテナンスからコンディションベースドメンテナンスへ移行し、石炭火力発電

所が機械的負荷の増える調整用電源としての役割を担った際も、信頼性を向上させ、電力の

安定化に寄与。 

 
本事業における「実用化・事業化」の考え方（赤枠：実用化、青枠：事業化） 

 

4.3.4. 研究開発項目の詳細（研究内容、アウトプット目標、達成状況） 

4.3.4.1. 研究開発項目①-1 低圧タービン最終段羽根のエロージョン進展予測技術の開発 

＜目標＞ 

最終段羽根 26 インチ以上 48 インチ未満の範囲で 3 種類の最終段羽根を選定し、運転負荷に

対応した最終段羽根のエロージョン（浸食量）予測技術を開発する。 

このうち、対象発電所の最終段羽根について、安全側の予測とするため浸食計算値/管理値※が浸

食実測値/管理値よりも大きくなることとし、その差が 0%～20%の範囲となる精度を数値目標とする。 
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※羽根の浸食量（mm）に関する、羽根の交換推奨管理値 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・3 種類の最終段羽根の浸食量予測技術を開発した。 

・最終段羽根のエロージョン予測モデルを開発し、対象発電所に実装した。 

・対象発電所の最終段羽根について、浸食計算値/管理値が浸食実測値/管理値よりも大きくなっ

ており、その差は 16.6%であった。 

 

＜達成の根拠＞ 

3 種類の最終段羽根の浸食予測技術を開発した。また、対象発電所の最終段羽根について、浸

食計算値/管理値が浸食実測値/管理値よりも大きくなっており、その差が 0%～20%の範囲となる精

度となっていることを確認した。このため、達成と評価した。 

4.3.4.2. 研究開発項目①-2  中圧タービン初段ノズルクリープの進展予測技術の開発 

＜目標＞ 

本システムで運転中の変形量および現在の運転を継続した際に生じる将来の変形量を予測すること

で、変形量が変形管理値※を上回るのを 80％の確率にて検出できるようにすることを目標とする。  

※ノズル変形量(mm)に関する、ノズルの点検推奨管理値および交換推奨管理値 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

ノズルクリープ変形量の予測技術を開発し、対象発電所に実装した。変形量の計算値が管理値を

上回る判定精度を評価し、96.5%の確率で検出できた。 

 

＜達成の根拠＞ 

変形量の計算値と実機の計測記録を用いて精度を評価し、96.5%の判定精度を達成したことを確

認した。このため、目標を達成と評価した。 
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4.3.4.3. 研究開発項目①-3 高圧及び中圧タービン初段羽根の減肉量の進展予測技術の開発 

＜目標＞ 

開発したシステムを発電所に実装し評価モデルの動作確認および予測手法の拡充・改善を行う。 

羽根が飛散するまでに許容できる減肉量（管理値）に対し、運転中に減肉量および現在の運転を

継続した際に生じる将来の減肉量を予測することで、減肉量が管理値を上回るのを 80%の確率で検

出できるようにすることを目標とする。 

※羽根の減肉量(mm)に関する羽根の点検推奨管理値 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

初段羽根の浸食量の予測技術を開発し、対象発電所に実装した。減肉量の計算値が管理値を上

回る判定精度を評価し、87.5%の確率で検出できた。 

 

＜達成の根拠＞ 

減肉量の計算値と実機の計測記録を用いて精度を評価し、87.5%の判定精度を達成したことを確

認した。このため達成と評価した。 

4.3.4.4. 研究開発項目①-4 低圧タービン羽根植え込み部の応力腐食割れ（SCC）・腐食疲

労（CF）進展予測技術の開発 

＜目標＞ 

低圧タービン羽根植え込み部の SCC・CF に至る孔食について、孔食予測技術を開発する。開発し

たシステムを発電所に実装し、システムの動作確認を行う。 

タービンの運転データから羽根植え込み部の孔食サイズを予測する実装システムを開発する。このシス

テムでは管理値※のサイズの孔食が発生している確率を 80%以上で予測することを目標とする。 

※孔食深さ(mm)に関する、ロータ側羽根植え込み部の点検推奨管理値 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

羽根植え込み部の孔食発生予測技術を開発し、対象発電所に実装した。孔食サイズの計算値が

管理値を上回る判定精度を評価し、86％の確率で検出できた。 

＜達成の根拠＞ 
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孔食サイズの計算値と実機の計測記録を用いて精度を評価し、86%の判定精度を達成したことを

確認した。このため達成と評価した。 

4.3.4.5. 研究開発項目①-5  高温部品の余寿命予測技術の開発 

＜目標＞ 

高温部品の余寿命を予測する技術およびシステムを開発する。開発したシステムを発電所に実装し

評価システムの動作確認およびモデルのチューニングを行う。構築した材料劣化評価手法および温度・

応力推定手法を用いて、寿命消費率予測のケーススタディを実施する。従来手法で評価された寿命

消費率と比較し、予め設定した寿命消費率への到達を 70％の確率で検出する。 

※所定のき裂長さに達する時間 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

高温部品の余寿命予測技術を開発し、対象発電所に実装した。開発した手法が寿命消費率計

算値への到達を 70%の確率で検出できることを確認した。 

 

＜達成の根拠＞ 

実運転データを基に仮定した運転パターンを用いて、き裂進展評価のケーススタディを実施した。 

所定き裂長さに到達する前に 70%の確率で検出できることを確認した。このため目標達成と評価し

た。 

4.3.4.6. 研究開発項目②-1 非接触型センサーを適用した発電機固定子コイルのオンライン絶縁

診断システムの開発 

＜目標＞ 

当社にて独自開発した非接触式 PD センサー及びデータ処理装置により、オンラインで固定子コイル

絶縁の寿命診断を可能とする手法を開発する。 

＊余寿命推定年数中央値信頼度±30% 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 
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当社独自開発の非接触式オンライン絶縁診断装置を用い、余寿命推定年数中央値信頼度±

30%の診断技術を開発した。 

 

＜達成の根拠＞ 

余寿命推定年数中央値信頼±30%となる理論を構築。当該発電所のデータで確認できたため、

目標通り達成と評価。 

4.3.4.7. 研究開発項目②-2-1 故障シミュレーションモデルを組み込んだ予兆診断システム

（RRCATM）の開発-ロータレアショート 

＜目標＞ 

過去の経験より発電機レアショートを模擬するモデルを構築し、現状の運転状態が故障モードにある

かを判定する技術を開発する。 

＊レアショート検出率 1％ 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

ロータレアショート RRCA モデルを構築、対象発電所で適用し、レアショート検出率が目標の 1%と

なることを確認した。 

 

＜達成の根拠＞ 

当該発電所の運用中に取得データから、レアショート検出率 1%が可能であることを確認した。このた

め目標通り達成と評価 

4.3.4.8. 研究開発項目②-2-2 故障シミュレーションモデルを組み込んだ予兆診断システム

（RRCATM）の開発-ロータアンバランス 

＜目標＞ 

過去の経験より発電機ロータアンバランスを模擬するモデルを構築し、現状の運転状態が故障モード

にあるか判定する技術を開発する。 

＊アンバランス位置検出率 100% 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 
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【達成度：○（達成）】 

ロータアンバランス RRCA モデルを構築、アンバランス位置検出率が、実用上 100%であることを確

認した。 

 

＜達成の根拠＞ 

当社工場での発電機ロータ実機によるウエイト・レスポンス試を実施し、検出率 100%を確認した。

このため目標通り達成と評価 

4.3.4.9. 研究開発項目②-2-3 故障シミュレーションモデルを組み込んだ予兆診断システム

（RRCATM）の開発-発電機クーラ性能劣化評価 

＜目標＞ 

過去の経験より発電機クーラ性能劣化を評価するモデルを構築し、現状の運転状態の劣化レベルを

判定する技術を開発する。 

＊劣化検出レベル 50％  

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

発電機クーラ劣化 RRCA モデルを構築、対象発電所で適用した。劣化検出レベルを定義し、目標

値 50%を把握できることを確認した。 

 

＜達成の根拠＞ 

当該発電所の運用では、劣化検出率が評価できなかったため、流体解析に劣化検出レベルを確認

した。このため、目標通り達成と評価。 

4.3.4.10. 研究開発項目②-3 発電機コレクタリング火花監視装置の開発 

＜目標＞ 

非接触式の火花検出方式、それを実現するセンサー、検出された信号を分別するフィルタリング方式

を開発し、得られた信号に対する適切な閾値を提示する。 

＊火花検出率 80% 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 
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【達成度：◎（大いに上回って達成）】 

電磁波を利用した火花監視装置を開発、当該発電所に適用し、火花が目標の 80%以上検出可

能であることを確認した。 

 

＜達成の根拠＞ 

当該発電所での運用での確認結果、及び疑似火花発生装置により、検出率 80%以上を確認。

また火花等級まで把握できたので、大幅達成と評価。 

4.3.4.11. 研究開発項目③-1 冷却管減肉予測技術 

＜目標＞ 

累積運転時間等の因子により減肉特性をモデル化し、冷却管の減肉予測を可能とする技術を開発

し、対象プラントに実装する。減肉予測精度を、計測誤差を排除して±10％以内であることとする。 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

減肉特性を基にした減肉予測システムを対象発電所に実装し、適切に動作していることを確認し

た。予測精度の検証の結果、±10％内に収まることを確認した。 

 

＜達成の根拠＞ 

検証用データとして、他プラントにおける冷却管厚さ計測結果を取得し精度の検証を実施し、目標

値を期待通りに達成した。 

4.3.4.12. 研究開発項目③-2 復水器の性能回復効果評価技術 

＜目標＞ 

冷却管の閉止栓・リチュービング等の保守対策が性能に与える効果を、過去の知見と設計ノウハウか

ら推定するプロセスを構築し、対象プラントに実装する。 

真空度の予測値と運転データの精度が±10％以内であることとする。 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 
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熱流動解析にて得られた伝熱特性を基に、性能予測システムを対象発電所に実装し、適切に動作

していることを確認した。システム予測結果と実測値との間の精度が±10％内に収まることを確認した。 

 

＜達成の根拠＞ 

過年度における閉止栓・リチュービングを実施した定検前後の運転データを用い、性能予測値の精

度検証を実施し、目標値を期待通りに達成した。 

4.3.4.13. 研究開発項目④ プラント機器共通の異常事象要因分析による運転支援技術の開

発 

＜目標＞ 

発電所運用にクリティカルな異常項目*1 に対して、異常検知から処置決定までの推理プロセスを要

因分析ツールに体系化し、構築する。 

*1 10 年以内に 1 回以上発生したトリップ（計画外停止）と警報の異常項目 

構築した要因分析ツールを導入することによるトラブル対応時間*2 の削減効果を調査する。要因を

特定するための調査項目および推奨処置内容を２日以内に提示できることを目標とする。 

*2 異常検知から推奨処置内容（応急処置含む)を提示されるまでの時間 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：◎（大いに上回って達成）】 

過去数十年間のトラブル 事象(約 200 件)に基づき、主要な 19 項目の要因分析ツールを構築し

た。上記ツール構築に用いた事象とは別の事象を用いて、調査項目および推奨処置内容の特定を 2

日以内に提示できることを確認。 

 

＜達成の根拠＞ 

要因分析ツールの評価の結果、調査項目および推奨処置内容の特定にかかる時間が最長 4 時間

のため、目標(2 日以内)を大幅に短縮できた。 

要因推定までのフロー数約 1.7(平均) 
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4.3.5. 成果の意義 

再生可能エネルギーの拡充に伴い火力発電所の役割は従来のベースロード運用から、電力需給バ

ランス維持及び周波数安定のための調整用電源にシフトし、すなわち、負荷変動や起動停止を頻繁に

行うことによって、従来以上の機械的負荷が発電設備に掛かることになる。今次の技術を用いることに

よって、従来のタイムベースドメンテナンスからコンディションベースドメンテナンスへの移行が可能となり、事

業者にとってより適したタイミングでの定検などを推奨できる。 

知的財産戦略としては、ソフトウェア画面やその構成、ユーザーエクスペリエンスに進歩性があることか

ら、これらにフォーカスした特許を積極的に出願した。 

タービン発電設備の保守技術であるため、燃料種別を問わない蒸気タービン発電設備のスマート保

安に寄与する。また、発電機に係る技術については、上記以外にも水力発電や風力発電などの発電

機にも適用可能である。 
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4.4. ボイラクリープ疲労損傷の高精度余寿命診断技術開発 

4.4.1. 実施者名・実施体制 

 実施者名・実施体制は以下のとおりである。 

 
 

4.4.2. 実施期間・研究開発スケジュール 

・期間：2020 年 7 月 7 日 ～ 2023 年 3 月 31 日 

4.4.3. 実用化・事業化への道筋（アウトカム目標及び達成見込み） 

アウトカム目標 根拠 

定検時期延長達成 
現在、ボイラ的点検検査時期４年を６年に延長 

先端技術であるオンラインモニタリングを用いたデジタルツイン技術を適用 

国内 USC50％に適用・

国内市場規模 2.4 億円の

達成 

現在国内に USC ボイラは２５基、その５０％が適用と仮定、1 期当り大径管１０

百．伝熱管１０百万＝２０百万円/基（５年間） 
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本事業における「実用化・事業化」の考え方（赤枠：実用化、青枠：事業化） 

 

4.4.4. 研究開発項目の詳細（研究内容、アウトプット目標、達成状況） 

4.4.4.1. 研究開発項目① 高温曲げねじりクリープ疲労寿命評価法の研究開発 

＜目標＞ 

ａ．油圧サーボ式高温曲げねじりクリープ疲労試験装置の開発 

ｂ．高温曲げねじりクリープ疲労寿命の取得 

ｃ．有限要素解析による応力状態の把握 

ｄ．クリープ疲労寿命評価法の検討 

ｅ．小規模曲げねじりクリープ疲労試験装置にて実証試験 

 

＜目標の設定根拠＞ 

油圧サーボ式高温曲げねじりクリープ疲労試験装置を開発し、高温ねじりクリープ疲労寿命を測定

する。開発した高温ねじりクリープ疲労試験装置による試験片の形状変化に関して、有限要素法解析

により得られた力学的パラメータ（亀裂発生点での相当応力、相当ひずみ、主応力、主ひずみ、最大

せん断応力、最大せん断ひずみ）を、高温曲げねじりクリープ疲労寿命と関係づける。 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・高温曲げねじりクリープ疲労試験データの取得と組織観察、ならびに溶接部損傷メカニズムの解明 

・溶接付き配管試験体の有限要素解析の実施 

・クリープ疲労寿命評価法の開発 

・ジャイロスコープによるその場たわみ角・ねじり角のモニタリングとそれによる損傷状態の管理、予測法

の開発（大阪公立大との連携のもと実施） 

３軸ひずみ計の
完成

大型試験機にて実
証試験完了

特定の発電所
へ適用

損傷メカニ
ズムの追求

マスターカー
ブの完成

発電所に広く適用
・定検時期延長達成
・国内USC50％に適用・

国内市場規模2.4億円の達成

発電単価・
計画外停止減少
（波及効果）

大学・研究機関 企業・大学・研究期間 企業

大学・研究機関 企業

外部プロジェクト

2022 2027 2030 2035

３軸ひずみ計を試用した大径管ク
リープ疲労余寿命診断技術の提案

超電導磁気センサーを使用した
伝熱管クリープ寿命診断技術の提案

標準化の追加試験（外部要因）

アウトプット目標
アウトカム目標

国内標準
化規格化
⇒採択

ロボット搭載完
成

企業

外部プロジェクト
実用化 事業化 社会実装
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4.4.4.2. 研究開発項目② 高温 3 軸薄膜静電容量型ひずみ計の研究開発 

＜目標＞ 

ａ．2 軸センサーの開発 

ｂ．高温誘電膜の研究 

ｃ．3 軸センサーの開発 

ｄ．実証試験 

 

＜目標の設定根拠＞ 

配管の溶接熱影響部を覆うことができる小型で、多孔性セラミックス材料を誘電体とする高温 3 軸タ

イプの静電容量型小型ひずみ計を開発する。開発した高温 3 軸薄膜静電容量型ひずみ計を、研究

開発項目①で開発した高温曲げねじり疲労試験装置に設置し、3 軸ひずみセンサーとしての適用可能

性を評価する。 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・3 軸ひずみセンサー設計、試作ならびに 2 軸ひずみセンサーの評価を室温単軸引張試験装置によ

り実施 

・1 本のセンサーの大きさは縦 12mm、幅 2mm、厚さ約 50μm 達成 

・Φ10mm 程度の配管に取り付けに成功 

 

＜達成の根拠＞ 

・2 軸試験結果の再現性検証、3 軸ひずみセンサーの評価 

・高温単軸引張試験の測定の再現性・精度向上 

4.4.4.3. 研究開発項目③ 発電所高温内圧曲げねじりクリープ疲労大規模解析法およびそれを

用いたデジタルツイン技術の研究開発 

＜目標＞ 

ａ．曲げねじりクリープ解析技術の開発 

ｂ．大規模内圧曲げねじりクリープ解析技術の開発 

ｃ．内圧曲げねじりクリープ疲労解析技術の開発 

ｄ．内圧曲げねじりクリープ疲労デジタルツイン技術の開発 
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ｅ．高温曲げねじりクリープ疲労試験装置にて実証試験 

 

＜目標の設定根拠＞ 

曲げねじりクリープ解析技術を、理想化陽解法 FEM に導入し、実機石炭火力発電設備の大径管

内圧曲げねじりクリープ疲労解析に適用できる解析技術を開発する。開発した解析技術に、実際に計

測された大径管のひずみ・変形・温度分布の時系列データを取り込み、疲労余寿命分布の経時変化

を表示するシステムを構築する。 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・実機配管のクリープ解析を実施 

・配管の変位を基に境界条件を推定可能なシステムを開発 

・曲げ角ねじり角から荷重条件の推定、疲労寿命の推定を実施 

4.4.4.4. 研究開発項目④ オーステナイト鋼製ボイラ伝熱管の HTS-SQUID による余寿命診

断技術開発 

＜目標＞ 

ａ．オーステナイト鋼製ボイラ伝熱管試験片作製 

ｂ．HTS-SQUID 劣化判定箇所と無反応箇所の導電率・透磁率測定、組織・磁気特性観察 

ｃ．マスターカーブの有効性検証 

 

＜目標の設定根拠＞ 

火 SUS304J1HTB ボイラ（オーステナイト鋼製）伝熱管の内圧クリープ（熱時効含む）試験片

を破断に至るまで HTS-SQUID による劣化判定箇所と無反応箇所の導電率・透磁率測定及び組

織・磁気特性を観察することで、研究開発項目⑤の解明に活用する。 

また、USC プラントボイラ内同伝熱管の HTS-SQUID による劣化判定箇所と無反応箇所について

も同様に導電率・透磁率測定及び組織・磁気特性を観察し、研究開発項目⑥で作成したマスター

カーブの有効性の検証に活用する。なお、研究開発項目⑥で作製した屋外 HTS-SQUID 非破壊検

査システムを使用して、USC プラントボイラ内の同伝熱管を測定することで、実機における適用性につい

ても評価できる。 
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＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・火 SUS304J1HTB ボイラ伝熱管（オーステナイト鋼製）内圧クリープ試験片（破断まで）及び

熱時効試験片（破断最長時間）作製完了 

・上記内圧クリープ試験片及び熱時効試験片の HTS-SQUID 劣化判定箇所と無反応箇所の導

電率・透磁率測定、組織・磁気特性観察を全て完了 

・三隅発電所１号機２次再熱器火 SUS304J1HTB ボイラ伝熱管を測定し、実機で適用できる

ことを確認した。また、同機４次過熱器抜管材の HTS-SQUID 劣化判定箇所と無反応箇所の導電

率･透磁率測定、組織･磁気特性観察を全て完了 

・火 SUS304J1HTB ボイラ伝熱管の HTS-SQUID 測定結果と寿命比は相関があり、寿命後期

（70～80%）を捉えることを明らかにしたが、マスターカーブの作成･検証までは至らなかった。なお、

HTS-SQUID の反応はアルファ相（歪大：透磁率大）とシグマ相（導電率低下）生成、粒界介在

物（シグマ相、非金属介在物など：導電率低下）の粒間結合強度低下の複合要因と考察したもの

の、寿命との明確な関係を明らかにできなかった。 

 

＜達成の根拠＞ 

ボイドは寿命末期まで発生しないため、ボイド観察では寿命評価できないことが分かり、HTS-

SQUID 反応要因を複数（アルファ相、シグマ相、粒界介在物）考察したものの、各要素と寿命との

相関を明らかにするためには追加実験と観察が必要となり、未解明となった。そのため、複数要因に対す

る劣化メカニズムの解明のため、実験と解析により解明を目指す（アルファ相の硬さ、密度などを明らか

にし、それらのデータをもとに応力解析により、ボイド・亀裂の起点となる歪みを計算のうえ、延性消耗則

から寿命想定する方向）。 
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4.4.4.5. 研究開発項目⑤ オーステナイト鋼製ボイラ伝熱管クリープ損傷の HTS-SQUID 劣化

判定要因の解明 

＜目標＞ 

ａ．HTS-SQUID が捉える導電率と透磁率の変化要因を明らかにする。 

ｂ．クリープによる組織の劣化要因と HTS-SQUID による劣化判定要因との対応を明らかにする。 

 

＜目標の設定根拠＞ 

HTS-SQUID がどういった劣化要因に反応しているのかを明らかにすることで、HTS-SQUID による

劣化診断に対する有効性が判断できる。 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・HTS-SQUID が捉える導電率と透磁率の変化要因として、常磁性体のオーステナイト相中に強磁

性相が生成（アルファ相）すること、ボイドや微視亀裂が発生すること、粒界介在物（シグマ相や非金

属製介在物）がその要因となっている。 

・HTS-SQUID が捉える導電率と透磁率の変化とクリープによる劣化判定要因は関連付けできるも

ののその証明には至ることができない。 

 

＜達成の根拠＞ 

HTS-SQUID が捉える導電率と透磁率の変化要因及びクリープによる組織の劣化要因と HTS-

SQUID による劣化判定要因との対応を明らかにした。 

4.4.4.6. 研究開発項目⑥ HTS-SQUID 非破壊検査システム開発及びマスターカーブ作成 

＜目標＞ 

ａ．屋内 HTS-SQUID 非破壊検査システム開発 

ｂ．屋外 HTS-SQUID 非破壊検査システム開発 

ｃ．オーステナイト鋼製ボイラ伝熱管内圧クリープ試験片の屋内 HTS-SQUID 非破壊検査システ

ムによる測定及びマスターカーブ作成 
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＜目標の設定根拠＞ 

屋内 HTS-SQUID 非破壊検査システム開発のうえ、研究開発項目④で作成した内圧クリープ試

験片（熱時効試験片含む）を測定し、マスターカーブを作成する。作成したマスターカーブにより、火

SUS304J1HTB ボイラ伝熱管の余寿命診断を可能とする。 

研究開発項目④で実施するマスターカーブの有効性検証及び実機での適用性評価のため、屋外

HTS-SQUID 非破壊検査システムを開発する。 

 

＜成果（実績）と達成度＞ 

【達成度：○（達成）】 

・屋内 HTS-SQUID 非破壊検査システムを開発した。 

・屋外 HTS-SQUID 非破壊検査システムを開発した。 

・火 SUS304J1HTB（オーステナイト鋼製）ボイラ伝熱管内圧クリープ試験片（熱時効試験片含

む）全てを屋内 HTS-SQUID 非破壊検査システムにより測定し、HTS-SQUID の劣化判定箇所と

無反応箇所を明らかにするとともに HTS-SQUID 測定結果と寿命比との関係性を明らかにした。 

・三隅発電所１号機４次過熱器火 SUS304J1HTB ボイラ伝熱管の抜管材を測定し、HTS-

SQUID の劣化判定箇所と無反応箇所を明らかにした。 

 

＜達成の根拠＞ 

HTS-SQUID 測定結果と寿命比との関係性を明らかにしたものの、研究開発項目④により、HTS-

SQUID 反応要因（アルファ相、シグマ相、粒界介在物）と寿命との相関を明らかにできなかったため、

マスターカーブを作成できない。 

4.4.5. 成果の意義 

再生可能エネルギーは、エネルギー安全保障にも寄与できる有望かつ多様で重要な低炭素の国産

エネルギー源であり、地球環境保全に向けた脱炭素化の必要性から、3E+S の原則の下、再生可能

エネルギーの「主力電源化」に向けた環境整備が進められている。 

このような中、需給バランス調整のため、調整力不足時の対応方法は法令による優先給電ルールが

実施されており、火力発電を第一に出力抑制することが義務付けられている。また、メリットオーダーの観

点からも限界費用の高い火力発電所は調整力として利用せざるを得ない状況となっている。 
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我が国で総発電電力量の約３５％を占めている石炭火力発電は、これまで主にベースロード運用

を担ってきたが、再生可能エネルギーの導入量拡大により、超々臨界圧発電（USC）プラントであって

も出力調整は必須であり、近い将来には起動停止も見込む必要がある。 

そのため、起動停止時や負荷変動時に生じる温度・ひずみの変化がボイラの損傷劣化に大きく影響

することが懸念される。 

特に、大径管は、内圧によるクリープに加えて曲げ・ねじり・クリープ疲労に伴う損傷が付加され、大径

管材料である９％Ｃr 鋼等高強度耐熱材料においては、溶接部において残留応力が大きく、かつ緩

和が起こりにくいため、損傷が起動停止や負荷変動時に大きく進むことが示唆されている。また実機の最

大損傷部位特定のため応力負荷状況を推測する必要があるため、起動停止時の変位をレーザ測定

器により計測し、応力解析した結果、実機において、曲げとねじりの応力が相当量働いていることが明ら

かになってきた。実際に大径管において、ねじり応力による損傷が表面化してきている。しかし幸いにも，

従来程度の起動停止回数では、大きな損傷は顕在せず、問題となることはなかった。今回、我々の研

究で、曲げモーメント１に対して、ねじりモーメントが０.４かかれば、破壊寿命（最大主応力から算

出）が曲げモーメント１のみに対して，１/２まで低下する。また、内圧１の時の寿命を１とすれば、加

えて引張１かけると寿命が 1/6 になる結果が明記されており、それにさらにねじりが０.４かかれば、寿

命は 1/（2×6）＝１/12 となるという衝撃的な推測が成り立つ。これは、従来の知見から９％Ｃr

鋼長手溶接部は、タイプⅣクラックにより、非常に寿命が短いことが明らかになっており、多くの起動停止

や負荷変動を繰り返せば、周溶接部もそれと同じ寿命ということになる。 

次にボイラ伝熱管であるが、600℃超での起動停止や負荷変動が多くなると、微粉炭燃焼はガス燃

焼や液体燃焼に比べて燃焼不安定、燃焼ガス偏流が発生しやすく、異常過熱（ホットスポット）の可

能性が大きくなる。そのためクリープ破断や管固定金具付近に熱疲労による亀裂の発生が一定負荷運

転に比べ、多くなることが懸念される。さらに超々臨界圧（USC）ボイラ伝熱管の高温部に通常利用

されているオーステナイト鋼は、熱膨張が大きく熱伝導性が悪いため、熱応力が大きくなる。加えて、輻

射熱とガスの対流熱双方の影響を受ける過酷な環境で利用されている。 

そのため、両部位ともに今後は、慎重な管理が求められ、即急な高精度余寿命評価法の開発が望

まれる。  
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添付資料 

●プロジェクト基本計画 

Ｐ１６００２ 

Ｐ１６００３ 

Ｐ１００１６ 

Ｐ９２００３ 

 

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発」基本計画 

環境部 
 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

２０１５年７月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、３Ｅ＋Ｓ（安全性、安

定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現してい

くこととしており、火力発電分野においては、石炭火力発電及びＬＮＧ火力発電の高効率化を

図り、環境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしている。火力発電の高効

率化は、再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認された原子力発電の活用と合

わせ、温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策として位置づけられている。

これを踏まえ、２０１６年６月に官民協議会で策定した「次世代火力発電に係る技術ロード

マップ」においては、火力発電の高効率化、ＣＯ２削減を実現するため、次世代の火力発電技

術の早期確立を目指すこととしている。また、２０２１年１０月に策定された「第６次エネル

ギー基本計画」においては、火力発電は再生可能エネルギーの変動性を補う調整力・供給力と

して柔軟な運転（幅広い負荷変動への対応）が求められることから、負荷変動対応や機動性に

優れた火力技術開発等の取組を推進することとしている。 

２０５０年に向けて化石燃料の利用に伴うＣＯ２の排出を大幅に削減していくためには、あ

らゆる技術的な選択肢を追求していく必要があることから、ＣＯ２を炭素資源（カーボン）と

捉え、これを回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクルを推進すること

としており、２０２１年６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン

成長戦略」では、カーボンニュートラル社会を実現するための重要分野の１つにカーボンリサ

イクル技術が位置づけられた。また、「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年

６月策定、２０２１年７月改訂）において、カーボンリサイクル技術の確立、普及を目指して

いくこととしている。 

２０２０年３月に策定された「新国際資源戦略」では、ＣＯ２排出削減に向け、液体アンモ

ニアの混焼を含めて着実に技術開発等を進めることが必要とされている。 

石炭利用に伴って発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対応や、石炭灰及びス

ラグの有効利用方策を確立することが大きな課題である。そのため、今後とも石炭を活用し、
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エネルギー需給安定化に貢献していくためにも、より高度なクリーンコールテクノロジーの開

発が必要である。 

 

②我が国の状況 

我が国の火力発電の熱効率は世界最高水準を保っている。世界で初めて超々臨界圧火力発電

（ＵＳＣ）を商用化し、さらには高効率な空気吹石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）が既に実用

化段階であり、酸素吹ＩＧＣＣにおいても実証フェーズにある。また、効率向上に大きく寄与

するガスタービンにおいて、１６００℃級という高温化を世界に先駆けて実現する等、熾烈な

国際競争の中においても、我が国の高効率火力発電システムは、トップレベルを維持しており、

世界をリードしている。しかしながら、燃料資源を他国に大きく依存する我が国にとっては、

限られた資源の有効利用を図ることは至上命題であり、今後とも、更なる効率化を図っていく

必要がある。また、中長期的な視点では、大幅なＣＯ２削減を実現しうるＣＯ２の回収・貯留・

利用（ＣＣＵＳ）やＣＯ２フリー燃料の利用技術の開発・推進も重要なテーマであり、国内で

のＣＣＳ（二酸化炭素の回収・貯留）大規模実証事業や貯留ポテンシャル調査等に加え、ＣＯ

２を炭素資源と捉え、これを回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクル

を推進する取組や石炭火力発電におけるアンモニア混焼試験が進められている。 

また、我が国においては、石炭の排ガスに関して、世界的に見ても非常に厳しい環境基準

（環境保全協定値）が定められ、その基準が遵守されている。そのような背景から、脱硫、脱

硝、ばいじん処理技術等、高度な環境保全技術が過去から培われており、日本の強みが発揮で

きる分野のひとつである。一方、石炭利用に伴い排出する石炭灰については、主にセメントの

原料として、これまでは有効利用されてきたが、近年セメント生産量は減少傾向にあり、セメ

ント原料に代わる石炭灰の利用方法の確立が喫緊の課題である。 

 

③世界の取組状況 

気候変動対策のため、２０２１年１１月時点では世界の１５０ヶ国以上で年限付きのカーボ

ンニュートラル目標が掲げられており、各国でＣＯ２排出量を大幅に削減するための基礎研究

から技術開発、実証研究等の様々な取組が行われている。 
火力発電のＣＯ２排出の削減に向けた高効率化、ゼロエミッション火力発電、再エネ導入時の

負荷変動対応に向けた開発等が海外でも進められている。また、火力発電とＣＣＵＳの組み合

わせによるカーボンニュートラルにも注力する方向であり、火力発電や各種産業等の排ガスか

らのＣＯ２を分離・回収する技術として、高性能の材料等を用いて省エネルギー・低コストを

目指す化学吸収法や物理吸着法、膜分離法等の研究開発と実証等が世界各地で進められている。

さらに、回収したＣＯ２を様々な物質に変換させて有効利用する技術についても、先進的な取

組が行われており、ＣＯ２と水素から基礎化学品や機能性化学品、液体燃料や気体燃料を合成

する技術、コンクリート等にＣＯ２を効率的に固定化させる技術の開発や実証等が進められて

いる。 

 

④本事業のねらい 

長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石炭火力の発

電効率を大幅に引き上げる石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）の実証事業をはじめ、石

炭火力、ＬＮＧ火力の双方につき、新たな火力発電技術の開発等を実施する。また、火力発電
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から発生するＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札となる技術として、ＣＯ２フリー燃料の利用

及び火力発電所等から発生する大量のＣＯ２を効率的に分離・回収・有効利用するための技術

開発等を実施する。これまでの火力発電に係る技術開発は、個別の技術ごとに進められていた

が、石炭火力、ＬＮＧ火力は共通する要素技術が多く、火力発電全体の技術開発を加速するた

めには、個別技術開発を統合し、包括的かつ一体的に推進することが有効である。そこで、次

世代火力発電技術に係る事業を本事業において統合し、関連事業を一元管理し、一体的に進め

ることで、開発成果を共有しつつ、技術開発に係るリソースを最適化する。これにより、次世

代火力発電技術の開発を加速し、早期の技術確立及び実用化を狙う。また、ＬＣＡ的な観点も

含めたＣＯ２の利用に係るカーボンリサイクル技術開発を一元的に進めることで、火力発電プ

ロセスの更なる効率化を図るとともに、ＣＯ２排出削減に向けた取り組みの効率化を図る。 

石炭の効率的利用、環境対応等を目的として、石炭利用の環境対策に関する調査・技術開発

を実施する。これらの取組により、石炭の安定調達性が増し、石炭を安価で安定的に使用する

ことが可能となり、我が国におけるエネルギーセキュリティーの向上に資する。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

 本事業を通じて、発電効率の大幅な向上技術、調整力確保に寄与する負荷変動対応発電技術、

ＣＯ２分離・回収後においても高効率を維持する技術、ＣＯ２フリー燃料の利用技術、低コスト

なＣＯ２分離・回収技術及びＣＯ２有効利用技術（カーボンリサイクル等）により、ＣＯ２排出

の削減に寄与する革新的なカーボンリサイクル技術及び次世代火力発電技術の見通しを得る。

また、石炭灰の有効利用率を１００％まで向上させるなど、石炭の有効利用技術を確立する。 

 

 研究開発項目ごとの目標については、別紙にて定める。 

 

②アウトカム目標 

本事業の開発成果により、２０３０年頃にＬＮＧ火力においては、将来のガスタービン燃料

電池複合発電（ＧＴＦＣ）商用機として送電端効率６３％（高位発熱量基準）を達成し、さら

には、ＩＧＦＣ商用機へと繋げることで、石炭火力として送電端効率５５％（高位発熱量基準）

を達成する。２０４０年頃に燃料としての年間アンモニア利用量１,０００万トンを達成し、

アンモニア３５,０００円/t を想定した場合において、３,５００億円相当の燃料アンモニア市

場を創出する。ＣＣＵＳの実現に向け、ＣＯ２分離・回収コスト１，０００円台/ｔ-ＣＯ２とい

う大幅な低減を達成する。また、ＣＯ２有効利用の一例として、ＣＯ２由来のメタンで天然ガス

パイプラインの許容圧力変動幅の１割を活用して負荷変動対応に供する場合として、１，３０

０億円相当の天然ガス代替を獲得する。また、負荷変動対応技術を確立することで、電力市場

整備の一つとして進められてきた調整力公募市場（短期間での電力需給調整能力（ΔkW 価値）

を取引する市場公募）での電力供給機会の更なる創出に寄与し、電力市場の活発化に貢献する。 

また、カーボンリサイクルの観点からは、２０３０年頃に短期的に実現可能な技術（ポリ

カーボネートなどの化学品、バイオジェットなどの液体燃料、道路ブロックなどのコンクリー

ト製品など）を既存のエネルギー・製品と同等のコスト実現を目指すとともに、２０４０年以

降に実現をめざした需要の多い汎用品（オレフィンやＢＴＸなどの化学品、ガス、液体などの

燃料、汎用コンクリート製品など）へ拡大する。 
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③アウトカム目標達成に向けての取組 

市場ニーズを見極めつつ、各技術開発プロセスの進捗管理を行い、開発優先度の調整、開発

スケジュールの最適化、技術開発の相互連携を図り、中長期の火力発電技術開発の全体プロセ

スの最適化・効率化を図る。そして、技術開発のプロセスにおけるコスト低減の取組と信頼性

の確保により、商用機導入を早期に拡大する。 

 

（３）研究開発の内容 

火力発電の効率化及びＣＯ２フリー燃料の利用、ＣＯ２分離・回収・有効利用等に関する調査、

開発及び実証、石炭灰や溶融スラグの有効利用及び削減に関する調査及び技術開発並びに排煙処

理技術等の環境対策に関する調査等を実施する。実施に当たっては、各事業の性質に合わせ、委

託事業又は助成事業（ＮＥＤＯ負担１／３、２／３、１／２）により実施するとともに、必要に

応じてステージゲート審査を用いる。 

なお、個別研究開発項目の研究開発内容の詳細については、別紙にて記載する。 

 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業［委託・助成事業］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成） 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成） 

４）信頼性向上、低コスト化（１／３助成） 

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発（１／２助成） 

６）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣにおけるバイオマス混合ガス化技術開発（委託、１／２

助成） 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業［助成事業］ 

１）１７００℃級ガスタービン 

（２０１６～２０１８年度：２／３助成、２０１９～２０２０年度：１／２助成） 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）（２／３助成） 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧火力発電技術開発［助成事業（２／３助成）］ 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発［委託事業］ 

１） 次世代ガス化システム技術開発 

２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

５） ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

６） 石炭火力の負荷変動対応技術開発 

７） ＣＯ２有効利用技術開発 

８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発［委託事業］ 

研究開発項目⑥ カーボンリサイクル・次世代火力推進事業［委託事業］ 
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研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発［助成事業（１／２

助成）］ 

研究開発項目⑧ ＣＯ２有効利用拠点における技術開発［委託・助成事業］ 

１） ＣＯ２有効利用拠点化推進事業［委託・助成事業］ 

２） 研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業［委託・助成事業］ 

研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発［委託・助成事業］ 

１） 化学品へのＣＯ₂利用技術開発［委託・助成事業］ 

２）液体燃料へのＣＯ₂利用技術開発［委託・助成事業］ 

３）コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ₂利用技術開発［委

託・助成事業］ 

４）気体燃料へのＣＯ２利用技術開発［委託・助成事業］ 

研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業［委託・助成事業］ 

１） 石炭利用環境対策推進事業［委託事業］ 

２） 石炭利用技術開発［助成事業（２／３助成）］ 

研究開発項目⑪ アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業［委託・助成事業］ 

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成される

委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発［委託・助成事業］ 

（２０２１年度までは「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施） 

１） 先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発［委託事業］ 

２） 先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究［委託・助成事業（１／

２）］ 

３） 二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発［委託事業］ 

４） 二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発［委託事業］ 

研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業［委託・助成事業］ 

１） 機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の技術開発・実証研究［委

託・助成事業］ 

２） 石炭火力の負荷変動対応技術開発・実証研究［委託・助成事業］ 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本事業は、ＮＥＤＯが単独又は複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究開発拠点を

有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準

獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りではない。）から、原則公募によって

実施者を選定し実施する。ただし、移管事業に関してはこの限りではない。 
ＮＥＤＯは、プロジェクトの進行全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技術的成果及

び政策的効果を最大化させるため、必要に応じてプロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」とい

う。）を任命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効率的かつ効果
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的に研究開発を推進する観点から、必要に応じて研究開発責任者（プロジェクトリーダー、以下

「ＰＬ」という。）を指名する。 
なお、研究開発項目ごとのＰＭ、ＰＬは以下のとおり。また、研究開発項目④２）、３）、４）

は、推進にあたって、燃料電池に関する情報共有と開発戦略の整合性を図るため、プロジェクト

チーム（ＰＴ）にＮＥＤＯスマートコミュニティ・エネルギーシステム部を加える。 
 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 吉田准一、ＰＬ：大崎クールジェン株式会社 菊池哲夫 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業 

１）１７００℃級ガスタービン 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 園山希、ＰＬ：三菱重工業株式会社 石坂浩一 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 山中康朗、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 吉田正平 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧実用化要素火力発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発 

１）次世代ガス化システム技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ要素研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 春山博司、ＰＬ：電源開発株式会社 早川宏 

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 福原敦、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 北川雄一郎 

４）燃料電池石炭ガス適用性研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 福原敦、ＰＬ：電源開発株式会社 大畑博資 

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人石炭エネルギーセンター 原田道昭 

６）石炭火力の負荷変動対応技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 野原正寛、ＰＬ：契約毎に設置 

   ７）ＣＯ２有効利用技術開発 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 天野五輪麿、ＰＬ：国立研究開発法人産業技術総合研究所 坂西欣也 

   ８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 森匠磨 

   ９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 新郷正志、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 渡辺 和徳 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 青戸冬樹、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 西里友志、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

  研究開発項目⑧ＣＯ２有効利用拠点における技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 吉田准一 

  研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発 
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    ＰＭ：ＮＥＤＯ 森伸浩 

  研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 齊藤英治   

研究開発項目⑪ アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 櫻井靖紘 

  研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 選定中  

  研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 井川純二 

（２）研究開発の運営管理 

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境の

変化等を適切に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的な方法

を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

①進捗把握・管理 

ＰＭは、ＰＬや研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、外

部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目標達成の見通し

を常に把握することに努める。 

 

②技術分野における動向の把握・分析 

ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、市場

動向等について調査し、技術の普及方策の分析及び検討を行う。 

 

３．研究開発の実施期間 

本事業の実施期間は、２０１６年度から２０２６年度までの１１年間とする。なお、研究開発

項目①及び②は２０１２年度から２０１５年度、研究開発項目③は２００８年度から２０１５年

度まで経済産業省により実施したが、２０１６年度からＮＥＤＯが実施している。研究開発項目

⑫は２０１８年度から２０２１年度まで「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」により実施したが、

２０２２年度より本事業で実施する。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、事業の意義及び目標達成度や成果に係る技術的意義

及び将来の産業への波及効果等について、評価を実施する。研究開発項目①～⑤、⑦～⑨、⑪に

ついては、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を行い、⑩については事業評価を行う。 
評価の時期については、研究開発項目①は、中間評価を２０１７年度、２０２０年度及び２０

２３年度に、前倒し事後評価を２０２５年度に実施する。研究開発項目②は、中間評価を２０１

８年度、事後評価を２０２１年度に実施する。研究開発項目④１）は、研究開発項目⑤と統合の

上、評価を行う。研究開発項目④２）は、事後評価を２０１９年度に実施する。研究開発項目④

３）、４）は、中間評価を２０１９年度に、事後評価を２０２２年度に実施する。研究開発項目

④５）は中間評価を２０１７年度に実施し、研究開発項目④６）は、中間評価を２０２０年度に、

前倒し事後評価を２０２３年度に実施し、研究開発項目④７）は前倒し事後評価を２０２１年度

に実施し、研究開発項目④８）は中間評価を２０２２年度に、事後評価を２０２５年度に実施し、
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研究開発項目④９）は前倒し事後評価を２０２１年度に実施する。研究開発項目⑤は、中間評価

を２０１７年度、前倒し事後評価を２０２０年度に実施する。研究開発項目⑥は、調査事業につ

いては内容に応じて研究開発項目①から⑤、⑦～⑪の中間評価、事後評価の際に合わせて評価を

実施し、共通基盤技術開発については研究開発項目⑨の中間評価、事後評価の際に合わせて評価

を実施、先導研究については内容に応じて研究開発項目⑨、⑪の中間評価、事後評価の際に合わ

せて評価を実施する。研究開発項目⑦は、中間評価を２０１９年度、事後評価を２０２２年度に

実施する。研究開発項目⑧および研究開発項目⑨１）、２）、３）は、中間評価を２０２２年度

及び２０２５年度、事後評価を２０２７年度に実施する。研究開発項目⑨４）は中間評価を２０

２３年度、前倒し事後評価を２０２６年度に実施する。研究開発項目⑩は、中間評価を２０１９

年度、２０２２年度、前倒し事後評価を２０２５年度に実施する。研究開発項目⑪は、事後評価

を２０２５年度に実施する。研究開発項目⑫は、中間評価を２０２２年度、事後評価を２０２５

年度に実施する。研究開発項目⑬は、中間評価を２０２４年度、前倒し事後評価を２０２６年度

に実施する。 

 

５．その他の重要事項 

（１）委託事業成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた事業成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努める。 

 

②標準化等との連携 

得られた事業成果については、標準化等との連携を図り、我が国の優れたカーボンリサイク

ル・次世代火力発電等技術を普及させるために、標準化への提案等を積極的に行う。 

 

③知的財産権の帰属 

事業成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、全て

委託先に帰属させることとする。 
なお、海外動向や国際展開を見据えた知財管理を行うとともに、海外における知財の確保を

積極的に推進する。 
 
④知財マネジメントに係る運用 
本プロジェクトのうち、研究開発項目①石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業６）、研究開

発項目④次世代火力発電基盤技術開発及び研究開発項目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推

進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利用拠点における技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削

減・有効利用実用化技術開発、研究開発項目⑩石炭利用環境対策事業及び研究開発項目⑪アン

モニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業、研究開発項目⑫ＣＯ２分離・回収技術の研究開

発、研究開発項目⑬火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトに

おける知財マネジメント基本方針」を適用する。 

 

⑤データマネジメントに係る運用 
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本プロジェクトのうち、研究開発項目①石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業６）、研究開

発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）、研究開発項目⑥カーボンリサイクル・次世代火力

推進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利用拠点における技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削

減・有効利用実用化技術開発、研究開発項目⑩石炭利用環境対策事業及び研究開発項目⑪アン

モニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業、研究開発項目⑫ＣＯ２分離・回収技術の研究開

発、研究開発項目⑬火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業のうち２０１８年度以降に公募

を行う事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトにおけるデータマネジメント基本方針」を適用する。 
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（２）基本計画の変更 

ＰＭは、当該事業の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研究開発動向、

政策動向、研究開発費の確保状況等、事業内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要に応じて目

標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、基本計画を見直す等の対

応を行う。 

 

（３）根拠法 

本事業は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一号ハ、第

三号及び第六号イに基づき実施する。 

 

（４）委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法 

   研究開発項目⑧においては委託先等以外の第三者の土地に拠点整備インフラを設置する予定

である。第三者の土地に設置した資産であっても、委託先は、委託事業終了後、有償により、Ｎ

ＥＤＯに帰属する資産をＮＥＤＯから譲り受けることとなっている（約款第20条の2①）。ただ

し、以下の要件を満たすものに限り、委託事業内における当該資産の解体撤去を実施できる。   

・事業目的達成後に、取得資産を設置した第三者の敷地等の速やかな原状回復を必要とし、か

つ、その時点で利活用できない資産（機能が著しく低下している、 移設するとその機能を失う

等、物理的に使用できない資産）である場合 

 

（５）その他 

最新の技術動向や政策上の必要性に鑑み、必要に応じた研究開発項目の追加や見直しを行う

ことがある。本事業の実施を通じて、イノベーションの担い手として重要な若手研究員及び女

性研究員の育成や中堅・中小・ベンチャー企業等を支援することとする。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）２０１６年１月、基本計画制定。 

（２）２０１６年４月、３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目③、 

④ １）と２）、⑤のＰＭの変更。 

５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の年度を１年後ろ倒し。 

  別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し。 

  研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒し。 

（３）２０１６年９月、５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の 

年度を１年後ろ倒ししたが、当初計画通りに戻す。 

別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し 

したが、当初計画通りに戻す。 

研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒しした 

が、当初計画通りに戻す。 

 （４）２０１７年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（２）研究開発の目標並びに（３）研究開発の内容に、研

究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発６）石炭火力の競争力強化技術開発、７）ＣＯ２有
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効利用技術開発及び研究開発項目⑦次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発の内

容を追加した。 

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の①及び⑥の実施時期を修正し、並びに④１）、５）の前倒しの区分を

明確化し、④６）、７）、⑦を追加した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に知財マネジメント

適用プロジェクト名を追記した。 

（５）２０１７年５月 

３．研究開発の実施体制（１）研究開発実施体制 研究開発項目②の１）と２）及び④の６）

のＰＭの変更。 

（６）２０１７年６月 

    研究開発項目④の１）３．達成目標に中間目標を設定し、２０１７年度に中間評価を実施す

る。 

 （７）２０１８年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容のうち、研究開発項目①の２）、３）

の助成率を変更した。また、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）流動床ガス化燃

焼を応用した石炭利用技術開発、９）機動性に優れる広付加帯高効率ガスタービン複合発電の

要素研究の内容を追加した。また、研究開発項目④次世代火力基盤技術開発１）次世代ガス化

システム技術開発を、研究開発項目⑤に統合し、研究開発項目⑤の名称を変更した。 

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の④１）、６）、８）、９）の評価時期を追記・修正した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に注釈を追記した。 

 （８）２０１８年７月 

   ３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目④２）、８）のＰＭの変更、及

び、研究開発項目④５）のＰＬの変更、研究開発項目④６）のＰＬの記載変更。別紙 研究開発

項目⑥ １．研究開発の必要性、２．具体的研究内容にかかる記載を一部変更した（バイオマス

に係る記載の追記）。 
 （９）２０１８年９月 
   ３．研究開発の実施方式において、研究開発項目①及び研究開発項目④７）、９）のＰＬの変

更、４．研究開発の実施期間の変更、５．評価に関する事項の研究開発項目①の中間評価時期

及び事後評価時期の変更、研究開発項目④２）の評価時期変更、研究開発項目④５）の事後評

価を削除。６．その他の重要事項のデータマネジメントに係る運用に研究開発項目①３）を追

記。また、別紙 研究開発項目①について、期間の延長および、２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹

ＩＧＣＣ実証の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 研究開発項目④９）について、目標値を

補足。研究開発スケジュール表の修正。 

（１０）２０１９年１月 

  １．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容において、研究開発項目②１）の助

成率の変更。５．評価に係る事項において、研究開発項目⑦の中間評価の追加及び事後評価時

期の変更、研究開発項目④８）の前倒し事後評価時期の変更。別紙 研究開発項目④８）の実施

期間の変更。別紙 研究開発項目④９）の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 研究開発項目⑥
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の２．具体的研究内容に燃料多様化に係る記載を追記。別紙 研究開発項目⑦の実施期間の変更

及び中間目標の策定、最終目標年度の変更。研究開発スケジュール表の修正。 

（１１）２０１９年７月 

  和暦から西暦へ表記修正。３．研究開発の実施方式において、研究開発項目④６）、７）、

９）、⑤及び⑦のＰＭの変更。５．評価に関する事項において、研究開発項目④３）、４）の

中間評価の追加及び研究開発項目④２）、３）、４）の事後評価時期の変更。別紙 研究開発

項目④３）、４）について、実施期間の延長、中間目標の策定及び最終目標の修正。研究開発

項目⑥の文言修正。研究開発スケジュール表の修正。その他誤記修正。 

（１２）２０２０年２月 

  改訂： 基本計画の名称変更、基本計画「クリーンコール技術開発」の統合による記載内容の

移管、１．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開発の目

的・目標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制

において名称変更と項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更及び追加、４．評

価に関する事項において評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメントに係る運用⑤

データマネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加、研究開発項目④３）４）に

おいて中間評価結果反映のため最終目標を追記。研究開発項目⑧⑨の追加、研究開発項目⑩の

移管。 

（１３）２０２０年３月 

  ５．その他重要事項（４）委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法、（５）そ

の他において追記。 

（１４）２０２０年７月 

   ２．研究開発の実施方式 （１）研究開発の実施体制 研究開発項目②２） ④３）、４）、

８） ⑧、⑨のＰＭと研究開発項目④８）の名称を変更。別紙 研究開発項目④８）１．研究

開発の必要性、２．具体的研究内容、３．達成目標の記載から噴流床ガス化技術に係る記載を

追加 別紙 研究開発項目⑤ ２．具体的研究内容の記載から噴流床ガス化技術（ポリジェネ

レーション）に係る記載を削除。研究開発スケジュール表の修正。その他誤記修正。 
 （１５）２０２０年９月 
   ２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制 研究開発項目①、④６）、⑧の PM を変

更、④４）の PL を変更、⑧と⑨の PL に関する記載を削除。 
 （１６）２０２０年１０月 
   ２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制 研究開発項目①、⑧の PM を変更。 
 （１７）２０２１年１月 

   １．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開発の目的・目

標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制におい

て項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更、４．評価に関する事項において評

価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメントに係る運用⑤データマネジメントに係る

運用において対象研究開発項目の追加、研究開発項目①２）の内容拡充、研究開発項目①４）

５）、⑨４）の追加。研究開発項目⑪の追加。 

 （１８）２０２１年５月、２．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目④ ３）、

４）、６）、７）及び８）、研究開発項目⑦、研究開発項目⑩のＰＭの変更。 

（１９）２０２１年６月 
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１．研究開発の目的・目標・内容（３）研究開発項目⑨３）における項目名の変更。別紙 研究

開発項目⑨３）の項目名の変更および内容の拡充。 

（２０）２０２１年７月 

５．その他の重要事項（１）委託事業成果の取扱い④知財マネジメントに係る運用及び⑤デー

タマネジメントに係る運用における対象研究開発項目の変更。 

（２１）２０２２年３月 

１．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開発の目的・目

標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制におい

て項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更及び記載の追加、４．評価に関する

事項において評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメントに係る運用、⑤データマ

ネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加。別紙において、研究開発項目⑦、研

究開発項目⑧、研究開発項目⑨、研究開発項目⑪において期間変更及び研究開発項目⑫、研究

開発項目⑬の追加。 

（２２）２０２２年８月 

  ２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制における部署名の変更。別紙研究開発項目

⑥２．の組織名の修正。 

(２３) ２０２２年１１月 

  ２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制における研究開発項目①、⑧、⑨、⑩、

⑪、⑬のＰＭの変更、研究開発項目①のＰＬの変更。 

（２４）２０２２年●月 

   １．研究開発の目的・目標・内容（２）②において内容の見直し、（３）において項目の追加

及び助成フェーズの追加、４．評価に関する事項において評価時期の変更、５（１）④知財マネジメ

ントに係る運用及び⑤データマネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加。別紙におい

て、研究開発項目①の追加、研究開発項目④６）及び⑬において期間変更、研究開発項目⑥において

文言修正、研究開発項目⑫において助成フェーズの追加。
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研究開発項目① 「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 

 

１．研究開発の必要性 

石炭は、他の化石燃料と比べ、可採年数が約１１０年と長く、かつ世界各国に幅広く分布する等、

供給安定性が高く、経済性に優れることから、エネルギー自給率が極めて低い我が国にとって重要

な一次エネルギー源であり、発電の分野においても石炭火力発電は発電電力量の約３割を占める重

要な電源の一つである。 

一方で、石炭は他の化石燃料と比べ、燃焼時の単位発熱量当たりのＣＯ２排出量が多く、地球環境

面での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についてもさらなるＣＯ２排出量の抑

制が求められている。 

したがって、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減の観点から本事業を実施する必要性が

ある。 

２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、石炭火力発電は、「安定供給

性や経済性に優れた重要なベースロード電源」と評価されている一方、「温室効果ガスの排出量が

多いという課題がある」と指摘され、その課題を解決すべく、次世代高効率石炭火力発電技術とし

て、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）の開発・実用化を進めるとともに、２０２０年頃の二酸化炭

素回収貯留（ＣＣＳ）の実用化を目指した研究開発を行うことが盛り込まれている。 

その後、エネルギー基本計画を踏まえ、２０１４年１２月にまとめられた「エネルギー関係技術

開発ロードマップ」において、「高効率石炭火力発電」、「二酸化炭素回収・貯留技術」が国際展

開も見据えた形で整理されている。 

２０２１年１０月「第６次エネルギー基本計画」において、石炭火力は、再生可能エネルギーを

最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待されるが、電源構成における比率は、安定供給

の確保を大前提に低減させる一方で、脱炭素化を見据えつつ、次世代の高効率石炭火力発電技術で

あるＩＧＣＣや石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）などの技術開発等を推進することが盛り

込まれている。 

以上のとおり、石炭火力発電におけるＣＯ２排出量の課題を克服していくことが一層重要となって

おり、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減を目指す本事業の必要性は大きい。 

 

２．具体的研究内容 

本事業では、石炭火力発電から排出されるＣＯ２を大幅に削減させるべく、究極の高効率石炭火力

発電技術であるＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収を組み合わせた実証試験やバイオマス混合ガス化技術の

開発を行い、革新的低炭素石炭火力発電の実現を目指す。 

 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

ＩＧＦＣの基幹技術である酸素吹ＩＧＣＣの実証試験設備により、性能（発電効率、環境性能）、

運用性（起動停止時間、負荷変化率等）、経済性及び信頼性に係る実証を行う。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成） 

酸素吹ＩＧＣＣ実証試験設備とＣＯ２分離・回収設備を組み合わせて、ＣＯ２分離・回収型石炭火

力システムとしての性能、運用性、信頼性及び経済性に係る実証を行う。また、ＣＯ２分離・回収装

置を追設した場合のＩＧＣＣ運用性について実証を行う。更に、ＣＯ２分離・回収と組み合わせたＣ

別紙 
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Ｏ２液化プロセスを構築する。加えて、ＩＧＣＣの負荷変動に対応したＣＯ２分離・回収装置とＩＧ

ＣＣ設備の運用性について実証を行う。 

 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成） 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムと燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの燃料電池

への利用可能性を確認し、最適なＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣシステムの実証を行う。 

 

 ４）信頼性向上、低コスト化(１／３助成） 

  酸素吹ＩＧＣＣシステムの早期商用化を実現すべく、設備信頼性の向上及び経済性の改善に係る

実証を行う。 

 

 ５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発（１／２助成） 

  ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステム及びＩＧＦＣシステムのＣＯ２分離・回収設備の負荷変動に

対応すべく、ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービンの環境性能、安定性、信頼性に係る要素技

術開発を実施する。 

 

 ６）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣにおけるバイオマス混合ガス化技術開発（委託、１／２助成） 

  石炭火力発電の更なる脱炭素化を目指し、ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣにおけるバイオマス燃料混

合のための基礎的データの収集・分析、要素技術の開発を行うと共に、ＩＧＣＣシステム全体への影

響を検証し、石炭バイオマス混合ガス化発電に必要な技術を確立する。 

（ａ）要素研究（委託） 

燃料搬送及びガス化の各工程における石炭バイオマス混合燃料の挙動や特性、微量物質の影響に

関する基礎データを収集する。 

（ｂ）実用化研究（１／２助成） 

バイオマス混合ガス化試験を行い、バイオマス混合に適応した燃料供給システム、ガス化・

チャーリサイクル手法、微量物質処理の各技術を開発するとともに、ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣ設

備全体のシステム検証評価を行う。 

 

３．達成目標 

[実施期間] 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１２年度～２０１８年度（うち２０１２年度～２０１５年度は経済

産業省において実施） 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１６年度～２０２２年度 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証：２０１８年度～２０２２年度 

４）信頼性向上、低コスト化：２０２１年度～２０２２年度 

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発：２０２１年度～２０２５年度 

６）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣにおけるバイオマス混合ガス化技術開発：２０２３年度～２０２

４年度 

 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

［中間目標（２０１７年度）］ 
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（ａ）発電効率：４０．５％程度（送電端効率、高位発熱量基準）を達成する。 

商用機の１／２～１／３倍の規模で、１３００℃級ガスタービンを採用する実証試験設備によ

り送電端効率（高位発熱量基準）４０．５％を達成すれば、１５００℃級ガスタービンを採用す

る商用機（石炭処理量２，０００～３，０００ｔ/ｄ）で送電端効率約４６％を達成する見通しが

得られる。 

 

（ｂ）環境性能：「ＳＯｘ＜８ｐｐｍ」、「ＮＯｘ＜５ｐｐｍ」、「ばいじん＜３ｍｇ／Ｎｍ３」を

達成する（Ｏ２＝１６％）。 

我が国における最新の微粉炭火力は世界的に見ても最高水準の環境諸元を達成しており、酸素

吹ＩＧＣＣを導入する場合には同等の環境諸元を達成することが求められる。 

 

［最終目標（２０１８年度）］ 

（ａ）プラント制御性運用性：事業用火力発電設備として必要な運転特性及び制御性を確認する。 

我が国における微粉炭火力はベースからミドル電源として運用されており、酸素吹ＩＧＣＣ商

用機を導入する場合にも同等の制御性、運用性を確保する。 

 

（ｂ）設備信頼性：商用機において年間利用率７０％以上の見通しを得る。 

我が国における微粉炭火力は年間利用率７０％以上で運用されており、酸素吹ＩＧＣＣ商用機

を導入する場合にも同等の設備信頼性を確保する。 

 

（ｃ）多炭種適用性：灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。  

酸素吹ＩＧＣＣ商用機には、微粉炭火力に適合し難い灰融点の低い亜瀝青炭から、微粉炭火力

に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭までの適用炭種の広さが求められる。商用化に向け、実用

化時期や日本への供給可能性も考慮に入れつつ、性能と経済性を評価する。 

 

（ｄ）経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下となる見通しを得る。 

国内外において酸素吹ＩＧＣＣ商用機の普及を促進するためには、発電原価を微粉炭火力と同

等以下とすることが求められる。また、海外普及を目的としたマイルストーンを検討する。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

［中間目標（２０１７年度）］ 

ＣＯ２分離・回収設備の詳細設計を完了する。 

 

［中間目標（２０２０年度）］ 

（ａ）基本性能（発電効率）：新設商用機において、ＣＯ２を９０％回収しつつ、発電効率４０％

（送電端効率、高位発熱量基準）程度の見通しを得る。 

ＣＯ２回収時のエネルギーロスによる発電効率の低下という課題に対し、ＣＯ２を９０％回収

（全量ガス処理）しながらも、現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率４０％程度の見通しを

得る。これを実現するために、実証機プラントにおいて、ＣＯ２分離・回収にかかるエネルギー

原単位「０．９０ＧＪ/ｔ-ＣＯ２（電気エネルギー換算）」を発電効率に係る性能として確認す

る。 
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（ｂ）基本性能（回収効率・純度）：ＣＯ２分離・回収装置における「ＣＯ２回収効率＞９０％」、

「回収ＣＯ２純度＞９９％」を達成する。 

革新的低炭素型石炭火力の実現のためにＣＯ２分離・回収装置単体における回収効率は９０％

以上を目標とする。ＣＯ２地中貯留から求められる可能性があるＣＯ２純度について、湿式物理吸

収法を使って定常運転時、体積百分率９９％以上を目標とする。 

 

（ｃ）プラント運用性・信頼性：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステムの運用手法を確立し、信頼性

を検証する。 

商用機において、ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムを構築するには、プラントの起

動停止や、発電所特有の負荷変動等に対し、ＩＧＣＣ本体に追従したＣＯ２分離・回収装置の運

用手法を確立し、信頼性を検証する。また、生成ガスの全量をＣＯ２分離した場合のＩＧＣＣ運

転との相互影響やガスタービン性能についても検証する。 

 

（ｄ）経済性：商用機におけるＣＯ２分離・回収の費用原単位を評価する。 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣを普及させるに当たっては、費用原単位評価が必要であり、

ＣＯ２分離・回収装置建設時期や発電所敷地等の制約に応じた評価を実施する。また、実用化・

事業化に向けたマイルストーンを検討する。 

 

（ｅ）ＩＧＣＣプラント運用性： 

ＣＯ２分離・回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運転への影響を確認し、運用性を検証する。 

 

［最終目標（２０２２年度）］ 

ＣＯ２液化プロセス開発：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣとＣＯ２液化を組み合わせた場合の最適

プロセスを構築する。 

   ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ＩＧＣＣ運用性向上：ＩＧＣＣの負荷変動に伴うＣＯ２分離・回

収設備の追従性を確認し、運用性を検証する。 

 

 ３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

［中間目標（２０２０年度）］ 

   ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証設備の詳細設計を完了する。また、機器製作に着手する。 

 

［最終目標（２０２２年度）］ 

５００ＭＷ級の商業機に適用した場合に、ＣＯ２回収率９０％の条件で、４７％程度の発電効率

（送電端効率、高位発熱量基準）達成の見通しを得る。 

 

 ４）信頼性向上、低コスト化 

［最終目標（２０２２年度）］ 

   信頼性向上により５,０００時間以上の長期運転の達成、また経済性向上により早期商用化の見

通しを得る。 

 



 

添付資料（プロジェクト基本計画）-18 
 

 ５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発 

［中間目標（２０２３年度）］ 

水素濃度の変動に対応した燃焼試験を開始する。 

 

［最終目標（２０２５年度）］ 

ＣＯ２分離・回収の負荷変動に伴う、経時的な水素濃度変化に対応したガスタービン燃焼技術

を確立する。 

 

６）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣにおけるバイオマス混合ガス化技術開発 

［中間目標（２０２３年度）］ 

（ａ）要素研究（委託） 

ＩＧＣＣシステムでの石炭とバイオマスの共ガス化技術の実現に求められる石炭バイオマス混

合燃料の挙動や特性、微量物質の影響に関する基礎データを収集・分析し、石炭バイオマス混合

比５０％（熱量比）実現に向けた課題を抽出する。 

 

（ｂ）実用化研究（１／２助成） 

大規模ＩＧＣＣシステムでの石炭とバイオマスの共ガス化技術の開発に向けた検討を開始する。 

 

[最終目標（２０２４年度）] 

 ＩＧＣＣシステムでのバイオマス混合燃料の粉体供給性能、ガス化性能および微量物質挙動を評価

し、（ａ）要素研究の結果も踏まえ、石炭バイオマス混合比５０％（熱量比）に適用可能な石炭とバ

イオマスの共ガス化技術を開発する。 
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研究開発項目② 「高効率ガスタービン技術実証事業」 

[実施期間] 

１７００℃級ガスタービン：２０１２年度～２０２０年度（うち２０１２年度～２０１５年度は

経済産業省において実施） 

高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）：２０１２年度～２０１７年度（うち２０１２年度～

２０１５年度は経済産業省において実施） 

 

１．研究開発の必要性 

２００８年３月に閣議決定された「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ―エネルギー革新技術計画」において、

天然ガスタービンの高効率化が環境負荷低減の実現のための重要な技術開発であると位置づけられ

ている。また、２０１１年８月に制定された「第４期科学技術基本計画」においては、安定的なエ

ネルギー供給と低炭素化の実現のため火力発電の高効率化に資する技術開発は重点的な取組として

位置づけられている。 

欧米は巨額の研究開発費を投じており、厳しい国際競争の中で我が国の優位性を維持するため、

また電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、コンバインド

効率向上、ＣＯ２排出量削減を達成するため、１７００℃級に必要な革新的技術開発に取り組み、早

期に実用化する事が必要である。 

また、高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は、ガスタービンサイクルを改良したシステム

であり、比較的早期に実用化が期待できる高効率発電システムで、電力産業の短中期的ニーズに対

応する中小容量機（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％（高位発熱量基準）→５１％（高位発熱

量基準）以上）を目的とした日本オリジナルの技術であり、世界初となるＡＨＡＴの実用化は急務

である。 

これらの政策を実現するために、発電規模に応じた発電熱効率の一層の向上が必要であり、ガス

タービン高温部品の技術向上と発電サイクルの工夫が必要不可欠である。また、環境負荷の少ない

発電システムを開発することは、電力の安定的かつ低廉な供給を確保する上で極めて重要な対策で

ある。 

さらに、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）や石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）における

更なる効率向上には、将来的に１７００℃級ガスタービンやＡＨＡＴシステムの導入が不可欠であ

る。 

 

２．具体的研究内容 

１）１７００℃級ガスタービン 

１７００℃級ガスタービンにおける性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発を実施する。

例として、製造技術・検査技術の開発、超高温高負荷タービンの信頼性向上、過酷環境下での

データ取得のための特殊計測技術開発等を実施する。また、１７００℃級での実証運転時におけ

る特殊計測の実施、試運転データの評価・分析を行い、商用化の検討を実施する。 

 

２）ＡＨＡＴ 

ＡＨＡＴシステムについては、ユーザーニーズとしてミドル運用以上（年間５０回以上の起

動・停止）における長期信頼性が求められていることから、既存４０ＭＷ級総合試験装置の改造
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による実証機製作、実証試験による長期信頼性評価を実施する。また、実証機試験結果を用いて

商用機化の検討を実施する。 

３．達成目標 

１）１７００℃級ガスタービン 

[中間目標（２０１８年度）] 

１７００℃級ガスタービンの性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発により、商用機に適

用できる見通しを得た上で、設計・製作の仕様を決定する。 

 [最終目標（２０２０年度）] 

１７００℃級ガスタービンの実証試験データの取得、及び評価を実施し、送電端効率５７％達

成（高位発熱量基準）の見通しを得る。 

 

２）ＡＨＡＴ 

[最終目標（２０１７年度）] 

実証機を用いた試験により、長期信頼性の実証として以下を達成する。 

・ミドル運用（年間５０回以上の起動・停止）の２倍である年間１００回以上の起動・停止

での実証試験を実施し、等価運転時間 １０，０００時間以上を確保する。 

（等価運転時間とは、起動・停止等の機械装置の寿命を考慮し、同等の連続運転時間とみ

なせる運転時間） 
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研究開発項目③ 「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」 

[実施期間]２００８年度～２０１６年度（うち２００８年度～２０１５年度は経済産業省において実

施） 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高温度

は６３０℃程度が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩により７００℃以上

の蒸気温度を達成できる先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（Ａ－ＵＳＣ）の実現可能性

が見えてきた。 

本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要に対応する

ため、高い発電効率を実現できるＡ－ＵＳＣの開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）システム設計、設計技術 

   基本設計、配置最適化、経済性の試算 

 （２）ボイラ要素技術 

   ７００℃級候補材料について、耐久試験により、１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （３）タービン要素技術 

   大型鋼塊の製造性を確認するとともに１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （４）高温弁要素技術 

   実缶試験・回転試験に組み込み、信頼性を確認する 

 （５）実缶試験・回転試験 

   実缶試験、回転試験により、ボイラ要素及びタービン要素の信頼性の実証を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１６年度）] 

 蒸気温度を７００℃へ高めるための要素技術開発を実施し、２０２０年以降において商用プラン

トでの送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得る。  
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
１） 次世代ガス化システム技術開発 
[実施期間]２０１５年度～２０１８年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技

術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロー

ド電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、石炭ガ

ス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推進すること

とされている。中長期的には、さらなる高効率化に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを効率でしのぐ

次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を実施する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 
次世代高効率石炭ガス化発電システムについて、冷ガス効率及び送電端効率の向上並びに実用化

に向けた技術開発を実施する。 

酸素吹石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼させ、

石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置等の所内

動力の増加により送電端効率が低下することが効率向上のための課題となっている。 

そこで、熱分解の一部を、ガスタービン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置

き換えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電端効率の

向上を目指す。 

これまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧＣＣガス化炉への高温の水蒸

気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー効率の高い酸素製造技術を組み込

んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向上、の可能性があることが分かった。そ

こで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 
噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化炉で

の検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 

（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経済性

検討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

 既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発電シ

ステムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気添加ガス化試験方法を確立する。 

[最終目標（２０１８年度）] 
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既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス化発

電システムの見通しを得る。 

２０１８年度以降については研究開発項目⑤ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発と統合して、

新名称 研究開発項目⑤ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発とする。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技

術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は石炭をガス化させ、燃料電池、ガスタービン、蒸気

タービンの３種の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率発電技術

として、実現が望まれている。 

クールアースエネルギー革新技術開発ロードマップにおいても２０２５年頃の高効率石炭火力発

電技術として５５％の送電端効率を目指すＩＧＦＣが位置づけられている。 

ＩＧＦＣにおいては、燃料である石炭ガス化ガスに多種類の微量成分が含まれており、この微量

成分の一部が燃料電池の劣化を招き、長期信頼性を損なう可能性があることが懸念されている。 

そのため、ＩＧＦＣの実現に向けては、石炭ガス化ガス中の微量成分の燃料電池への影響を把握

するとともに、燃料電池の被毒成分に対するガス精製技術を確立することが必要である。 

 

２．具体的研究内容 

燃料電池用ガス精製技術と燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの模擬ガス試験により燃料電

池の被毒耐性を確認する。また、特定された被毒成分に対して、成分を許容レベルまで除去するガ

ス精製技術を検討し、模擬ガスによる性能評価を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１７年度）] 

・模擬ガス試験により燃料電池の被毒耐性を評価する。 

・模擬ガス試験により燃料電池用ガス精製技術性能を評価し、ガス精製技術を確立する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０１５年７月に経済産業省における「次世代火力発電の早期実現に向けた協議会」により策定

された「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ガスタービン燃料電池複合発電（Ｇ

ＴＦＣ）については、小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化、量産化を進め、ＳＯＦＣのコ

スト低減を図り、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ級）の実証事業を経て、発電効率６３％程度、ＣＯ２

排出原単位：２８０ｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ程度を達成し、２０２５年頃に技術を確立することが示され

ている。また、量産後は従来機並の発電単価を実現することとされている。 

さらには、同ロードマップにおいて、ＩＧＦＣの技術を確立するためには、ＧＴＦＣの開発成果

を活用していくことが示されており、次世代火力発電技術の早期確立に向けて、本事業の必要性は

高い。 

 

２．具体的研究内容 

小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化及び量産化を進め、ＳＯＦＣのコスト低減を図る。

さらに、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発し、中小型ＧＴＦＣの技術実証に活用す

る。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１９年度）] 

中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発する。 

・高圧ＳＯＦＣモジュールを開発する。 

・ガスタービンとの連係技術を確立する（燃焼器、燃料／空気差圧制御系、排燃料・排空気・空

気抽気）。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

  中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を確立する。 

・燃料電池の高性能化による中小型ＧＴＦＣシステムの最適化を行う。 

・小型ＧＴＦＣ（出力１，０００ｋＷ級）において、５７％ＬＨＶ（低位発熱量基準）の発電効

率（送電端）の見通しを得る。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は、石炭をガス化し、燃料電池、ガスタービン、蒸気

タービンの３種類の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率石炭火

力発電技術として、その実現が望まれている。 

「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ＩＧＦＣの開発方針として、２０２５年

度頃技術確立、発電効率５５％及び量産後従来機並の発電単価の実現を目指すことが示された。 

ＩＧＦＣを構成する高温型燃料電池については、現在、天然ガスを燃料とした燃料電池の開発が

進んでいるが、石炭ガスを燃料とした場合の適用性についての検証及びシステムの検討を行う必要

性がある。 

燃料を石炭ガスとした場合に、燃料電池の劣化を引き起こすガス中被毒成分濃度の確認と被毒成

分の除去技術についての研究は、すでに着手されている。 

ＩＧＦＣを構成する燃料電池モジュールについて、石炭ガスを燃料とした場合の運用性や性能を

把握する必要があることから、実燃料電池モジュールを用いた石炭ガス燃料の適用性試験を行い、

その結果を踏まえて、ＩＧＦＣの技術確立に必要な実証機に係るシステム検討を行う必要性がある。 

 

２．具体的研究内容 

（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

  国内外における高温型燃料電池及びＩＧＦＣの技術開発動向をレビューすることにより、最新情

報を入手し、ＩＧＦＣの実用化に向けた課題の整理を行う。商用機システムとして、ＣＯ２分離・回

収を行わないＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣについて、ケーススタディを行い、送電端効率

とコストの試算を行う。ＩＧＦＣの実用化に向けた課題、商用化システムの検討結果及び（２）の

成果を踏まえて、ＩＧＦＣ実証システムについて検討を行い、実証機の容量を決定のうえ、試設計

を行う。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

  石炭ガス燃料の適用性試験に供する高温型燃料電池モジュールについては、天然ガス燃料で既に

実用化されている燃料電池モジュールとする。本試験に係る設計、製作、据付け等を行い、まず、

天然ガスを燃料とした試運転を行う。次いで、天然ガスをＨ２リッチガスに改質した燃料を用い、燃

料電池モジュールの運用性、性能等を把握するとともに、天然ガス燃料の場合との比較から課題を

抽出する。さらに、石炭ガス化の実ガスを燃料として、燃料電池の被毒成分をガス精製によりク

リーンナップしたうえで燃料電池モジュールに供給し、その運用性、性能等を把握するとともに、

石炭ガス適用時の課題を抽出する。さらに、これまで実績のない石炭ガスによる運転を行うことか

ら、燃料電池セル及びモジュール内部構造への影響を把握するため、装置の解体調査を行い、石炭

ガス適用時の課題を抽出する。 

 

 

３．達成目標 
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（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

[最終目標（２０１９年度）] 

ＩＧＦＣ実証機の容量を決定し、実証機の試設計を完了する。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

[中間目標（２０１９年度）] 

Ｈ２リッチガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの基本性能を確認するとともに、発電性能

を最適化するための運用性を確立する。また、石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュール

の基本性能を確認する。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの運用性と性能を把握し、課題を抽出する。ま

た、石炭ガス適用時の燃料電池出力変化率を天然ガスと同等の１％／ｍｉｎ程度とする石炭ガス化

炉連係システムを構築する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技

術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロー

ド電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、環境負

荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとされている。 

現在、石炭の燃焼排ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２の分離・回収技術

の開発が進められているが、ＣＯ２分離・回収工程において多くのエネルギー損失が発生することが

課題となっている。これを解決するため、エネルギー損失のない高効率でありながら、ＣＯ２の分

離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 
従来、石炭の燃焼時の排気ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２分離・回収

に当たっては、この過程における多くのエネルギー損失が課題となっているが、ＣＯ２分離型化学燃

焼石炭利用技術においては、酸素キャリアとなる金属を媒体とする石炭の燃焼反応と金属の酸化反

応を二つの反応器で別個に発生させることにより、ＣＯ２の分離・回収装置及び空気分離装置が不要

となり、エネルギー損失のないＣＯ２の分離・回収が可能である。 

さらに、ＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電は、流動床燃焼技術を用いることから多様な燃料（低

品位炭、バイオマス等）が活用でき、ＩＧＣＣやＡ－ＵＳＣが大規模プラントであるのに対して、

中小規模プラント（１０～５０万ｋＷ）におけるＣＯ２の分離・回収に適しているといった特長があ

る。 

しかしながら、実用化に向けては、酸素キャリアのコスト抑制及び反応塔の小型化に向けた酸素

キャリアの反応性の向上という課題がある。 

そこで、有望な酸素キャリアの評価と選定並びにプラント構築を目的として、以下の項目を実施

する。 

（１）酸素キャリアの評価と選定 
酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等について要素試験にて評価を行い、コストを踏ま

えて選定する。 

（２）プラント試設計及び経済性検討 

酸素キャリアの反応性からプロセス解析を行うとともに酸素キャリアの流動や循環を検討し、

プラント試設計を行う。この結果をもとに経済性検討を行う。 

（３）ベンチ試験装置によるプロセス検証 

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等並びに流動や循環を含むプラントの成立性を検証

するため、ベンチ試験装置を製作し、試験・評価を行う。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるキャリアを選定する。 
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[最終目標（２０２０年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電シス

テムを提示する。 

 

２０１７年度の中間評価で、中間目標は達成したものの「データ解釈の精密化と実用的な設計

提案の立案についてより深く検討する」ことが求められたことから、研究開発体制を見直す必要

があると考えた。従って２０１７年度で本研究を中止し、研究開発の内容を見直し、ラボ試験を

行いデータを蓄積し精度向上を図ると共に、実用的な設計立案に向け、実機設計技術の確立を目

指した要素研究を「研究開発項目④８）流動床ガス化燃焼技術を応用した石炭利用技術開発」で

実施する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
６）石炭火力の負荷変動対応技術開発 

[実施期間]２０１７年度～２０２３年度 

 

１．研究開発の必要性 

日本の石炭火力発電所は、長年の技術開発の成果により、高い発電効率や排出ガス対策で、世界

的に最高レベルの技術を有している。しかしながら、日本の技術を採用したプラント価格は、他の

国のプラントに比べて高価であるため、国際市場に於いて必ずしも高い競争力を有しておらず、海

外での導入事例も限られているのが現状である。日本の石炭火力発電所が受注に至った地域では、

厳しい技術要件が定められており、日本の高効率発電技術が入札時に評価されている一方、他国性

の石炭火力発電所を導入した諸外国のユーザーの多くが、稼働率の低下をはじめとしたオペレー

ション上の様々な課題を抱えている。 

また、２０１９年７月に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」において、石炭は「現状

において安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として評価されているが、再

生可能エネルギーの導入拡大に伴い、適切に出力調整を行う必要性が高まると見込まれる」とされ

ている。さらに、２０２１年１０月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」において、今

後、石炭火力は、電源構成における比率は、安定供給の確保を大前提に低減とされている一方で、

「再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待される」とされている。 

今後とりわけ自然変動電源（太陽光・風力）の導入が拡大する中で、電力の需給バランスを維持

し周波数を安定化するために、火力発電等による調整力の一層の確保と信頼性・運用性の向上が求

められている。 

そこで本事業では、石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるため

の先進的な技術開発を実施する。そのことにより、日本の石炭火力発電プラントの競争力向上にも

寄与する。 

 

２．具体的研究内容 

負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術およ

び石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な技術開発

を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０２０年度）] 

長期保守契約（ＬＴＳＡ）等に寄与できる各種モニタリング・センシング・解析等の要素技術を

確立する。 

 

[最終目標（２０２３年度）] 

  負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術およ

び石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な技術の見

通しを得る。  
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
７）ＣＯ２有効利用技術開発 

[実施期間]２０１７年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国内の

発電供給量の２６％を担う重要な電源である。 

しかし、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が比較的多く、将来的にＣＯ２分離・回収有効利

用：Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ （ＣＣＵ）が検討されている。

現時点ではＣＯ２の大規模処理が困難であるものの、有価物の製造等により利益を創出する可能性が

ある。 

２０３０年度以降を見据え、将来の有望なＣＣＵ技術の確立を目指して、我が国の優れたＣＣＴ 

（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）等に、更なる産業競争力を賦与する事が可能なＣ

ＣＵ技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 

短～中期において大規模且つ高濃度のＣＯ２ (９９%以上)を、エネルギーとして工業的に活用可能

な技術開発を実施する。一例として、メタネーション技術については石炭火力発電所等から回収し

た高濃度ＣＯ２の適用性を評価する。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２１年度）] 

事業終了時に本事業として実施するＣＯ２有効利用技術の適用性を確認する。一例としては、将来

的に天然ガス代替では０．９ 円～１．４ 円／ＭＪ （ＬＨＶ）を見通す経済性を評価する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画において、石炭火力は、安定供給性と経済性に優れたエネルギー源として評

価されているものの、温室効果ガスの排出量が多いという問題があるため、脱炭素化を見据えた高

効率化が望まれている。 

石炭火力からのＣＯ２排出抑制技術としては、ＣＯ２の分離・回収技術があるが、エネルギー損失

が大きいことから、発電システムとしてＣＯ２を分離・回収できるガス化技術を適用した技術が有望

視されている。また、この技術は、バイオマスや炭素系廃棄物等を燃料として発電することによる

ＣＯ２排出削減や有価な生産物（水素や化学品等）の製造に応用できる技術として期待されている。 

本事業ではガス化技術を適用して、燃料を多様化するとともに、有価な生産物を併産することで、

ＣＯ２分離・回収コストの低減を目指したＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムを構築

する火力発電設備設計技術の確立に向けた技術開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 
ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムを構築可能な技術として、流動床ガス化燃焼技

術と噴流床ガス化技術がある。 
（１） 流動床ガス化燃焼技術の適用 

流動床ガス化燃焼技術は、流動床技術をベースとして、空気燃焼塔、揮発分（可燃性ガス）反応

塔、石炭反応塔（ガス化）で構成され、流動材（酸素キャリア）を媒介として空気燃焼塔で流動材

を酸化し、酸化された流動材を揮発分反応塔、石炭反応塔に供給し、酸化された流動材の酸素を用

いて石炭をガス化し、発生した可燃性ガスを燃焼させるシステムで、窒素が揮発分反応塔や石炭反

応塔に同伴されないことから、石炭は燃焼後、ＣＯ２、水蒸気、ばいじんとなる。煤塵を集塵機で捕

集し、ガス温度を下げることで水蒸気を凝縮するとＣＯ２ガスのみが分離・回収できる。 

  本技術は中小規模（１００ＭＷ級）の発電プラントにも適用でき、多様な燃料（低品位炭、バイ

オマス等）に活用できる。また、水素反応器を追加することにより、水素併産が期待できる。また、

別置きのＣＯ２分離・回収装置や空気分離装置が不要であることから、エネルギー損失がないＣＯ２

分離・回収および水素製造が可能となる。 

  具体的研究内容としては、水素併産に最適な流動材の選定およびシステム開発、プラント構成の

最適化を実施し、流動床ガス化燃焼を適用した火力発電設備設計技術確立のための研究開発を実施

する。例えば、流動材を利用した水素製造技術の最適化、バイオマス燃焼の適用性、長期運転にお

ける課題検討などを実施する。 
 
（２） 噴流床ガス化技術の適用 

 酸素吹き石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼させ、

石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置等の所内

動力の増加により送電端効率が低下することから、熱分解の一部をガスタービン排熱等を利用して

作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに酸

素供給量の低減を図り、送電端効率の向上が可能となる。このようなＯ２／ＣＯ２／Ｈ２Ｏ吹き噴流
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床ガス化技術をベースとし、燃料として石炭だけでなく炭素系廃棄物等を利用することでＣＯ２排出

量を削減し、化学品を併産することでＣＯ２分離・回収コストの低減が期待できる。 

具体的研究内容としては、炭素系廃棄物燃焼の適用性検証、ガス化ガスからの化学合成技術の選

定、システム構成の最適化を実施し、噴流床ガス化技術を適用した火力発電設備設計技術確立のた

めの研究開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０２２年度）] 

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムの実証設備設計に必要な要素技術の確立に目途

をつける。 

 

[最終目標（２０２４年度）] 

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムにより分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－

ＣＯ２を見通せる火力発電設備の設計技術確立および経済性を評価する。 

  



 

添付資料（プロジェクト基本計画）-34 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

[実施期間]２０１８年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

我が国では、２０５０年に温室効果ガス８０％削減の目標が掲げられており、その達成に向け

た手段の一つとして、再生可能エネルギー電源（以下、再エネ電源）の増加が見込まれている。

２０１５年７月に公表された、長期エネルギー需給見通しにおいて示された２０３０年度の電源

構成比では、太陽光発電が７%の発電電力量を占めることになる。太陽光発電の利用率を平均の１

３％とすると、約６４００万 kW の設備容量を必要とし、これは国内事業用の全発電設備容量の１

／４程度に相当する。一方で、普及の拡大が予測される太陽光発電や風力発電の出力は天候に大

きく影響を受けるため、電力の安定供給を考えた場合、系統安定化が必要不可欠である。 

火力機は、大量に導入される再エネ電源に対応して、需給調整や周波数調整など重要な役割を

果たしている。例えば、太陽光発電の日中に生じる急激な天候変動等による大幅な出力変動に対

応するには、ガスタービン複合発電（以下、ＧＴＣＣ）を用いることが有望な手段の一つである

が、現状の性能では起動時間が長い、出力変化速度が遅い、最低出力が高い等の課題がある。 

そこで本研究開発では、再生可能エネルギー電源の大量導入時の電力安定供給とＣＯ２排出量

削減の両立を狙い、既存の火力発電設備へのレトロフィットやリプレース向けに定格時の効率を

維持したうえで、機動力と再エネ出力不調時のバックアップ電源の両機能を具備した、機動性に

優れる広負荷帯高効率ＧＴＣＣを開発するため、中核機器であるガスタービン（以下、ＧＴ）の

負荷変動対応に係る要素技術を開発し、実機に組み込める目処を得ることを目的にする。 

 

２．具体的研究内容 
急速起動・出力変動時のＧＴＣＣの安定運転の実現に向け、ＧＴの数値解析技術、材料技術、

燃焼技術、制御技術、冷却・シール技術などの要素技術開発を行う。具体的には、試験設備を用

いて、燃焼器の急速起動･燃焼負荷変動･ターンダウン等の試験、軽量化したタービンロータの設

計と翼の試作、クリアランスや冷却･シール空気の能動制御機構の設計等を行い、実証に進める目

処を得る。 

並行して、発電事業者にとって重要となる設備信頼性の確保に向けて、合理的な設備保守技術

の開発研究に取り組むとともに、実機レトロフィットによる機器実証の準備を行う。 

 

表 先行研究で設定されたＧＴＣＣとしての目標性能 

 

起動時

間 

（ﾎｯﾄｽ

ﾀｰﾄ） 

出力変化

速度 

1/2負荷における定格か

らの効率低下（相対値) 

最低出力（一

軸式） 

開発

目標 
10分 20 %/分 10 % 10 % 

（参考） 

現状

性能 

60分 5 %/分 15 % 45% 程度 
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３．達成目標 

[最終目標（２０２１年度）] 

・先行研究で設定した目標性能（上表）を実現する目処を得るために、実規模の燃焼器を設計･試

作し、単缶実圧燃焼試験により、無負荷から定格まで５分で到達すること、最低負荷条件におい

ても安定燃焼が可能であることを確認する。 

・急速起動、出力変化速度向上、最低負荷引き下げ、部分負荷時の効率低下抑制を含む、ＧＴＣ

Ｃシステムとしての運転制御技術とＧＴ後流（ＨＲＳＧ－蒸気タービン側）の成立性・性能評価、

急速起動に寄与する動翼･ロータの軽量化については、実プラントの設計に反映できる目処を得

る。 

・合理的な設備運用保守を行うために、従来の考え方からの違いを整理する。 

・対象ＧＴＣＣと他の調整力電源（揚水発電、蓄電池など）の経済性を比較評価し、事業として

成立するための課題を整理する。 

・既存設備のレトロフィットによる実証研究計画を立案し、実証試験の仕様を明らかにする。 
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研究開発項目⑤ 「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」 

[実施期間]２０１５年度～２０２０年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技

術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロー

ド電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、石炭ガ

ス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推進すること

とされている。石炭は他の化石燃料と比べ利用時の二酸化炭素排出量が大きく、地球環境問題での

制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる二酸化炭素排出量の抑制

が求められている。 今後ＣＯ２排出量抑制のためには、さらなる高効率化に向けて、現在開発中の

ＩＧＣＣを効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発に加え、ＣＣＳによる低炭素化を

図っていく必要がある。 

しかしながら、ＣＣＳは多大な付加的なエネルギーが必要であり、効率の低下や発電コストの上

昇を招く。そのためエネルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電コストの

抑制のため、このエネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

本技術開発においてはＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの開発、水蒸気を添加した次世代ガス化シ

ステム及び両技術の相乗効果確認を実施する。とりわけ相乗効果については、既存のＩＧＣＣへ両

要素技術の適用性についても効果を検証する。クローズドＩＧＣＣシステムは、排ガスＣＯ２を一部

系統内にリサイクルすることにより、ＣＯ２回収型石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上する

ことのできる、世界でも例のない次世代ＩＧＣＣシステムである。本システムは高効率に加え、Ｃ

Ｏ２の１００％回収が可能であるため、ＣＯ２を排出しないゼロエミッション石炭火力の実現が期待

できる。また、次世代ガス化システムは、冷ガス効率及び送電端効率の向上並びに実用化に向けた

技術開発に向けて、酸素吹石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭

を部分燃焼させ、石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素

製造装置等の所内動力の増加により送電端効率が低下することが効率向上のための課題となってい

ることから、熱分解の一部を、ガスタービン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に

置き換えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電端効率

の向上を目指す。ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの実現に向けては、２００８年度から２０１４

年度まで実施した「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガ

ス化炉を活用し、送電端効率４２％（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発して

きた。 

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス化炉におい

て検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展させるとともに、他の

ＣＯ２分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確認することを狙いとする。 

具体的には、石炭投入量５０ｔ／ｄ規模のガス化炉を用いた、Ｏ２／ＣＯ２ガス化技術の実証や乾

式ガス精製システムの実証といった高効率発電を可能とする各要素技術を開発する。また、セミク

ローズドＧＴについては、燃焼試験とＣＦＤ解析を通し、実スケールの燃焼器の特性評価を行う。 
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次世代ガス化システムのこれまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧＣＣ

ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー効率の高

い酸素製造技術を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向上、の可能性が

あることが分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 

噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化炉での

検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 

（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経済性検

討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

また、両技術の相乗効果確認及び既存のＩＧＣＣへ適用した場合の効果を検証する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通すた

めの要素技術確立の目途を得る。 

次世代ガス化システムについては、既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４

８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気添加

ガス化試験方法を確立する。 

 

[最終目標（２０２０年度）] 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、２０１９年度までに送電端効率４２％（高位発熱量

基準）を見通すための要素技術を確立する。 

次世代ガス化システムについては、２０１８年度までに既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送

電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。 

両技術の相乗効果として、２０２０年度までにＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの目標効率から更

に０．５ポイント程度の向上の見通しを得る。  
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研究開発項目⑥ 「カーボンリサイクル・次世代火力推進事業」 

[実施期間]２０１６年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

長期エネルギー需給見通しにおける基本方針は、３Ｅ+Ｓ（安全性、安定供給、経済効率性、環境

適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現することである。２０３０年以降、中

長期的に火力発電から排出されるＣＯ２を一層削減するには、次世代技術の普及による更なる高効率

化や再生可能エネルギーの利用拡大、並びにカーボンリサイクルの推進が重要である。これらの推

進を実現するには中長期的な研究開発も重要であるため、革新的技術の先導研究や調査が必要とな

る。 

 

２．具体的研究内容 
最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の火力発電技術分野およびカーボンリ

サイクルにおける最新技術の普及可能性、技術開発動向、産業間連携等の調査や、新規技術開発

シーズ発掘のための調査を実施する。また、ＩＣＳＣ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｅｎｔｒ

ｅ ｆｏｒ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｃａｒｂｏｎ）、ＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｌｕｉｄｉｚｅｄ 

Ｂｅｄ Ｃｏｎｖｅｒｓｉｏｎ）、等に参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、

国内関係者への情報提供を行う。また、今後の国際市場における日本の火力発電所受注に向けて、

高い競争力を発揮できる戦略及びビジネスモデルを構築する。さらに、低コスト高効率次世代火力

発電システム実現に向けた検討や次世代火力発電における燃料多様化（バイオマス、アンモニア等）

のための調査および先導研究を進める。また、カーボンリサイクルにおいては、要素技術検討のた

めの共通基盤技術開発及び基盤技術開発を進める。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２４年度）] 

火力発電技術分野において、ＣＯ２排出量低減、環境負荷低減及び国際競争力の強化を図るために

必要となる基礎的情報や、最新情報の収集・解析及び将来における次世代火力の技術開発や導入可

能性について、関連技術の適応性、課題等の調査を行う。また、海外との協力を通して、我が国の

優れたＣＣＴの導入に向けた取組を行う。カーボンリサイクル分野において、先導研究や調査の成

果を俯瞰して、関連技術の経済性や導入可能性、ＣＯ２削減効果に関する基礎的情報や課題を整理

する。 
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研究開発項目⑦ 「次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発」 

[実施期間]２０１７年度～２０２２年度 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高温度

は６３０℃程度が限界と言われてきた。７００℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・タービン適

用材料開発については、長期高温環境下での使用を想定したクリープ試験を実施する等、更なる信

頼性の向上が必要である。本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱

効率向上需要に対応するため、高温材料信頼性向上及び保守技術開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）高温材料信頼性向上試験 

   信頼性向上のため、クリープ疲労試験、異種材料溶接部健全性評価、材料データベースの拡充、

表面処理技術開発等を実施する。 

 （２）保守技術開発 

   タービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）等の精度向上、高効率化、適用箇所の拡大を目的

とした非破壊検査技術開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０１９年度）] 

  長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行い、２０

２１年度末までの試験計画を策定する。 

表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）精度

向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

 

[最終目標（２０２２年度）] 

事業終了時において送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用する

長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及

びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）精度向上等の保守技術を確立する。 

 

４．その他重要事項 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、ユーザー及び外部有識者等の意見を適切に

反映し、着実な運営を図る。情報発信及び知財化についても、技術の流出防止と適宜知財化を適切

に助成先へ指導する。 
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研究開発項目⑧「ＣＯ２有効利用拠点における技術開発」［委託・助成事業］ 

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国内の

発電供給量の２６％を担う重要な電源であるが、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が比較的多

い課題がある。このような石炭火力を中心とした産業部門から生成するＣＯ２を削減するため、経

済産業省において策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、２

０２１年７月改訂）において、ＣＯ２を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工光合

成、メタネーションによる素材や燃料への利用等とともに、大気中へのＣＯ２排出を抑制していく

方針が示された。 

２０１９年９月に開催されたカーボンリサイクル産学官国際会議において、経済産業省より、

カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ、すなわち、３つのＣのアクションとして、①相互交流の

推進（”Ｃ”ａｒａｖａｎ）、②実証研究拠点の整備（”Ｃ”ｅｎｔｅｒ ｏｆ Ｒｅｓｅａｒｃ

ｈ）、③国際共同研究の推進（”Ｃ”ｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ）に取り組むことが示された。 

カーボンリサイクル技術の開発を効率的に進めるためには、ＣＯ２の分離・回収が行われている場

所において、カーボンリサイクル技術開発を重点的に進める必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

１）ＣＯ２有効利用拠点化推進事業 

ＣＯ２が得られる広島県大崎上島を研究拠点に、複数の企業や大学等が要素技術開発および実証試

験等を行うための拠点化に向けた検討および整備を行い、拠点の運営業務、要素技術開発および実

証試験の総括的な評価等を行う。 

２）研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業 

２０３０年の実用化に向け広島県大崎上島の研究拠点において、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開

発および実証試験を実施する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  複数の企業や大学等が要素技術開発および実証試験等を行うための拠点化に向けた検討および整

備を行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発を行い、実現可能性を検討し、拠点候補地で行

うべき事業を選定する。 

 

［中間目標（２０２５年）］ 

  当該拠点化に向けた追加整備を必要に応じて行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発や実

証試験を行い、実施済の要素技術開発等についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削減効果等を評

価する。 

 

［最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発や実証試験を行い、２０２６年度まで実施した要素技術開発等

についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削減効果等を評価する。 
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研究開発項目⑨ 「ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発」［委託・助成事業］ 

１）化学品へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用する

カーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられている。経済

産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、２０２１年７

月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、

炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製品の、コスト低減や用途

拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年６月に策定された「２０５０

年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカーボンリサイクル技術は、カーボン

ニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置づけられた。 

化学品へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料由来化学品に代替可能でありＣＯ２削減・

ＣＯ２固定化に繋がること、高付加価値品製造に利用可能であること、新規技術導入による効率向

上やコスト低減の可能性があること等から、カーボンリサイクル技術として実現への期待は大きい。

一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究も多く、今後重点的に技術開発に取り組むべき分野

である。 

 

２．具体的研究内容 

ＣＯ２を原料とした化学品の合成において、ＣＯ２と水素あるいは合成ガスから一段で直接オレ

フィンを合成する技術や、ＣＯ２と水素あるいは合成ガスからＢＴＸ（ベンゼン・トルエン・キシレ

ン）等を製造する技術の開発、ＣＯ２分離・回収技術とメタノール合成技術とを一体化させたシステ

ムの技術の開発等が必要である。これらについて高効率な製造技術の開発や、全体システムの最適

化を行い、適用条件の明確化や事業性の検討を行う。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築を行う。 

 

[中間目標（２０２５年度）] 

  ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について技術開発もしくは実証研究を実施し、全体システ

ムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、化学品に関するカーボンリ

サイクル技術の実用化の見通しを得る。 
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２）液体燃料へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用する

カーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられている。経済

産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、２０２１年７

月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、

炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製品の、コスト低減や用途

拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年６月に策定された「２０５０

年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカーボンリサイクル技術は、カーボン

ニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置づけられた。 

ＣＯ２由来の液体燃料については、既存の石油サプライチェーンを活用でき液体燃料の低炭素化を

促進する技術であることから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きい。一方で、

現状では生産効率やコストなどの面で課題が大きいことから、普及に向けて技術開発に取り組む必

要がある。 

 

２．具体的研究内容 

ＣＯ２を原料とした既存の液体化石燃料（ガソリン、軽油等）の代替品となり得る液体燃料（微細

藻類由来のバイオ燃料を除く）製造に関するＦＴ合成やその他合成反応など製造プロセスの改善な

どを通じ、ＣＯ２を有効利用しつつ、その排出削減を目指す技術開発を行う。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築を行

う。 

 

[中間目標（２０２５年度）] 

  ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について技術開発もしくは実証研究を実施し、全体シス

テムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、液体燃料に関するカーボン

リサイクル技術の実用化の見通しを得る。 
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３）コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用す

るカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられている。経

済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、２０２１年

７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメント、炭酸塩、炭

素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製品の、コスト低減や

用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年６月に策定された「２０

５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカーボンリサイクル技術は、カー

ボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置づけられた。 

 コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ２利用については、ＣＯ２固定化ポ

テンシャルが高いこと、生成物が安定していること、土壌改質などへの適用も見込めることなどか

ら、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きく、早期の社会実装が望まれる分野であ

る。 

 

２．具体的研究内容 

鉄鋼スラグ、廃コンクリート、石炭灰等の産業副産物、廃鉱物、海水（かん水）等からの有効成

分（ＣａやＭｇの化合物）の分離や微粉化等の前処理の省エネ化、湿式プロセスにおける省エネ化、

安価な骨材や混和材等の開発および炭素・炭化物の生成技術などの要素技術を開発する。また、Ｃ

Ｏ２発生源から製造・供給までの一貫システム構築・プロセスの最適化、用途拡大と経済性の検討を

行い事業性について検討する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへの各ＣＯ２利用技術について、要素技術開

発および全体システムの構築を行う。 

 

[中間目標（２０２５年度）] 

  コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへの各ＣＯ２利用技術について技術開発もし

くは実証研究を実施し、全体システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および

経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、コンクリート、セメント、

炭酸塩、炭素、炭化物などに関するカーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 
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４）気体燃料へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２１年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用す

るカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられている。経

済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、２０２１年

７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメント、炭酸塩、炭

素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製品の、コスト低減や

用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年６月に策定された「２０

５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカーボンリサイクル技術は、カー

ボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置づけられた。 

 気体燃料へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料を代替可能であり既存燃料市場へ適応

した場合、大規模なＣＯ２削減を実現する可能性を持つことや、既存のインフラを活用可能な点か

ら技術確立後のＣＯ２削減効果の波及のしやすさが大きく期待される等、カーボンリサイクル技術

として実現への期待は大きい。一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究も多く、今後重点的

に技術開発に取り組むべき分野である。 

 

２．具体的研究内容 

ＣＯ２を原料とした気体燃料製造技術においては、触媒長寿命化や活性マネージメント、熱マネー

ジメント、スケールアップ検討、電解技術等を活用した基盤技術等の開発が必要である。これらに

ついて高効率な製造技術の開発や全体システムの最適化、またそれらを通じた低コスト化検討等を

行う。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２３年）］ 

  ＣＯ２を原料とした気体燃料製造の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築を行

う。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、気体燃料に関するカーボン

リサイクル技術の実用化の見通しを得る。 
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研究開発項目⑩ 「石炭利用環境対策事業」 

[実施期間]２０１６年度～２０２５年度 

 

１．研究開発の必要性 

石炭は、経済性、供給安定性に優れた重要なエネルギー資源であり、「第６次エネルギー基本計

画」においては、再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待されて

いる。一方、石炭利用に伴い発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対策や、石炭灰やス

ラグの有効利用方策を確立することが喫緊の課題である。 

 

２．具体的研究内容 

石炭利用に伴い発生する環境影響の低減等に貢献する技術の開発を行う。 

１）石炭利用環境対策推進事業 

 石炭利用時に必要な環境対策に関わる調査を実施する。また、今後のＣＣＴ開発を効率的に支

援するコールバンクの拡充及び石炭等の発熱性に係る調査・技術開発を行う。 

 石炭灰の発生量や有効利用に関する実態調査等を行う。具体的には、国内石炭灰排出量・利用

量を把握するとともに、海外の石炭灰利用技術及び利用状況等を調査する。また、石炭等の燃焼

灰利用及び削減に係る技術開発を行う。 

 さらに、石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品として規格化することにより、

スラグ製品として新しい販路を開拓し、石炭等の燃焼灰有効利用の用途を広げる。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭等の燃焼灰の利用用途拡大に関する技術開発を行う。 

セメントを使用しないフライアッシュコンクリート製造技術の開発を実施する。加えて、低品

位フライアッシュの硬化体原材料としての適用範囲を把握し、有望視される用途（土木分野、建

築分野、環境分野等）に適した硬化体製造技術を確立する。 

石炭ガス化溶融スラグを利用したコンクリート構造物を製造し、強度、組成、耐久性などに関

する評価試験を実施し、信頼性・性能の確認を行う。また、コンクリートを使用する際のガイド

ラインとなる設計・施行指針を作成する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１９年度）] 

１）石炭利用環境対策推進事業 

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭等の発熱性を把握することによ

り、石炭の有効利用技術の確立に向けた知見を得る。 

石炭等の燃焼灰の有効利用、及び削減に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。 

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化の見通し

を得る。 

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめる。 

 

 

２）石炭利用技術開発 
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石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンクリート製

造技術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。 

[中間目標（２０２２年度）] 

１）石炭利用環境対策推進事業 

石炭等の発熱性を把握すると共に、石炭管理の指針に資する知見を得る。石炭等の燃焼灰の有効

利用、削減及び用途拡大に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないコンクリート製造技術を確立、製

品性能の見通しを得る。また、石炭ガス化溶融スラグを使用したコンクリートの信頼性・性能を示

し、また設計・施工指針を作成するための知見を得る。 

 

［最終目標（２０２５年度）］ 

１）石炭利用環境対策推進事業 

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭等の発熱性を把握することによ

り、石炭の有効利用技術確立の見通しを得る。 

石炭等の燃焼灰の有効利用、及び削減及び用途拡大に寄与する技術確立の見通しを得る。 

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化の見通し

を得る。 

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめる。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンクリート製

造技術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。加えて、石炭ガス化溶融スラグを使用したコ

ンクリートの信頼性・性能を示し、設計・施行指針を作成する見通しを得る。 
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研究開発項目⑪「アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業」［委託・助成事業］ 

[実施期間]２０２１年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０１８年７月「第５次エネルギー基本計画」では、石炭は、経済性、供給安定性に優れた重要

なエネルギー資源であり、重要なベースロード電源と位置付けられている。また、既存のインフラ

を有効利用した脱炭素化のための技術開発として、アンモニアを燃料として直接利用する技術開発

が挙げられている。また、２０２１年１０月「第６次エネルギー基本計画」では、アンモニアを燃

料とした発電は燃焼時にＣＯ２を排出せず、カーボンニュートラル実現に向けた電源の脱炭素化を

進める上で有力な選択肢の一つと位置付けられている。 

２０２０年３月に策定された「新国際資源戦略」では、ＣＯ２排出削減に向け、液体アンモニアの

混焼を含めて着実に技術開発等を進めることが必要とされている。 

ＣＯ２フリーアンモニアは、水素を輸送・貯蔵できるエネルギーキャリアとして、火力発電の燃料

として直接利用が可能であり、燃焼時にはＣＯ２を排出しない燃料として、温室効果ガスの排出量

削減に大きな利点がある。 

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用は、 ２０３０年以降、中長期的に火力発電か

ら排出されるＣＯ２を一層削減し、アンモニアをはじめとする水素エネルギーの社会実装に繋がる

技術開発である。 

 

２．具体的研究内容 

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術を実証すべく、設備費、運転費並びにア

ンモニアの製造・輸送コストを考慮した経済性検討、実証試験に必要な技術検討などを実施する。  

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成される委員

会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２３年）］ 

  火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術の見通しを得る。 

 

［最終目標（２０２４年度）] 

  火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術を確立する。 
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研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発［委託・助成事業］ 

［実施期間］２０１８年度～２０２４年度 

（２０２１年度までは「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施） 

 

１．研究開発の必要性 

２０２０年１月に策定された「革新的環境イノベーション戦略」においては、ＣＯ２分離・回収コス

トの低減が技術課題として記載されており、新たな研究開発・実証として、固体吸収材や分離膜を用

いた分離回収技術が挙げられている。 

また、２０２１年７月に経済産業省が改定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」では、Ｃ

Ｏ２の分離・回収は共通技術として重要な位置づけとされている。 

本事業では、石炭火力発電所等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な技術として、

固体吸収法および膜分離法について研究開発を行う。 

 

２．具体的研究内容 

（１）先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発【２０１９年度終了】 
ＣＯ２の分離・回収技術の一つである化学吸収法のうち、高効率な回収が可能な「アミンを固体に担

持した固体吸収材」について、燃焼排ガスを対象としたプラント試験設備を用いた実用化研究を行

う。 
 

（２）先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究 

石炭火力発電所の燃焼排ガスに最適化された、固体吸収材移動層システムの研究開発を行う。 

固体吸収材移動層システムのＣＯ２分離・回収試験を実施するために、移動層パイロットスケール試

験設備（４０ｔ-ＣＯ２/ｄ規模）について、設計・建設・運転等を行う。また、固体吸収材の性能向上

を図るとともに、固体吸収材の大量製造技術、移動層システムにおけるＣＯ２分離・回収等の各工程に

かかるプロセスシミュレーション技術等、ＣＯ２固体吸収法に関わる基盤技術開発を行い、石炭火力発

電所からの実燃焼排ガスを用いて、固体吸収法による石炭燃焼排ガスへの適用性を研究する。 

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

 

（３）二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発 
石炭ガス化複合発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有

効な分離膜技術について、実ガスを用いた実用化研究を行う。 
 

（４）二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発 

火力発電所等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な膜分離技術について、実ガスに

適用可能な分離膜モジュールおよび分離膜システムの実用化研究を行う。 

また、ＣＯ２分離・回収プロセスとＣＯ２利用プロセスの統合を考慮した膜分離技術の研究開発を行

う。 

 

３．達成目標 

（１）先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発 
 ［最終目標］２０１９年度 
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ＣＯ２分離・回収エネルギーを１．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２を達成する固体吸収材・システムを開発する。 
 

（２）先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究 

［中間目標］２０２２年度 

移動層パイロットスケール試験設備すべての機器の据付、受電を完了し、石炭火力発電所煙道から

移動層パイロットスケール試験設備へ実燃焼排ガスを導入し、ＣＯ２を分離し回収出来ることを確認す

る。 

固体吸収材のスケールアップ製造技術開発を行い、パイロット試験開始に必要な固体吸収材の供給

を完了する。また、移動層シミュレーションによる実ガス試験での最適運転条件を提示する。 

 

［最終目標］２０２４年度 

火力発電所などの燃焼排ガスなどからＣＯ２を分離・回収する固体吸収法について、実燃焼排ガスか

らのＣＯ２分離・回収連続運転を実施し、パイロットスケール設備においてＣＯ２分離・回収エネル

ギー１．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２の目途を得る。 

 

（３）二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発【２０２１年度終了】 

［最終目標］２０２１年度 

石炭ガス化複合発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスからのＣＯ２分離・回収エネルギー

について、実用化段階（数百万ｔ－ＣＯ２／年規模を想定）で回収エネルギー０．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２

以下を達成する分離膜技術を開発する。 

 

（４）二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発 

［中間目標］２０２２年度 

実用化段階で想定される条件下でＣＯ２分離・回収に用いることができる分離膜材料の設計方針の見

通しを得て、評価設備による性能検証を開始する。 

 

［最終目標］２０２３年度 

火力発電等で発生するガスからのＣＯ２の分離・回収において、ＣＯ２の利用プロセスに適する分離

膜材料を適用した分離膜システムを開発し、比較的高い圧力を有するガスからのＣＯ２の分離・回収に

おいては実用化段階でＣＯ２分離・回収エネルギーが０．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２以下を達成できる技術を

開発する。 
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研究開発項目⑬「火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業」［委託・助成事業］ 

１） 機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の技術開発・実証研究［委託・助成事業］ 

[実施期間]２０２３年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０２１年１０月に策定された「第６次エネルギー基本計画」では、再生可能エネルギーを大量

導入するには、調整力の確保等の電力システムの柔軟性の向上が必要であるとされており、火力発

電の今後の在り方についても、安定供給を大前提に設備容量の確保が挙げられている。 

火力発電の運用性向上を目指すため、調整力電源の安定性維持に貢献する機動性に優れるガス

タービン複合発電（ＧＴＣＣ）に適用する技術について、既存設備への適用を対象とした社会実装

に取り組むことが重要である。 

 

２．具体的研究内容 

急速起動・出力変動時のＧＴＣＣの安定運転の実現に向け、発電事業者が抱える現状ガスター

ビンの課題に対し、本事業の要素研究にて確立した燃焼技術、制御技術、数値解析技術等を中心

とした要素研究の成果を、発電事業者の設備投資コストをできるだけ抑えた形で実用化する検討

を実施し、最低負荷の引き下げ や出力変化速度改善の検証等を行う。 

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成される委

員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

 

３．達成目標 

［最終目標（２０２６年度）]  

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電について、実証設備での目標性能達成の目

途を得る。 

 

  



 

添付資料（プロジェクト基本計画）-51 
 

研究開発項目⑬「火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業」［委託・助成事業］ 

２） 石炭火力の負荷変動対応技術開発・実証研究［委託・助成事業］ 

[実施期間]２０２３年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０２１年１０月に策定された「第６次エネルギー基本計画」において、火力発電は、再生可能エ

ネルギーの瞬時的・継続的な発電電力量の低下にも対応可能な供給力を持つ形で設備容量を確保する

ことを求められており、とりわけ自然変動電源（太陽光・風力等）の導入が今後拡大する中で、電力

の需給バランスを維持し周波数を安定化するために、火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・

運用性の向上が必要となる。 

 

２．具体的研究内容    

火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるために、機動性に優れる広負荷

帯高効率発電用ボイラに関する技術開発・実証研究を実施する。 

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成される委

員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

 

３．達成目標 

［最終目標（２０２６年度）] 

負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術および

火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な技術の社会実装に

向けた見通しを得る。 
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研究開発スケジュール 

 

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

１）次世代ガス化システム技
術開発（委託）

２）燃料電池向け石炭ガスク
リーンナップ技術要素研究
（委託）

３）ガスタービン燃料電池複
合発電技術開発（委託）

４）燃料電池石炭ガス適用性
研究（委託）

５）CO₂分離型化学燃焼石炭
利用技術開発（委託）

６）石炭火力の負荷変動対応
技術開発（委託）

７）CO₂有効利用技術開発（委
託）

８）CO₂分離・回収型ポリジェ
ネレーションシステム技術開
発（委託）

９）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の要素研究（委託）

研究開発項目⑥
カーボンリサイクル・次世代火力推
進事業（委託）

研究開発項目⑦
次世代技術の早期実用化に向け
た信頼性向上技術開発（１／２助
成）

年度（西暦）

研究開発項目①
石炭ガス化燃料電池複合発電実
証事業
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）
２）CO₂分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ
実証（２／３、１／３助成）
３）CO₂分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１
／２助成）
４）信頼性向上、低コスト化（１／３
助成）
５）CO₂分離・回収負荷変動対応ガ
スタービン要素技術開発（１／２助
成）
６）バイオマス混合ガス化技術開発
（委託、１／２助成）

研究開発項目②
高効率ガスタービン技術実証事業
１）１７００℃級ガスタービン（１／２
助成）
２）高湿分空気利用ガスタービン
（ＡＨＡＴ）（２／３助成）

研究開発項目③
先進超々臨界圧実用化要素火力
発電技術開発
（２／３助成）

研究開発項目④
次世代火力発電基盤技術開発

研究開発項目⑤
CO₂回収型次世代IGCC技術開発
（委託）

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

※

1 実証機の設計・製作・試運転

※

1

調査等

ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発

基盤

技術

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

※

酸素吹ＩＧＣＣ実

証

ＡＨＡＴ

実証

※1

※1

※1

※

2

※1

※

2

※

2

※

2

基盤技術開発

基盤技術開発

2018年度以降は新規公募にて研究開発項目④８）で実施

基盤技術

開発

基盤技術開発

基盤技術開発

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

信頼性向上、低コス

ト化

CO2分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発

2018年度以降は研究開発項目⑤へ統合

A-USC実証

信頼性向上技術開発

バイオマス混合ガス化

技術開発

◇中間評価、 事後評価 
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1982 ～ 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

１）化学品へのCO₂利用技術
開発（委託・助成）

２）液体燃料へのCO₂利用技
術開発（委託・助成）

３）コンクリート、セメント、炭
酸塩、炭素、炭化物などへの
CO₂利用技術開発（委託・助
成）

４）気体燃料へのCO₂利用技
術開発（委託・助成）

１）石炭利用環境対策推進事
業（委託）

２）石炭利用技術開発（２／３
補助）

１）先進的二酸化炭素固体吸
収材実用化研究開発

２）先進的二酸化炭素固体吸
収材の石炭燃焼排ガス適用
性研究

３）二酸化炭素分離膜モ
ジュール実用化研究開発

４）二酸化炭素分離膜システ
ム実用化研究開発

１）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の技術開発・実証研究

２）石炭火力の負荷変動対応
技術開発・実証研究

研究開発項目⑫

CO2分離回収技術の研究開発

（※３）

研究開発項目⑬
火力発電負荷変動対応技術開発・
実証事業

年度（西暦）

研究開発項目⑧
CO₂有効利用拠点における技術開
発（委託・助成）

研究開発項目⑨
CO₂排出削減・有効利用実用化技
術開発（委託・助成）

研究開発項目⑩
石炭利用環境対策事業（委託・助
成）

研究開発項目⑪
アンモニア混焼火力発電技術研究
開発・実証事業（委託・補助）

研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業

４

化学品へのＣＯ₂利用技術開発

液体燃料へのＣＯ₂利用技術開発

コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ₂利用技術開発

石炭発熱性調査・先導研究、スラグの規格化、石炭灰発生量及び有効利用実態調査、石炭灰利用・削減技術開発等

※

2

※1

石炭ガス化溶融スラグのコンクリート実規模性能試験

セメント不使用フライアッシュ製造技術開発

ＣＯ２有効利用拠点化推進事業

気体燃料へのCO2利用技術開発

アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業

石炭火力の負荷変動対応技術開発・

実証研究

※１

先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究

先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発

※１
二酸化炭素分離膜モジュール実用

化研究開発

二酸化炭素分離膜システム実用

化研究開発

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合

発電の技術開発・実証研究
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●特許論文等リスト 

①火力発電設備保全用高解像度フェーズドアレイシステムの開発 

【特許】 

なし 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 
発表誌名、 

ページ番号 
発表年月 

１ 
相澤 

威一郎 

東北発

電工業

（株） 

Type IV creep 

voids detection 

method for high 

chromium steel 

welds using 

ultrasonic 

backscattered 

waves 

Bulletin of the 

JSME 

Mechanical 

Engineering 

Journal 

Vol.9, No.4, 2022 

2022 年 

6 月 20 日 

【外部発表】 

(a) 学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

１ 相澤威一郎 

東北発

電工業

（株） 

Detection 

method for type 

IV creep voids in 

high-chromium 

steel welds 

International 

Conference on 

Power 

Engineering- 

2021(ICOPE-

2021) 

2021 年 

10 月 20 日 

(b)新聞・雑誌等への掲載  

なし 
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②石炭火力発電システムの運用性向上技術開発 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内外

国 PCT 
出願日 状態 名称 

１ 
三菱パワー

（株） 

２０２１－１６

９７５３ 

ＪＰ：日

本国 

2021.10.15 出願継

続中 

火力発電プラント及び火力発電プ

ラントの制御方法 

2 

三菱重工業

（株） 

１１１１０５６

３０（ＴＷ） 

ＴＷ：台

湾、中華

民国 

2022.2.16 出願継

続中 

火力発電プラント及び火力発電プ

ラントの制御方法 

3 

国立大学法人 

東京大学、三菱

重工業（株） 

２０２１－１８

２９００ 

ＪＰ：日

本国 

2021.11.9 出願継

続中 

発電システム 

4 

三菱重工業

（株） 

２０２２－０４

２７７５ 

ＪＰ：日

本国 

2022.3.17 出願継

続中 

蓄熱式熱交換器、蓄熱式熱交

換システム、発電システム及び蓄

熱式熱交換 システムの運転方法 

5 

三菱重工業

（株） 

ＰＣＴ／ＪＰ２

０２２／００５

９２８ 

ＰＣＴ

（全指

定） 

2022.2.15 出願継

続中 

火力発電プラント及び火力発電プ

ラントの制御方法 

6 
三菱パワー

（株） 

２０２１－０２

２７６６ 

ＪＰ：日

本国 

2021.2.16 出願継

続中 

火力発電プラント及び火力発電プ

ラントの制御方法 

7 

三菱重工業

（株）、三菱パ

ワー（株） 

ＰＣＴ／ＪＰ２

０２３／００５

１３６ 

ＰＣＴ

（全指

定） 

2023.2.15 出願継

続中 

蓄熱式熱交換器、蓄熱式熱交

換システム、発電システム及び蓄

熱式熱交換システムの運転方法  

8 

三菱重工業

（株） 

２０２２１７０

６４７０４（Ｉ

Ｎ） 

ＩＮ：イ

ンド 

2022.11.11 出願継

続中 

火力発電プラント及び火力発電プ

ラントの制御方法  

（Patent Cooperation Treaty: 特許協力条約） 
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【論文】 

番号 発表者 タイトル 
発表誌名、 

ページ番号 
発表年月 

１ 
国立大学法人

北海道大学 

Ａｌ－Ｓｉ－Ｆｅ ａｌｌｏｙ－ｂ

ａｓｅｄ ｐｈａｓｅ ｃｈａｎｇ

ｅ ｍａｔｅｒｉａｌ ｆｏｒ ｈｉ

ｇｈ－ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ ｈ

ｅａｔ ｓｔｏｒａｇｅ 

ＨＩＧＨ－ＴＥＭＰＥＲＡ

ＴＵＲＥ ＰＨＡＳＥ ＣＨ

ＡＮＧＥ ＭＡＴＥＲＩＡＬ

Ｓ ＦＯＲ ＥＮＥＲＧＹ 

ＳＴＯＲＡＧＥ 

2022.12 

2 
国立大学法人

東北大学 

Ｃｏｒｒｏｓｉｏｎ ｂｅｈａｖｉ

ｏｒ ｏｆ ａ Ｃｏ－Ｃｒ－Ｍｏ－

Ｓｉ ａｌｌｏｙ ｉｎ ｐｕｒｅ 

Ａｌ ａｎｄ Ａｌ－Ｓｉ ｍｅｌｔ 

ＨＩＧＨ－ＴＥＭＰＥＲＡ

ＴＵＲＥ ＰＨＡＳＥ ＣＨ

ＡＮＧＥ ＭＡＴＥＲＩＡＬ

Ｓ ＦＯＲ ＥＮＥＲＧＹ 

ＳＴＯＲＡＧＥ 

2022.12 

3 
国立大学法人

東京大学 

潜熱蓄熱材のための多元系共晶合金の

組成設計 
修士論文 2022.2 

4 
国立大学法人

東北大学 

Ｃｏｒｒｏｓｉｏｎ ｂｅｈａｖｉ

ｏｒ ｏｆ Ｃｏ－Ｃｒ－Ｍｏ ａｌ

ｌｏｙｓ ｉｎ Ａｌ ｍｅｌｔ 

修士論文 2022.3 

【外部発表】 

(a) 学会発表・講演 

番号 発表者 タイトル 会議名 発表年月 

１ 
（一財）電力中

央研究所 
石炭火力の運用性改善とＣＯ２削減効果 

火力原 子力発 電大会

（広島大会）講演要旨

集 

2022.10 

2 
三 菱 パ ワ ー

（株） 

変化する汽力発電所の期待とそれを支える技術につ

いて 

日本機械学会 第２５

回動力・エネルギー技術

シンポジウム 

2021.7 

3 
三 菱 パ ワ ー

（株） 

Ａｄｖａｎｃｅｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｔｅｃｈｎ

ｏｌｏｇｉｅｓ ｔｏｗａｒｄｓ ”Ｂｅｙｏ

ｎｄ Ｚｅｒｏ Ｓｏｃｉｅｔｙ” 

２０２１年度クリーン・

コール・デー国際会議 
2021.9 

4 
三 菱 パ ワ ー

（株） 

変化する汽力発電所の期待とそれを支える技術につ

いて 

東京湾岸ゼロエミッションイ

ノベーション協議会第１

２回ゼロエミッション活動

紹介セミナー 

2021.9 

5 
三 菱 重 工 業

（株） 

変動性再生可能エネルギーの受入量拡大を可能と

する汽力発電所向け大規模蓄熱システム 
太陽熱研究会 2022.12 
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6 
三 菱 重 工 業

（株） 

変化する汽力発電所の期待とそれを支える技術につ

いて 

電力エネルギー未来技術

シンポジウム 
2022.12 

7 
国立大学法人東

京大学 

Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ ｏｆ Ｐｈａｓｅ Ｒ

ｅｌａｔｉｏｎｓ ｆｏｒ ｔｈｅ Ａｌ－Ｃ

ｕ－Ｍｇ－Ｓｉ－Ｚｎ Ｓｙｓｔｅｍ ａｒｏ

ｕｎｄ Ｅｕｔｅｃｔｉｃ Ｃｏｍｐｏｓｉｔ

ｉｏｎ 

ＴＭＳ ２０２２ Ａ

ｎｎｕａｌ Ｍｅｅｔ

ｉｎｇ ＆ Ｅｘｈｉ

ｂｉｔｉｏｎ 

2022.2 

8 
国立大学法人北

海道大学 

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｏｆ Ａｌ－Ｓｉ－

Ｆｅ ｌａｔｅｎｔ ｈｅａｔ ｓｔｏｒａｇ

ｅ ｍａｔｅｒｉａｌ ｆｏｒ ｈｉｇｈ ｔｅ

ｍｐｅｒａｔｕｒｅ ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ 

ｏｖｅｒ ６００℃ 

化学工学会第８７年会 2022.3 

9 
国立大学法人東

北大学 

Ｅｆｆｅｃｔ ｏｆ Ｓｉ ａｄｄｉｔｉｏｎ 

ｏｎ ｔｈｅ ｃｏｒｒｏｓｉｏｎ ｂｅｈａ

ｖｉｏｒ ｏｆ Ｃｏ–Ｃｒ–Ｍｏ ａｌｌｏｙ

ｓ ｉｎ ｍｏｌｔｅｎ Ａｌ 

日本金属学会２０２２

年春期第１７０回講演

大会 

2022.3 

10 
国立大学法人東

京大学 
潜熱蓄熱材のための多元系共晶合金の組成設計 

日本金属学会２０２２

年春期第１７０回講演

大会 

2022.3 

11 
国立大学法人東

京大学 
金属潜熱蓄熱槽の蓄熱・放熱挙動予測 

第５９回日本伝熱シン

ポジウム 
2022.5 

12 
三 菱 重 工 業

（株） 
三菱重工の脱炭素・カーボンネットゼロへの取り組み 

日本機械学会 第２６

回動力・エネルギー技術

シンポジウム 

2022.7 

13 
三 菱 重 工 業

（株） 

再生可能エネルギーの余剰電力を活用する汽力発

電所向け大規模蓄熱システムの概念設計 

日本機械学会 第２６

回動力・エネルギー技術

シンポジウム 

2022.7 

14 
三 菱 重 工 業

（株） 

電力系統における変動性再生可能エネルギー受入

量拡大を目的とした蓄熱システム 

日本機械学会 第２６

回動力・エネルギー技術

シンポジウム 

2022.7 

15 
国立大学法人東

京大学 

Ｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎａｌ ａｎｄ Ｔｈｅ

ｒｍｏｐｈｙｓｉｃａｌ Ｓｔｕｄｙ ｏｆ 

Ａｌ－Ｓｉ－ ａｎｄ Ｚｎ－Ａｌ－１ Ｍｇ

－Ｂａｓｅｄ Ｅｕｔｅｃｔｉｃ Ａｌｌｏｙ

ｓ ｆｏｒ Ｌａｔｅｎｔ Ｈｅａｔ Ｓｔｏｒ

ａｇｅ 

ＨＩＧＨ－ＴＥＭＰＥ

ＲＡＴＵＲＥ ＰＨＡ

Ｓ Ｅ  Ｃ Ｈ Ａ Ｎ Ｇ Ｅ 

ＭＡＴ ＥＲＩ ＡＬＳ 

ＦＯＲ ＥＮＥＲＧＹ 

ＳＴＯＲＡＧＥ 

2022.8 

16 
三 菱 重 工 業

（株） 

Ｃｏｎｃｅｐｔｕａｌ ｄｅｓｉｇｎ ｏｆ 

ｌａｒｇｅ－ｓｃａｌｅＬａｔｅｎｔ ｈｅａ

ｔ ｔｈｅｒｍａｌ ｅｎｅｒｇｙ ｓｔｏｒ

ａｇｅ ｓｙｓｔｅｍＵｔｉｌｉｚｉｎｇ ｓ

ｕｒｐｌｕｓ ｒｅｎｅｗａｂｌｅ ｅｎｅｒ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｓｙｍｐｏｓ

ｉｕｍ ｏｎ Ｔｈｅ

ｒｍａｌ Ｅｎｅｒｇ

ｙ  Ｓ ｔ ｏ ｒ ａ ｇ ｅ 

2022.9 
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ｇｙｆｏｒ ｓｔｅａｍ ｐｏｗｅｒ ｇｅｎ

ｅｒａｔｉｏｎ 

Ｓｃｉｅｎｃｅ ａｎ

ｄ Ｅｎｇｉｎｅｅｒ

ｉｎｇ ２０２２ 

17 
三 菱 重 工 業

（株） 

Ｅｎｅｒｇｙ Ｔｒａｎｓｉｔｉｏｎ ｂｙ 

Ｄｅｃａｒｂｏｎｉｚａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎ

ｏｌｏｇｉｅｓ ｆｏｒ ”ＭＩＳＳＩＯＮ Ｎ

ＥＴ ＺＥＲＯ” 

第３１回クリーン・コール

デー国際会議 
2022.9 

18 
国立大学法人東

京大学 

Ｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎ Ｄｅｓｉｇｎ ａｎ

ｄ Ｔｈｅｒｍｏｐｈｙｓｉｃａｌ Ａｎａｌ

ｙｓｉｓ ｏｆ Ｍｕｌｔｉｎａｒｙ Ｅｕｔ

ｅｃｔｉｃ Ａｌｌｏｙｓ ｆｏｒ Ｌａｔｅ

ｎｔ Ｈｅａｔ Ｓｔｏｒａｇｅ 

ＴＨＡＮＯＳ Ｗｏｒ

ｋｓｈｏｐ ｏｎ Ｔ

ｈｅｒｍａｌ Ｅｎｅ

ｒｇｙ Ｓｔｏｒａｇ

ｅ 

2023.2 

19 
国立大学法人北

海道大学 

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｏｆ Ａｌ－Ｓｉ－

Ｆｅ ｓｅｒｉｅｓ ａｌｌｏｙ ｐｈａｓｅ 

ｃｈａｎｇｅ ｍａｔｅｒｉａｌ ｆｏｒ ｈ

ｉｇｈ－ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ ａｐｐｌｉ

ｃａｔｉｏｎ 

ＴＨＡＮＯＳ Ｗｏｒ

ｋｓｈｏｐ ｏｎ Ｔ

ｈｅｒｍａｌ Ｅｎｅ

ｒｇｙ Ｓｔｏｒａｇ

ｅ 

2023.2 

20 
国立大学法人東

北大学 

Ｔｈｅｒｍｏｐｈｙｓｉｃａｌ Ｐｒｏｐｅｒ

ｔｉｅｓ ｏｆ Ａｌ－Ｓｉ Ｂａｓｅｄ Ａｌ

ｌｏｙｓ ｉｎ ｔｈｅ Ｍｏｌｔｅｎ Ｓｔａ

ｔｅ ｆｏｒ Ｔｈｅｒｍａｌ Ｓｔｏｒａｇ

ｅ Ｓｙｓｔｅｍ Ｄｅｓｉｇｎ 

ＴＨＡＮＯＳ Ｗｏｒ

ｋｓｈｏｐ ｏｎ Ｔ

ｈｅｒｍａｌ Ｅｎｅ

ｒｇｙ Ｓｔｏｒａｇ

ｅ 

2023.2 

21 
国立大学法人東

北大学 

Ｄｅｎｓｉｔｙ ａｎｄ ｓｕｒｆａｃｅ ｔ

ｅｎｓｉｏｎ ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ ｏ

ｆ Ａｌ－Ｓｉ ｂａｓｅｄ ａｌｌｏｙｓ 

ＨＩＧＨ－ＴＥＭＰＥ

ＲＡＴＵＲＥ ＰＨＡ

Ｓ Ｅ  Ｃ Ｈ Ａ Ｎ Ｇ Ｅ 

ＭＡＴ ＥＲＩ ＡＬＳ 

ＦＯＲ ＥＮＥＲＧＹ 

ＳＴＯＲＡＧＥ 

2023.3 

(b)新聞・雑誌等への掲載  

番号 所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

１ 
（一財）電力中央研

究所 

石炭火力の最低負荷引き下げの効果と

再エネ余剰電力を利用した調整力の維

持 

日本エネルギー学会機

関誌「えねるみくす」解

説記事 第５章 

2023.1 

2 
（一財）電力中央研

究所 

再エネ余剰電力を利用した石炭火力の

電力系統安定化運用 

２０２１年度火原協

協会誌特集号 
2021.10 

3 三菱重工業（株） 電力利用を目的とした蓄熱システム 
２０２１年度火原協

協会誌特集号 
2021.10 

4 三菱重工業（株） 
再生可能エネルギー時代の大出力、高

効率電力レジリエンス蓄熱システム 
月刊「省エネルギー」 2021.12 
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5 三菱重工業（株） 石炭火力の負荷変動対応技術開発 
日本エネルギー学会機

関誌えねるみくす 
2023.1 

(c)受賞実績 

番号 所属 タイトル 学会名 発表年月 

１ 三菱重工業（株） 
再生可能エネルギーの余剰電力を活用
する汽力発電所向け大規模蓄熱システ
ムの概念設計 

第２６ 回動力・エネ
ルギー技術シンポジウム 

2022.11 
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③タービン発電設備次世代保守技術開発 

【特許】 

番

号 
出願者 出願番号 

国内外国

PCT 
出願日 状態 名称 

１ 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２１－０

１６０３０ 
ＪＰ：日本国 2021.2.3 

出願

継続

中 

低圧タービンロータ翼植込部の

腐食損傷演算装置、腐食損傷

演算システム、及び腐食損傷演

算方法 

2 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２１－１

７４７５８ 
ＪＰ：日本国 2021.10.26 

出願

継続

中 

材料劣化評価装置及び材料劣

化評価方法 

3 

ＫＡＢＵＳＨＩＫ

Ｉ ＫＡＩＳＨＡ 

ＴＯＳＨＩＢＡ 

１７／６８

２，６６５

（ＵＳ） 

ＵＳ：アメリカ

合衆国 
2022.2.28 

出願

継続

中 

ＤＥＴＥＣＴＩＯＮ ＡＰＰ

ＡＲＡＴＵＳ ＡＮＤ ＤＥ

ＴＥＣＴＩＯＮ ＭＥＴＨＯ

Ｄ 

4 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２１－０

９０８４６ 
ＪＰ：日本国 2021.5.31 

出願

継続

中 

蒸気タービンの損傷評価装置、

方法及びプログラム 

5 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２１－１

１１４４２ 
ＪＰ：日本国 2021.7.5 

出願

継続

中 

損傷評価装置、損傷評価方法 

6 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２１－１

３０５１３ 
ＪＰ：日本国 2021.8.10 

出願

継続

中 

ブレード損傷評価装置、方法及

びプログラム 

7 （株）東芝 
２０２１－１

４４８７７ 
ＪＰ：日本国 2021.9.6 

出願

継続

中 

検知装置及び検知方法 

8 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２－１

１２５０７ 
ＪＰ：日本国 2022.7.13 

出願

継続

中 

異常原因診断装置および異常

原因診断方法 

9 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２２０

４８０５（Ａ

Ｕ） 

ＡＵ：オースト

ラリア 
2022.7.5 

出願

継続

中 

ＤＡＭＡＧＥ ＥＶＡＬＵＡ

ＴＩＯＮ ＤＥＶＩＣＥ， 

ＤＡＭＡＧＥ ＥＶＡＬＵＡ

ＴＩＯＮ ＭＥＴＨＯＤ 

10 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

１７／８５７

４１８（Ｕ

Ｓ） 

ＵＳ：アメリカ

合衆国 
2022.7.5 

出願

継続

中 

ＤＡＭＡＧＥ ＥＶＡＬＵＡ

ＴＩＯＮ ＤＥＶＩＣＥ， 

ＤＡＭＡＧＥ ＥＶＡＬＵＡ

ＴＩＯＮ ＭＥＴＨＯＤ 
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11 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２－１

３２３９３ 
ＪＰ：日本国 2022.8.23 

出願

継続

中 

孔食発生評価装置、および、孔

食発生評価方法 

12 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２－１

２９７５１ 
ＪＰ：日本国 2022.8.16 

出願

継続

中 

蒸気タービンのクリープ変形評価

装置、方法及びプログラム 

13 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２－１

９３５４６ 
ＪＰ：日本国 2022.12.2 

出願

継続

中 

回転機械診断装置および回転

機械診断方法 

14 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２－１

６６７０７ 
ＪＰ：日本国 2022.10.18 

出願

継続

中 

ブレード損傷評価システム、ブ

レード損傷評価方法およびブ

レード損傷評価プログラム 

15 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２－１

７０９９８ 
ＪＰ：日本国 2022.10.25 

出願

継続

中 

タービン監視システムおよびタービ

ン監視方法 

16 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

ＪＰ２０２２

／０２１６３

９ 

ＰＣＴ（全指

定） 
2022.5.26 

出願

継続

中 

蒸気タービンの損傷評価装置、

方法及びプログラム 

17 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

１７／８６７

７９３（Ｕ

Ｓ） 

ＵＳ：アメリカ

合衆国 
2022.7.19 

出願

継続

中 

ＭＡＴＥＲＩＡＬ ＤＥＴＥ

ＲＩＯＲＡＴＩＯＮ ＥＶＡ

ＬＵＡＴＩＯＮ ＤＥＶＩＣ

Ｅ ＡＮＤ ＭＡＴＥＲＩＡ

Ｌ ＤＥＴＥＲＩＯＲＡＴＩ

ＯＮ ＥＶＡＬＵＡＴＩＯＮ 

ＭＥＴＨＯＤ 

18 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２２０

６７１２（Ａ

Ｕ） 

ＡＵ：オースト

ラリア 
2022.7.19 

出願

継続

中 

ＭＡＴＥＲＩＡＬ ＤＥＴＥ

ＲＩＯＲＡＴＩＯＮ ＥＶＡ

ＬＵＡＴＩＯＮ ＤＥＶＩＣ

Ｅ ＡＮＤ ＭＡＴＥＲＩＡ

Ｌ ＤＥＴＥＲＩＯＲＡＴＩ

ＯＮ ＥＶＡＬＵＡＴＩＯＮ 

ＭＥＴＨＯＤ 

19 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

１７／８１４

３３１（Ｕ

Ｓ） 

ＵＳ：アメリカ

合衆国 
2022.7.22 

登録

済み 

ＢＬＡＤＥ ＤＡＭＡＧＥ 

ＥＶＡＬＵＡＴＩＯＮ ＡＰ

ＰＡＲＡＴＵＳ， ＢＬＡＤ

Ｅ ＤＡＭＡＧＥ ＥＶＡＬ

ＵＡＴＩＯＮ ＭＥＴＨＯ

Ｄ， ＡＮＤ ＢＬＡＤＥ 

ＤＡＭＡＧＥ ＥＶＡＬＵＡ

ＴＩＯＮ ＰＲＯＧＲＡＭ 
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20 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２２０

６７９１（Ａ

Ｕ） 

ＡＵ：オースト

ラリア 
2022.7.21 

出願

継続

中 

Ｂｌａｄｅ ｄａｍａｇｅ 

ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ ａｐ

ｐａｒａｔｕｓ， ｂｌａｄ

ｅ ｄａｍａｇｅ ｅｖａｌ

ｕａｔｉｏｎ ｍｅｔｈｏ

ｄ， ａｎｄ ｂｌａｄｅ 

ｄａｍａｇｅ ｅｖａｌｕａ

ｔｉｏｎ ｐｒｏｇｒａｍ 

21 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２３２０

０２４４（Ａ

Ｕ） 

ＡＵ：オースト

ラリア 
2023.1.18 

出願

継続

中 

Ｔｕｒｂｉｎｅ ｍｏｎｉｔ

ｏｒｉｎｇ ｓｙｓｔｅｍ 

ａｎｄ ｔｕｒｂｉｎｅ ｍ

ｏｎｉｔｏｒｉｎｇ ｍｅｔ

ｈｏｄ 

22 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

１８／１５５

９９２（Ｕ

Ｓ） 

ＵＳ：アメリカ

合衆国 
2023.1.18 

出願

継続

中 

ＴＵＲＢＩＮＥ ＭＯＮＩＴ

ＯＲＩＮＧ ＳＹＳＴＥＭ 

ＡＮＤ ＴＵＲＢＩＮＥ  

ＭＯＮＩＴＯＲＩＮＧ ＭＥ

ＴＨＯＤ 

23 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

１８／０５２

０１８（Ｕ

Ｓ） 

ＵＳ：アメリカ

合衆国 
2022.11.2 

出願

継続

中 

ＰＩＴ ＩＮＩＴＩＡＴＩＯ

Ｎ ＥＶＡＬＵＡＴＩＯＮ 

ＳＹＳＴＥＭ， ＡＮＤ， 

ＰＩＴ ＩＮＩＴＩＡＴＩＯ

Ｎ ＥＶＡＬＵＡＴＩＯＮ 

ＭＥＴＨＯＤ 

24 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２２２６

５９４０（Ａ

Ｕ） 

ＡＵ：オースト

ラリア 
2022.11.7 

出願

継続

中 

ＰＩＴ ＩＮＩＴＩＡＴＩＯ

Ｎ ＥＶＡＬＵＡＴＩＯＮ 

ＳＹＳＴＥＭ， ＡＮＤ， 

ＰＩＴ ＩＮＩＴＩＡＴＩＯ

Ｎ ＥＶＡＬＵＡＴＩＯＮ 

ＭＥＴＨＯＤ 

25 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２３－０

７１０７０ 
ＪＰ：日本国 2023.4.24 

出願

継続

中 

蒸気タービンの動翼の減肉量管

理装置 

26 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２３－０

７０７０８ 
ＪＰ：日本国 2023.4.24 

出願

継続

中 

復水器状態予測装置 

27 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２３２０

２０６３（Ａ

Ｕ） 

ＡＵ：オースト

ラリア 
2023.4.4 

出願

継続

中 

Ｂｌａｄｅ ｄａｍａｇｅ 

ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ ｓｙ

ｓｔｅｍ， ｂｌａｄｅ ｄ

ａｍａｇｅ ｅｖａｌｕａｔ

ｉｏｎ ｍｅｔｈｏｄ， ａ
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ｎｄ ｂｌａｄｅ ｄａｍａ

ｇｅ ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ 

ｐｒｏｇｒａｍ 

28 

（株）東芝、東芝エ

ネルギーシステムズ

（株） 

２０２３－０

３８９９４ 
ＪＰ：日本国 2023.3.13 

出願

継続

中 

火花放電監視システム及び火

花放電検知装置 

29 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２３－０

４５７１８ 
ＪＰ：日本国 2023.3.22 

出願

継続

中 

界磁巻線層間短絡監視装置お

よび界磁巻線層間短絡監視方

法 

30 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２３－０

４５６２６ 
ＪＰ：日本国 2023.3.22 

出願

継続

中 

発電機クーラ性能監視装置 

31 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２３－０

４５６４６ 
ＪＰ：日本国 2023.3.22 

出願

継続

中 

蒸気タービンの動翼のエロージョ

ン量管理装置 

32 
東芝エネルギーシステ

ムズ（株） 

２０２３－０

４５６７１ 
ＪＰ：日本国 2023.3.22 

出願

継続

中 

蒸気タービンのノズル変形量管

理装置 

（Patent Cooperation Treaty: 特許協力条約） 

【論文】 

なし 
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【外部発表】 

(a) 学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

１ 新田 能之 
 東芝エネルギーシ

ステムズ（株） Ｄ

Ｘ統括部 

東芝エネルギーシステムズのＤＸの取組み 

－プラント・エンジニアリング・エネルギー分野

におけるデジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）の取り組みと実際 

火力原子力発電

技術協会 関西

支部講演 
2023.1 

2 鈴木悠介 

東芝エネルギーシス

テムズ（株） エネ

ルギーシステム技術

開発センター 

蒸気タービン機器の余寿命診断・保守技

術と近年の当社開発動向 

日本材料学会 

第７０期第２回 

高温強度部門委

員会 

2021.10 

3 鈴木悠介 

東芝エネルギーシス

テムズ（株） エネ

ルギーシステム技術

開発センター 

蒸気タービン機器の余寿命診断・保守技

術 

日本材料学会 ”

第４ 回学生およ

び若手研究者によ

る材料研究の最

前線” 

2021.12 

4 中谷祐二郎 

東芝エネルギーシス

テムズ（株） エネ

ルギーシステム技術

開発センター 

エネルギー機器のオンラインデータによる寿

命診断・デジタル保全技術開発 

日本材料学会 

関東支部イブニン

グセミナー 
2022.3 

5 中谷祐二郎 

東芝エネルギーシス

テムズ（株） エネ

ルギーシステム技術

開発センター 

エネルギー機器の先進的非破壊検査・材

料診断技術 
應義塾大学 応

用物理特別講義 
2022.5 

6 竹内司 

 東芝エネルギーシ

ステムズ（株） 

ヒートサイクル計画・

技術部 

火力・地熱発電所向けＤＸ／ＣＰＳソ

リューション 

火力原子力発電

技術協会 令和

５年５月 本部

大学講座 

2023.5 

7 中谷祐二郎 

東芝エネルギーシス

テムズ（株） エネ

ルギーシステム技術

開発センター 

エネルギー・インフラ機器のデジタル保全・寿

命診断技術 

日本機械学会 

２０２１年度年

次大会 公開ワー

クショップ 

2021.9 

8 中谷祐二郎 

東芝エネルギーシス

テムズ（株） エネ

ルギーシステム技術

開発センター 

火力発電システムのメンテナンスデータ・故

障予兆モデルによる保全・診断 

日本機械学会 

Ｍ＆Ｍ２０２１

材料力学カンファ

レンス 特別企画 

フォーラム 

2021.9 

(b)新聞・雑誌等への掲載  
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なし 
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④ボイラクリープ疲労損傷の高精度余寿命診断技術開発 

【特許】 

なし 

【論文】 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 
発表年月 

１ 

W. Sun, T. 

Kasa, Y. 

Hatsukade, T. 

Sugiuchi, and 

H. Nishida 

近畿大学、中

国電力（株） 

Development of an HTS-

SQUID Based Non-

destructive Evaluation 

System for Boiler Tubes 

On-site Inspection in 

USC Thermal Power 

Plant 

IEEE Transaction on 

Applied 

Superconductivity, 

Vol.33, No.5 

Aug, 

2023 

2 

W. Sun, T. 

Kasa, Y. 

Hatsukade, T. 

Sugiuchi, and 

H. Nishida 

近畿大学、中

国電力（株） 

Creep Life ssessment 

Method for Super304H 

Boiler Tubes Based on 

HTSSQUID Gradiometer 

IEEE Transaction on 

Applied 

Superconductivity, 

Vol.33, No.5 

Aug, 

2023 

【外部発表】 

(a) 学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

１ 
柏木、奥野、荒

井、西田 

東京理科大学、中

国電力 

改良 9Cr 鋼溶接部に対するク

リープ疲労 寿命とその評価法 

日本機械学会 

M&M2022 材料力学部

門講演会 

2022.09 

2 
奥野、石井、荒

井 
東京理科大学 

デジタルイメージ相関法を援用し

た高クロム鋼溶接部の応力・ひ

ずみ解析 

日本材料学会 第 71 期

学術講演会 
2022.05 

3 

奥野、荒井、伊

藤、柏木、石

井、西田 

東京理科大学、中

国電力 

曲げモーメントとねじりトルクを同

時に 受ける P91 溶接継手配

管のクリープ疲労 寿命特性とそ

の寿命評価法 

日本材料学会 第 59 回 

高温強度シン ポジウム 
2021.12 

(b)新聞・雑誌等への掲載  

無し 


